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1.5－1 

1.5 浸水防護施設の評価における漂流物衝突荷重，風荷重及び積雪荷重の設定 

1.5.1 漂流物衝突荷重 

津波防護施設のうち防波壁及び防波壁通路防波扉において，漂流物の衝突による

影響を抑制する目的で，漂流物対策工を設置する。 

防波壁において，漂流物衝突荷重を分散して防波壁に伝達させること及び漂流物

衝突荷重による防波壁の局所的な損傷を防止する目的で，図 1.5.1－1 に示す漂流

物対策工を設置する。 

防波壁通路防波扉において，防波壁通路防波扉に漂流物を直接衝突させない目的

で，図 1.5.1－2 に示す漂流物対策工を設置する。 

津波防護施設に考慮する漂流物衝突荷重について，津波防護施設の構造及び漂流

物対策工の有無を踏まえて設定する。 

 

図 1.5.1－1 防波壁に設置する漂流物対策工 

 

図 1.5.1－2 防波壁通路防波扉に設置する漂流物対策工 
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1.5－2 

(1) 漂流物衝突荷重 

漂流物衝突荷重は，「補足 018-02 津波への配慮に関する説明書の補足説明資

料」のうち「4.5 漂流物による漂流物衝突荷重」において，浸水防護施設の機能

に対する影響評価により選定された漂流物として船舶（総トン数 19 トン）を想定

し，表 1.5.1－1 に示す津波の流速を用いて，「衝突解析」の結果に基づき設定す

る。「衝突解析」における衝突状況を図 1.5.1－3 に示す。 

 

表 1.5.1－1 浸水防護施設の設計に用いる津波のパラメータ 

設備分類 設備名称 

津波のパラメータ 

津波高さ 

(EL(m)) 
流速(m/s) 

浸水防護施設 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 12.6 10.0＊ 

防波壁（逆Ｔ擁壁） 12.6 10.0＊ 

防波壁（波返重力擁壁） 12.6 10.0＊ 

注記 ＊：「補足 018-02 津波への配慮に関する説明書の補足説明資料」のうち「4.5 漂流

物による漂流物衝突荷重」に示されるように，安全側に日本海東縁部に想定され

る地震による津波及び海域活断層から想定される地震による津波ともに，漂流物

の衝突速度 10.0m/s を設定 
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1.5－3 

 

図 1.5.1－3 「衝突解析」における衝突状況 

（例：船首衝突） 

  

衝突前

衝突後0.37秒：隔壁①,②衝突時
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隔壁②
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隔壁①

衝突後0.83秒：隔壁③衝突時

衝突後1.80秒

機関部
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1.5－4 

漂流物衝突荷重として，「施設全体に作用する漂流物衝突荷重」及び「局所的な

漂流物衝突荷重」を設定する（図 1.5.1－4）。 

「施設全体に作用する漂流物衝突荷重」は，評価対象構造物の延長に応じて，表

1.5.1－2 に示す設計用漂流物衝突荷重を設定する。また，評価対象構造物のうち局

所的な損傷が懸念される部材，又は評価対象範囲が「局所的な漂流物衝突荷重」の

載荷幅の 1m を下回る部材については，「局所的な漂流物衝突荷重」の設計用漂流

物衝突荷重は 1,200kN を設定する。 

 

  

（施設全体に作用する漂流物衝突荷重） （局所的な漂流物衝突荷重） 

図 1.5.1－4 設計用漂流物衝突荷重のイメージ図 

 

表 1.5.1－2 評価対象構造物に対する設計用漂流物衝突荷重 

（施設全体に作用する漂流物衝突荷重） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平均衝突荷重

局所的な衝突荷重局所的な漂流物衝突荷重 

平均漂流物衝突荷重 

施設全体に作用する
衝突荷重

施設全体に作用する

漂流物衝突荷重 

450
(3,150)

440
(3,520)

430
(3,870)

430
(4,300)

430
(4,730)

430
(5,160)

431 429 427 421 424

1,100
(2,200)

890
(2,670)

770
(3,080)

620
(3,100)

520
(3,120)

1,080 885 762 614 513 441

3,085 3,448 3,859 4,271 4,631 5,082

8 9 10 11 12

2,159 2,654 3,049 3,072 3,078

2 3 4 5 6 7ｍ

kN

kN/m

kN/m
(kN)

1,107

1,107

1,200
(1,200)

1評価対象構造物の延長

衝突解析から算定される漂流物衝突荷重

衝突解析から算定される漂流物衝突荷重を

評価対象構造物の延長で除した値

設計用平均漂流物衝突荷重

（設計用平均漂流物衝突荷重×評価対象

構造物の延長）

350
(7,350)

340
(7,480)

330
(7,590)

310
(7,440)

308

kN/m
(kN)

430
(5,590)

420
(5,880)

420
(6,300)

410
(6,560)

400
(6,800)

390
(7,020)

370
(7,030)

360
(7,200)

385 369 352 346 334 321

7,263 7,355 7,387 7,395

kN/m 425 415 418 409 399

24

kN 5,529 5,816 6,263 6,544 6,776 6,921 7,013 7,045

18 19 20 21 22 23ｍ 13 14 15 16 17評価対象構造物の延長

衝突解析から算定される漂流物衝突荷重

衝突解析から算定される漂流物衝突荷重を

評価対象構造物の延長で除した値

設計用平均漂流物衝突荷重

（設計用平均漂流物衝突荷重×評価対象

構造物の延長）
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1.5－5 

(2) 漂流物衝突荷重を考慮する津波防護施設の選定 

津波防護施設において，漂流物衝突荷重を考慮する施設の選定フローを図 1.5.1

－5 に，漂流物衝突荷重を考慮する施設の選定結果を表 1.5.1－3 に示す。 

表 1.5.1－3 より，漂流物衝突荷重を考慮する施設は，防波壁（多重鋼管杭式擁

壁），防波壁（逆Ｔ擁壁）及び防波壁（波返重力擁壁）に加えて，防波壁通路防波

扉（荷揚場南，３号機東側）に設置する漂流物対策工を選定する。 

また，防波壁の壁面（海側）より奥まった狭隘な場所に設置する施設である防波

壁通路防波扉（１号機北側，２号機北側）及び漂流物衝突荷重を考慮しない施設で

ある１号機取水槽流路縮小工の設置状況を図 1.5.1－7 に示す。なお，狭隘な設置

場所とは，開口幅が，図 1.5.1－6 に示す標準的な漁船諸元と比較して狭い箇所と

した。 

 

 

 

図 1.5.1－5 漂流物衝突荷重を考慮する施設の選定フロー 

 

  

津波防護施設

①漂流物が衝突する可能性が
ない場所に設置されているか

②漂流物を津波防護施設に直接
衝突させないことを目的とし
た漂流物対策工を設置するか

Yes

漂流物衝突荷重を考慮しない＊1

No

No

漂流物衝突荷重を考慮する＊2

Yes

以下に示す項目に該当する場合は漂流物衝突荷重を考慮しない

①漂流物が衝突する可能性がない場所に設置されているか
・地中又は構造物内に設置

②漂流物を津波防護施設に直接衝突させないことを目的と
した漂流物対策工を設置するか

注記＊1：漂流物を津波防護施設に直接衝突させないことを目的とした漂流物対策工を設置する場合，漂流物対策工は漂流物衝突荷重を考慮する。
＊2：防波壁の壁面（海側）より奥まった狭隘な場所に設置する場合は，船舶は衝突しないため，枕木による衝突荷重を考慮する。
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1.5－6 

表 1.5.1－3 漂流物衝突荷重を考慮する施設の選定結果 

 

  

①漂流物が衝突する可
能性がない場所に設置
されているか

②漂流物を津波防護施
設に直接衝突させない
ことを目的とした漂流
物対策工を設置するか

漂流物衝突荷重
の考慮

備　考

防波壁
（多重鋼管杭式擁壁）

× × 考慮する

（漂流物衝突荷重を分散して防波壁に伝
達させること及び漂流物衝突荷重による
防波壁の局所的な損傷を防止する目的で
漂流物対策工を設置）

防波壁
（逆Ｔ擁壁）

× × 考慮する

（漂流物衝突荷重を分散して防波壁に伝
達させること及び漂流物衝突荷重による
防波壁の局所的な損傷を防止する目的で
漂流物対策工を設置）

防波壁
（波返重力擁壁）

× × 考慮する

（漂流物衝突荷重を分散して防波壁に伝
達させること及び漂流物衝突荷重による
防波壁の局所的な損傷を防止する目的で
漂流物対策工を設置）

防波壁通路防波扉
（１号機北側）

× × 考慮する
狭隘な場所に設置するため，船舶は衝突
しない。枕木による漂流物衝突荷重を考
慮する。

防波壁通路防波扉
（２号機北側）

× × 考慮する
狭隘な場所に設置するため，船舶は衝突
しない。枕木による漂流物衝突荷重を考
慮する。

防波壁通路防波扉
（荷揚場南）

× ○ 考慮しない

防波壁通路防波扉に漂流物を直接衝突さ
せない目的で漂流物対策工を設置するた
め，漂流物は衝突しない。なお，漂流物
対策工は，漂流物衝突荷重を考慮する

防波壁通路防波扉
（３号機東側）

× ○ 考慮しない

防波壁通路防波扉に漂流物を直接衝突さ
せない目的で漂流物対策工を設置するた
め，漂流物は衝突しない。なお，漂流物
対策工は，漂流物衝突荷重を考慮する

○ － 考慮しない
１号機取水槽内に設置するため，漂流物
は衝突しない

○：該当する（Yes）　　×：該当しない（No）　　－：漂流物が衝突する可能性がない場所に設置されているため対象外

防波壁
通路

防波扉

１号機取水槽流路縮小工

津波防護施設

防波壁
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1.5－7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.5.1－6 標準的な漁船諸元 

（「津波漂流物対策施設設計ガイドライン 

（一般財団法人沿岸技術研究センター，平成 26 年 3 月）」より抜粋） 
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1.5－8 

 

平面図 

 

 

 

Ａ―Ａ断面              Ｂ－Ｂ断面 

断面図 

 

図 1.5.1－7(1)  狭隘な場所に設置する施設の設置状況 

（防波壁通路防波扉（１号機北側）） 
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1.5－9 

 

平面図 

 

 

 

Ａ―Ａ断面              Ｂ－Ｂ断面 

断面図 

 

図 1.5.1－7(2)  狭隘な場所に設置する施設の設置状況 

（防波壁通路防波扉（２号機北側）） 
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1.5－10 

 

 

図 1.5.1－7(3) 漂流物衝突荷重を考慮しない施設の設置状況 

（１号機取水槽流路縮小工） 
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1.5－11 

(3) 船舶（総トン数 19 トン）による漂流物衝突荷重 

船舶（総トン数 19 トン）による漂流物衝突荷重を考慮する津波防護施設及び津

波防護施設に設置する漂流物対策工における漂流物衝突荷重の設定方法を示す。 

 

a. 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版） 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）は，防波壁の前面に設置し，漂流物衝突荷

重を分散して防波壁に伝達し，局所的な損傷を防止することを目的としている。防

波壁（波返重力擁壁）の一部のケーソンについては，ケーソンの前壁の背面にコン

クリートを充填しており，局所的な損傷（コンクリートの押抜きせん断）が懸念さ

れないため，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）を設置しない。 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）は，漂流物が直接衝突することから，局所

的な損傷である押抜きせん断が懸念される。 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）における漂流物衝突荷重の載荷イメージを

図 1.5.1－8 に示す。 

漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の厚さ 0.5m，延長を 15m とした場合，「施

設全体に作用する漂流物衝突荷重」は 6,300kN（表 1.5.1－2 参照）となり，漂流物

衝突荷重による押抜きせん断力は 0.42N/mm2 となる。「局所的な漂流物衝突荷重」

である 1,200kN では，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の中央に衝突した場合

の押抜きせん断力は 0.43N/mm2，端部に衝突した場合は 0.63N/mm2 となる。 

よって，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の強度評価において，「局所的な

漂流物衝突荷重」を考慮する。 

 

 
 

（施設全体に作用する衝突荷重） （局所的な衝突荷重） 

図 1.5.1－8 漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）の漂流物衝突荷重の載荷イメージ 

 

  

漂流物対策工

1.0m

0.5m

2.0m

：押抜きせん断面

漂流物対策工

1.0m

1.0m

0.5m

：押抜きせん断面
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1.5－12 

b. 漂流物対策工（鋼材） 

漂流物対策工（鋼材）は，防波壁（逆Ｔ擁壁）のフーチング（グラウンドアンカ

設置箇所）に設置し，漂流物をグラウンドアンカに衝突させないことを目的として，

グラウンドアンカ設置箇所である開口部を覆うような構造となっている。 

漂流物対策工（鋼材）は，フーチングの上部に設置されるため，津波の進行方向

と平行になるが，津波防護施設の一部であることから，安全側の評価の観点から，

漂流物衝突荷重を考慮する。 

漂流物対策工（鋼材）における漂流物衝突荷重の載荷イメージを図 1.5.1－12 に

示す。 

漂流物対策工（鋼材）の強度評価においては，評価対象幅となる開口部幅 0.85m

を踏まえ，「局所的な漂流物衝突荷重」である 1,200kN を考慮する。 

 

 

（設置位置図） 

 

（詳細図） 

図 1.5.1－9 漂流物対策工（鋼材）の漂流物衝突荷重の載荷イメージ 

 

防波壁
（逆Ｔ擁壁）

アンカーボルト

漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

漂流物対策工
（鋼材）

アンカーボルト

グラウンドアンカ

１２００kN
漂流物
衝突荷重

津波水位 ▽
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1.5－13 

c. 漂流物対策工（防波壁通路防波扉） 

漂流物対策工（防波壁通路防波扉）は，防波壁通路防波扉の前面に設置し，漂流

物を防波壁通路防波扉に衝突させないことを目的として，戸当り（ＲＣ支柱）及び

鋼製扉体で構成される構造となっている。 

漂流物対策工（防波壁通路防波扉）の代表構成部材を図 1.5.1－10 に，漂流物対

策工（防波壁通路防波扉）の漂流物衝突荷重の載荷イメージを図 1.5.1－11に示す。 

 

  

図 1.5.1－10 漂流物対策工（防波壁通路防波扉）の代表構成部材 

 

戸当り（ＲＣ支柱）及び鋼製扉体を構成する部材のうち，主横桁等の部材幅が大

きな部材については，部材に作用する荷重が大きいほど発生する断面力が大きくな

ることから，「施設全体に作用する衝突荷重」を考慮する。なお，鋼製扉体を構成

する部材のうち主横桁については，「施設全体に作用する衝突荷重」に加えて，部

材幅が船首幅を上回る鋼材であること，また，異なる材料のＲＣ支柱で両端を支持

される構造であることを踏まえ，船首衝突についても考慮する。 

一方，鋼製扉体を構成する部材のうち，補助横桁等の部材幅が 1m 未満の部材が

あることから，漂流物対策工（鋼材）と同様に，「局所的な漂流物衝突荷重」であ

る 1,200kN を用いた検討を実施する。 

 

漂流物対策工
（鋼製扉体）

北

南

漂流物対策工
戸当り（RC支柱） 主横桁

補助縦桁
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1.5－14 

 

（平面図） 

部材幅が大きな部材（例：主横桁，戸当り（ＲＣ支柱）） 

 

   

（平面図）                （正面図） 

  船首衝突を考慮する部材（主横桁）  部材幅が 1m 未満の部材（例：補助横桁） 

 

図 1.5.1－11 漂流物対策工（防波壁通路防波扉）の漂流物衝突荷重の載荷イメージ 

  

5
.6
m

施設全体に作用する衝突荷重

支柱幅 13.9m

ＲＣ部 ＲＣ部鋼材部

船首衝突

7.1m

6.0m

局
所
的
な
衝
突
荷
重

0
.7
5m
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1.5－15 

d. 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，鋼管を多重化して鋼管内をコンクリート又はモ

ルタルで充填した多重鋼管による杭基礎構造及び鋼管杭と鉄筋コンクリート造の

被覆コンクリート壁による上部構造から構成される。また，防波壁（多重鋼管杭式

擁壁）の前面に，漂流物衝突荷重を分散して防波壁に伝達させること及び漂流物衝

突荷重による防波壁の局所的な損傷を防止する目的で漂流物対策工（鉄筋コンクリ

ート版）を設置する。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の漂流物衝突荷重の載荷イメージを図 1.5.1－12 に

示す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の標準的なブロック長である 15m の場合，「施設全

体に作用する漂流物衝突荷重」は 6,300kN（表 1.5.1－2 参照）となり，「局所的な

漂流物衝突荷重」である 1,200kN を上回る。また，漂流物対策工（鉄筋コンクリー

ト版）は，「2.1.8 漂流物対策工に関する補足説明」に示すとおり，「局所的な衝

突荷重」においても局所的な損傷（コンクリートの押抜きせん断）は生じないこと

から，「局所的な衝突荷重」により防波壁（多重鋼管杭式擁壁）が損傷するおそれ

はない。 

よって，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の強度評価において，「施設全体に作用す

る漂流物衝突荷重」を考慮する。 

 

  

（施設全体に作用する衝突荷重） （局所的な衝突荷重） 

図 1.5.1－12 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の漂流物衝突荷重の載荷イメージ  

防波壁

漂流物対策工

1.0m

2.0m

防波壁

漂流物対策工

1.0m

1.0m
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1.5－16 

e. 防波壁（逆Ｔ擁壁） 

防波壁（逆Ｔ擁壁）は，改良地盤を介して岩盤に支持される鉄筋コンクリート造

の逆Ｔ擁壁による直接基礎構造で構成される。また，防波壁（逆Ｔ擁壁）の前面に，

漂流物衝突荷重を分散して防波壁に伝達させること及び漂流物衝突荷重による防

波壁の局所的な損傷を防止する目的で漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）を設置

する。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の漂流物衝突荷重の載荷イメージを図 1.5.1－13 に示す。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の標準的なブロック長である 16m の場合，「施設全体に作用

する漂流物衝突荷重」は 6,560kN（表 1.5.1－2 参照）となり，「局所的な漂流物衝

突荷重」である 1,200kN を上回る。また，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）は，

「2.1.8 漂流物対策工に関する補足説明」に示すとおり，「局所的な衝突荷重」に

おいても局所的な損傷（コンクリートの押抜きせん断）は生じないことから，「局

所的な衝突荷重」により防波壁（逆Ｔ擁壁）が損傷するおそれはない。 

よって，防波壁（逆Ｔ擁壁）の強度評価において，「施設全体に作用する漂流物

衝突荷重」を考慮する。 

 

  

（施設全体に作用する衝突荷重） （局所的な衝突荷重） 

図 1.5.1－13 防波壁（逆Ｔ擁壁）の漂流物衝突荷重の載荷イメージ 

 

f. 防波壁（波返重力擁壁） 

防波壁（波返重力擁壁）は，鉄筋コンクリート造のケーソンによる直接基礎構造

と，鉄筋コンクリート造の重力擁壁から構成される。また，防波壁（波返重力擁壁）

の前面に，漂流物衝突荷重を分散して防波壁に伝達させること及び漂流物衝突荷重

による防波壁の局所的な損傷を防止する目的で漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）

を設置する。 

防波壁（波返重力擁壁）の漂流物衝突荷重の載荷イメージを図 1.5.1－14に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）の標準的なブロック長である 10m の場合，「施設全体に

作用する漂流物衝突荷重」は 4,300kN（表 1.5.1－2 参照）となり，「局所的な漂流

物衝突荷重」である 1,200kN を上回る。また，漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）

防波壁

漂流物対策工

1.0m

2.0m

防波壁

漂流物対策工

1.0m

1.0m
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1.5－17 

は，「2.1.8 漂流物対策工に関する補足説明」に示すとおり，「局所的な衝突荷

重」においても局所的な損傷（コンクリートの押抜きせん断）は生じないことから，

「局所的な衝突荷重」により防波壁（波返重力擁壁）が損傷するおそれはない。な

お，重力擁壁のうち基部コンクリートは，部材厚が十分厚く，漂流物による局所的

な損傷は懸念されないこと，また基部コンクリートに設置しているグラウンドアン

カは耐震・耐津波評価において考慮しないことから，重力擁壁のうち基部コンクリ

ートに漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）は設置しない。 

よって，防波壁（波返重力擁壁）の強度評価において，「施設全体に作用する漂

流物衝突荷重」を考慮する。 

 

  

（施設全体に作用する衝突荷重） （局所的な衝突荷重） 

図 1.5.1－14 防波壁（波返重力擁壁）の漂流物衝突荷重の載荷イメージ 

 

  

防波壁
漂流物対策工

1.0m

2.0m

基部コンクリート

防波壁
漂流物対策工

1.0m

1.0m

基部コンクリート
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1.5－18 

g. 津波防護施設の強度評価に考慮する漂流物衝突荷重 

津波防護施設の構造的特徴及び漂流物対策工の有無を踏まえ，評価対象部材に

おける漂流物衝突荷重の整理を表 1.5.1－4 に示す。 

 

表 1.5.1－4 評価対象部材における漂流物衝突荷重の整理 

 

施設全体に作用する
漂流物衝突荷重

・漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）を介して漂流物による衝突荷重を考慮する
・「施設全体に作用する漂流物衝突荷重」は，「局所的な漂流物衝突荷重」を上回ること，また漂流物
対策工（鉄筋コンクリート版）による局所的な損傷を生じないことから，「施設全体に作用する衝突荷
重」を考慮する

施設全体に作用する
漂流物衝突荷重

・被覆コンクリート壁を介して漂流物による衝突荷重を考慮する
・被覆コンクリート壁における「施設全体に作用する漂流物衝突荷重」を考慮する

－ ・被覆コンクリート壁の敷地側に設置するため，漂流物の衝突を考慮しない

局所的な
漂流物衝突荷重

・漂流物が直接衝突し，局所的な損傷が懸念されること，また「施設全体に作用する漂流物衝突荷重」
と比較して「局所的な漂流物衝突荷重」による押抜きせん断力が大きくなることから，「局所的な漂流
物衝突荷重」を考慮する

施設全体に作用する
漂流物衝突荷重

・漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）を介して漂流物による衝突荷重を考慮する
・「施設全体に作用する漂流物衝突荷重」は，「局所的な漂流物衝突荷重」を上回ること，また漂流物
対策工（鉄筋コンクリート版）による局所的な損傷を生じないことから，「施設全体に作用する衝突荷
重」を考慮する

施設全体に作用する
漂流物衝突荷重

・逆Ｔ擁壁を介して漂流物による衝突荷重を考慮する
・被覆コンクリート壁における「施設全体に作用する漂流物衝突荷重」を考慮する
・漂流物対策工（鋼材）により，漂流物は直接衝突しない

－ ・逆Ｔ擁壁の敷地側に設置するため，漂流物の衝突を考慮しない

局所的な
漂流物衝突荷重

・漂流物が直接衝突し，局所的な損傷が懸念されること，また「施設全体に作用する漂流物衝突荷重」
と比較して「局所的な漂流物衝突荷重」による押抜きせん断力が大きくなることから，「局所的な漂流
物衝突荷重」を考慮する

局所的な
漂流物衝突荷重

・漂流物が直接衝突し，評価対象幅となる開口部幅0.85mを踏まえ，「局所的な漂流物衝突荷重」を考
慮する

施設全体に作用する
漂流物衝突荷重

・漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）を介して漂流物による衝突荷重を考慮する
・「施設全体に作用する漂流物衝突荷重」は，「局所的な漂流物衝突荷重」を上回ること，また漂流物
対策工（鉄筋コンクリート版）による局所的な損傷を生じないことから，「施設全体に作用する衝突荷
重」を考慮する

施設全体に作用する
漂流物衝突荷重

・漂流物対策工（鉄筋コンクリート版）を介して漂流物の衝突を考慮するケーソンについては，漂流物
対策工（鉄筋コンクリート版）による局所的な損傷を生じないことから，「施設全体に作用する衝突荷
重」を考慮する
・一部のケーソンについては，前壁の背面にコンクリートを充填していることから，局所的な損傷が懸
念されないため，「施設全体に作用する衝突荷重」を考慮する

施設全体に作用する
漂流物衝突荷重

・重力擁壁を介して漂流物による衝突荷重を考慮する
・重力擁壁における「施設全体に作用する漂流物衝突荷重」を考慮する

－ ・重力擁壁の敷地側に設置するため，漂流物の衝突を考慮しない

局所的な
漂流物衝突荷重

・漂流物が直接衝突し，局所的な損傷が懸念されること，また「施設全体に作用する漂流物衝突荷重」
と比較して「局所的な漂流物衝突荷重」による押抜きせん断力が大きくなることから，「局所的な漂流
物衝突荷重」を考慮する

防波壁通路防波扉
（１号機北側）
（２号機北側）

－
・防波壁の壁面（海側）より奥まった狭隘な場所に設置するため，船舶は衝突しない。枕木による衝突
荷重を考慮する。（「津波への配慮に関する説明書に係る補足説明資料」の「4.5　漂流物による衝突
荷重」参照）

－
・防波壁通路防波扉の前面に漂流物対策工を設置することから，漂流物による衝突荷重は考慮しない。
なお，漂流物対策工は漂流物衝突荷重を考慮する。

施設全体に作用する
漂流物衝突荷重

・戸当り（ＲＣ支柱）及び鋼製扉体を構成する部材のうち，主横桁等の部材幅が大きな部材について
は，部材に作用する荷重が大きいほど断面力が大きくなることから，「施設全体に作用する漂流物衝突
荷重」を考慮する。
・なお，鋼製扉体を構成する部材のうち主横桁については，「施設全体に作用する衝突荷重」に加え
て，部材幅が船首幅を上回る鋼材であること，また，異なる材料のＲＣ支柱で両端を支持される構造で
あることを踏まえ，船首衝突についても考慮する。

局所的な
漂流物衝突荷重

・鋼製扉体を構成する部材のうち，補助縦桁等の部材幅が1m未満の部材については「局所的な漂流物衝
突荷重」を考慮する。

－ ・１号機取水槽内に設置するため，漂流物は衝突しない

注記＊：構造的特徴及び漂流物対策工の設置状況等を踏まえ，「施設全体に作用する漂流物衝突荷重」及び「局所的な漂流物衝突荷重」
　　　　のうち安全側の評価となる荷重を選定する。

１号機取水槽流路縮小工

防波扉

防波扉

逆Ｔ擁壁

漂流物対策工

防波壁
（逆Ｔ擁壁）

止水目地

Ｈ形鋼

ケーソン

重力擁壁

漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

防波壁
（波返重力擁壁）

強度評価に考慮する

衝突荷重
＊ 選定理由

防波壁
（多重鋼管杭式擁壁）

防波壁通路防波扉
（荷揚場南）
（３号機東側）

漂流物対策工（鋼材）

漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

止水目地

グラウンドアンカ

評価対象施設

被覆コンクリート壁

漂流物対策工
（鉄筋コンクリート版）

止水目地

鋼管杭

評価対象部材
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1.5－19 

1.5.2 風荷重 

(1) 建築基準法に基づく設定 

風荷重を考慮する浸水防護施設のうち，防波壁，防波壁通路防波扉，防水壁，水

密扉及び津波監視カメラについては，次に示すとおり，建築基準法に基づき風荷重

を算出する。 

風荷重は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損傷の防

止に関する基本方針」に基づき，「建設省告示第 1454 号（平成 12 年 5 月 31 日）」

に定められた松江市（（2）から（9）までに掲げる地方以外の地方）の設計基準風

速 30m/s を使用する。その他の入力値（係数）については，「建設省告示第 1454 号

（平成 12 年 5 月 31 日）」及び「建築物の構造規定 ―建築基準法施行令第３章の

解説と運用―（日本建築センター，1997 年版）」（以下「建築物の構造規定」とい

う。）に基づき設定する。表 1.5.2－1 に防波壁の風荷重設定における入力値を，

表 1.5.2－2 に防波壁通路防波扉の風荷重設定における入力値を，表 1.5.2－3 に取

水槽除じん機エリア防水壁の風荷重設定における入力値を，表 1.5.2－4 に取水槽

除じん機エリア水密扉の風荷重設定における入力値を，表 1.5.2－5 に津波監視カ

メラの風荷重設定における入力値を示す。 

Pk＝Cf×q×Ak 

Pk：風荷重（kN） 

Cf：風力係数 

Cf＝Cpe－Cpi 

Cpe：外圧係数 

Cpi：内圧係数 

Ak：受風面積（m2） 

q ：速度圧（kN/m2） 

q＝0.6×E×V0
2 

V0：設計基準風速（m/s） 

E ：速度圧の高さ方向の分布を表わす係数 

E＝Er
2×Gf 

Gf：ガスト影響係数 

Er：平均風速の高さ方向の分布を表わす係数 

Er＝1.7×(Zb/ZG)α（H が Zb 以下の場合） 

Er＝1.7×(H/ZG)α（H が Zb を超える場合） 

H ：建築物の高さ 

α：地表面粗度区分による係数 

Zb ：地表面粗度区分による係数 

ZG ：地表面粗度区分による係数  
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1.5－20 

 

表 1.5.2－1 防波壁の風荷重設定における入力値について＊（1／3） 

入力項目 入力値 根拠 出典 

設計基準風速 

V0(m/s) 
30 

松江市における基準風速（（2）

から（9）までに掲げる地方以外

の地方） 

建設省告示第 1454

号 

ガスト影響係数 

Gf 
2.0 

地表面粗度区分Ⅰにおける最大

の値として保守的に設定 

建設省告示第 1454

号 

建築物の高さ 

H(m) 
14.42 

海面（EL 0.58m）からの防波壁

天端（EL 15.0m）の高さ 
－ 

地表面の粗度区分 

による係数α 
0.10 

第一第 2 項の表に示す地表面粗

度区分Ⅰにおける地表面の粗度

区分による係数 

建設省告示第 1454

号 

地表面の粗度区分 

による係数 

Zb 

5 

第一第 2 項の表に示す地表面粗

度区分Ⅰにおける地表面の粗度

区分による係数 

建設省告示第 1454

号 

地表面の粗度区分 

による係数 

ZG 

250 

第一第 2 項の表に示す地表面粗

度区分Ⅰにおける地表面の粗度

区分による係数 

建設省告示第 1454

号 

平均風速の高さ方向 

の分布を表す係数 

Er 

1.278 計算値 － 

速度圧の高さ方向の 

分布を表す係数 

E 

3.267 計算値 － 

速度圧 

q(kN/m2) 
1.764 計算値 － 

風力係数 

Cf 
1.2 図 1.5.2－1 参照 建築物の構造規定 

注記＊：防波壁（多重鋼管杭式擁壁）のうち防波壁が施設護岸の前面に設置されている断

面及び防波壁（波返重力擁壁）における風荷重（海側から陸側）を示す。 
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1.5－21 

表 1.5.2－1 防波壁（陸側から海側）の風荷重設定における入力値について＊（2／3） 

入力項目 入力値 根拠 出典 

設計基準風速 

V0(m/s) 
30 

松江市における基準風速（（2）

から（9）までに掲げる地方以外

の地方） 

建設省告示第 1454

号 

ガスト影響係数 

Gf 
2.0 

地表面粗度区分Ⅰにおける最大

の値として保守的に設定 

建設省告示第 1454

号 

建築物の高さ 

H(m) 
8.5 

敷地高（EL 6.5m）からの防波壁

天端（EL 15.0m）の高さ 
－ 

地表面の粗度区分 

による係数α 
0.10 

第一第 2 項の表に示す地表面粗

度区分Ⅰにおける地表面の粗度

区分による係数 

建設省告示第 1454

号 

地表面の粗度区分 

による係数 

Zb 

5 

第一第 2 項の表に示す地表面粗

度区分Ⅰにおける地表面の粗度

区分による係数 

建設省告示第 1454

号 

地表面の粗度区分 

による係数 

ZG 

250 

第一第 2 項の表に示す地表面粗

度区分Ⅰにおける地表面の粗度

区分による係数 

建設省告示第 1454

号 

平均風速の高さ方向 

の分布を表す係数 

Er 

1.212 計算値 － 

速度圧の高さ方向の 

分布を表す係数 

E 

2.939 計算値 － 

速度圧 

q(kN/m2) 
1.587 計算値 － 

風力係数 

Cf 
1.2 図 1.5.2－1 参照 建築物の構造規定 

注記＊：防波壁前面又は背面の敷地高 EL 6.5m における風荷重を示す。 
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1.5－22 

表 1.5.2－1 防波壁（陸側から海側）の風荷重設定における入力値について＊（3／3） 

入力項目 入力値 根拠 出典 

設計基準風速 

V0(m/s) 
30 

松江市における基準風速（（2）

から（9）までに掲げる地方以外

の地方） 

建設省告示第 1454

号 

ガスト影響係数 

Gf 
2.0 

地表面粗度区分Ⅰにおける最大

の値として保守的に設定 

建設省告示第 1454

号 

建築物の高さ 

H(m) 
6.5 

敷地高（EL 8.5m）からの防波壁

天端（EL 15.0m）の高さ 
－ 

地表面の粗度区分 

による係数α 
0.10 

第一第 2 項の表に示す地表面粗

度区分Ⅰにおける地表面の粗度

区分による係数 

建設省告示第 1454

号 

地表面の粗度区分 

による係数 

Zb 

5 

第一第 2 項の表に示す地表面粗

度区分Ⅰにおける地表面の粗度

区分による係数 

建設省告示第 1454

号 

地表面の粗度区分 

による係数 

ZG 

250 

第一第 2 項の表に示す地表面粗

度区分Ⅰにおける地表面の粗度

区分による係数 

建設省告示第 1454

号 

平均風速の高さ方向 

の分布を表す係数 

Er 

1.180 計算値 － 

速度圧の高さ方向の 

分布を表す係数 

E 

2.786 計算値 － 

速度圧 

q(kN/m2) 
1.504 計算値 － 

風力係数 

Cf 
1.2 図 1.5.2－1 参照 建築物の構造規定 

注記＊：防波壁前面又は背面の敷地高 EL 8.5m における風荷重を示す。 
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1.5－23 

表 1.5.2－2 防波壁通路防波扉（１号機北側，２号機北側）の 

風荷重設定における入力値について(1／2） 

入力項目 入力値 根拠 出典 

設計基準風速 

V0(m/s) 
30 

松江市における基準風速（（2）

から（9）までに掲げる地方以外

の地方） 

建設省告示第 1454

号 

ガスト影響係数 

Gf 
2.0 

地表面粗度区分Ⅰにおける最大

の値として保守的に設定 

建設省告示第 1454

号 

建築物の高さ 

H(m) 
3.15 

敷地高（EL 8.5m）からの防波扉

開口部天端（EL 11.65m）の高さ 
－ 

地表面の粗度区分 

による係数α 
0.10 

第一第 2 項の表に示す地表面粗

度区分Ⅰにおける地表面の粗度

区分による係数 

建設省告示第 1454

号 

地表面の粗度区分 

による係数 

Zb 

5 

第一第 2 項の表に示す地表面粗

度区分Ⅰにおける地表面の粗度

区分による係数 

建設省告示第 1454

号 

地表面の粗度区分 

による係数 

ZG 

250 

第一第 2 項の表に示す地表面粗

度区分Ⅰにおける地表面の粗度

区分による係数 

建設省告示第 1454

号 

平均風速の高さ方向 

の分布を表す係数 

Er 

1.150 計算値 － 

速度圧の高さ方向の 

分布を表す係数 

E 

2.643 計算値 － 

速度圧 

q(kN/m2) 
1.427 計算値 － 

風力係数 

Cf 
1.2 図 1.5.2－1 参照 建築物の構造規定 
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表 1.5.2－2 防波壁通路防波扉（荷揚場南，３号機東側）の 

風荷重設定における入力値について（2／2） 

入力項目 入力値 根拠 出典 

設計基準風速 

V0(m/s) 
30 

松江市における基準風速（（2）

から（9）までに掲げる地方以外

の地方） 

建設省告示第 1454

号 

ガスト影響係数 

Gf 
2.0 

地表面粗度区分Ⅰにおける最大

の値として保守的に設定 

建設省告示第 1454

号 

建築物の高さ 

H(m) 
6.5 

敷地高（EL 8.5m）からの防波扉

天端（EL 15.0m）の高さ 
－ 

地表面の粗度区分 

による係数α 
0.10 

第一第 2 項の表に示す地表面粗

度区分Ⅰにおける地表面の粗度

区分による係数 

建設省告示第 1454

号 

地表面の粗度区分 

による係数 

Zb 

5 

第一第 2 項の表に示す地表面粗

度区分Ⅰにおける地表面の粗度

区分による係数 

建設省告示第 1454

号 

地表面の粗度区分 

による係数 

ZG 

250 

第一第 2 項の表に示す地表面粗

度区分Ⅰにおける地表面の粗度

区分による係数 

建設省告示第 1454

号 

平均風速の高さ方向 

の分布を表す係数 

Er 

1.180 計算値 － 

速度圧の高さ方向の 

分布を表す係数 

E 

2.786 計算値 － 

速度圧 

q(kN/m2) 
1.504 計算値 － 

風力係数 

Cf 
1.2 図 1.5.2－1 参照 建築物の構造規定 
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1.5－25 

表 1.5.2－3 取水槽除じん機エリア防水壁の風荷重設定における入力値について 

入力項目 入力値 根拠 出典 

設計基準風速 

V0(m/s) 30 

松江市における基準風速（（2）か

ら（9）までに掲げる地方以外の地

方） 

建設省告示 

第 1454 号 

ガスト影響係数 

Gf 
2.0 

地表面粗度区分Ⅰにおける最大の

値として保守的に設定 

建設省告示 

第 1454 号 

建築物の高さ 

H(m) 
2.5～3.5 

取水槽天端（EL 8.8m）からの防水

壁天端（EL 11.3～12.3m）の高さ 
－ 

地表面の粗度区分 

による係数α 
0.10 

第一第 2 項の表に示す地表面粗度

区分Ⅰにおける地表面の粗度区分

による係数 

建設省告示 

第 1454 号 

地表面の粗度区分 

による係数 

Zb 

5 

第一第 2 項の表に示す地表面粗度

区分Ⅰにおける地表面の粗度区分

による係数 

建設省告示 

第 1454 号 

地表面の粗度区分 

による係数 

ZG 

250 

第一第 2 項の表に示す地表面粗度

区分Ⅰにおける地表面の粗度区分

による係数 

建設省告示 

第 1454 号 

平均風速の高さ方向 

の分布を表す係数 

Er 

1.150 計算値 － 

速度圧の高さ方向の 

分布を表す係数 

E 

2.645 計算値 － 

速度圧 

q(kN/m2) 
1.428 計算値 － 

風力係数 

Cf 
1.2 図 1.5.2－1 参照 

建築物の構造規

定 
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1.5－26 

表 1.5.2－4 取水槽除じん機エリア水密扉の風荷重設定における入力値について 

入力項目 入力値 根拠 出典 

設計基準風速 

V0(m/s) 
30 

松江市における基準風速（（2）から

（9）までに掲げる地方以外の地方） 

建設省告示第

1454 号 

ガスト影響係数 

Gf 
2.0 

地表面粗度区分Ⅰにおける最大の値と

して保守的に設定 

建設省告示第

1454 号 

建築物の高さ 

H(m) 
2.5 

取水槽天端（EL 8.8m）からの水密扉

天端（EL 11.3m）の高さ 
－ 

地表面の粗度区分 

による係数α 0.10 

第一第 2 項の表に示す地表面粗度区分

Ⅰにおける地表面の粗度区分による係

数 

建設省告示第

1454 号 

地表面の粗度区分 

による係数 

Zb 

5 

第一第 2 項の表に示す地表面粗度区分

Ⅰにおける地表面の粗度区分による係

数 

建設省告示第

1454 号 

地表面の粗度区分 

による係数 

ZG 

250 

第一第 2 項の表に示す地表面粗度区分

Ⅰにおける地表面の粗度区分による係

数 

建設省告示第

1454 号 

平均風速の高さ方向 

の分布を表す係数 

Er 

1.150 計算値 － 

速度圧の高さ方向の 

分布を表す係数 

E 

2.645 計算値 － 

速度圧 

q(kN/m2) 
1.428 計算値 － 

風力係数 

Cf 
1.2 図 1.5.2－1 参照 

建築物の構造規

定 

 

 

  

28
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図 1.5.2－1 建築物の構造規定 ―建築基準法施行令第３章の解説と運用―， 

（日本建築センター，1997 年版）に示される風力係数 
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1.5－28 

表 1.5.2－5 津波監視カメラの風荷重設定における入力値について 

入力項目 入力値 根拠 出典 

設計基準風速 

V0(m/s) 
   

ガスト影響係数 

Gf 

 
  

建築物の高さ 

H(m) 
   

地表面の粗度区分 

による係数α 
   

地表面の粗度区分 

による係数 

Zb 

   

地表面の粗度区分 

による係数 

ZG 

   

平均風速の高さ方向 

の分布を表す係数 

Er 

   

速度圧の高さ方向の 

分布を表す係数 

E 

   

速度圧 

q(kN/m2) 
   

風力係数 

Cf 
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1.5.3 積雪荷重 

積雪荷重は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損傷の

防止に関する基本方針」に基づき，発電所の最寄りの気象官署である松江地方気象

台で観測された月最深積雪の最大値である 100cm に平均的な積雪荷重を与えるた

めの係数 0.35 を考慮した値を設定する。なお，津波による荷重と積雪荷重につい

ては，積雪荷重の継続時間が長いため組合せを考慮し，施設の形状，配置により適

切に組み合わせる。組み合わせる積雪荷重としては，島根原子力発電所は多雪区域

ではないため，建築基準法には他の荷重との組合せは定められていない。ただし，

発電用原子炉施設の重要性を鑑み，建築基準法の多雪区域における地震荷重と積雪

荷重の組合せの考え方を適用することから，係数 0.35 を考慮する。 

また，建築基準法施行令第 86 条第 2 項により，積雪量 1cm ごとに 20N/m2 の積雪

荷重が作用することを考慮し，表 1.5.3－1 のとおり積雪荷重を算定する。 

 

PS/AS＝0.35×WS×dS 

PS：積雪荷重（N） 

WS：積雪の単位荷重（N/cm/m2） 

dS：設計基準積雪量（cm） 

AS：水平投影面積（m2） 

 

表 1.5.3－1 積雪荷重の入力値 

積雪荷重 

WS 

(N/cm/m2) 

設計基準積雪量 

dS 

(cm) 

単位面積当たりの積雪荷重 

PS/AS 

(N/m2) 

20 100 700 
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1. 概要

本資料は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」に示すと

おり，防波壁（波返重力擁壁）が津波，余震，漂流物の衝突，風及び積雪を考慮した荷重

に対し，施設・地盤の構造健全性を保持すること，十分な支持性能を有する地盤に設置し

ていること及び主要な構造体の境界部に設置する部材が有意な漏えいを生じない変形に

とどまることを確認するものである。 

2.1.6－1
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2. 基本方針

2.1 位置 

防波壁（波返重力擁壁）の範囲を図 2.1－1 に示す。 

図 2.1－1 防波壁（波返重力擁壁）の範囲 

2.1.6－2
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2.2 構造概要 

防波壁（波返重力擁壁）の構造概要図を図 2.2－1 及び図 2.2－2 に，止水目地の概念

図及び配置位置図を図 2.2－3 に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）は，津波高さ（EL 12.6m）に対して余裕を考慮した天端高さ

（EL 15.0m）とする。 

防波壁（波返重力擁壁）は，マンメイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）等を介し

て堅固な地山の岩盤に支持されており，図 2.2－1 に示すとおり波返重力擁壁（岩盤部）

と波返重力擁壁（改良地盤部）に分類される。この内，波返重力擁壁（岩盤部）は，ケ

ーソン設置部と岩盤直接支持部に分類される。 

ケーソン設置部は鉄筋コンクリート造のケーソン及び重力擁壁がＭＭＲを介して岩

盤に支持される構造であり，岩盤直接支持部は重力擁壁が岩盤に直接支持される構造で

ある。波返重力擁壁（改良地盤部）は，ケーソン及び重力擁壁がＭＭＲ及び改良地盤を

介して岩盤に支持される構造である。 

ケーソンは箱型形状であり，箱型内部には格子状に複数隔壁を配置しており，隔壁に

より囲まれた箇所に，中詰コンクリート又は中詰材（銅水砕スラグ及び砂）を充填して

おり，すべての中詰材（銅水砕スラグ及び砂）を高圧噴射攪拌工法により改良する。改

良した中詰材を「中詰材改良体」という。 

また，重力擁壁及び前壁の背面に中詰コンクリートが充填されていないケーソンの前

面には，鉄筋コンクリート造の漂流物対策工を設置し，構造体の境界部には，止水性を

保持するための止水目地を設置する。 

なお，構造概要図にグラウンドアンカを示しているが，その効果を期待せずに強度評

価を行う。 

防波壁に設置する漂流物対策工については，「2.1.8 漂流物対策工に関する補足説

明」で説明する。 

2.1.6－3
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2.3 評価方針 

防波壁（波返重力擁壁）は，Ｓクラス施設である津波防護施設に分類される。 

防波壁（波返重力擁壁）の各部位の役割及び性能目標を表 2.3－1 及び表 2.3－2 に示

す。 

また，防波壁（波返重力擁壁）の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な

施設の強度計算の基本方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」及び「4.2 許容限界」

において設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて実施する。強度

評価では，「3. 強度評価」に示す方法により，「4. ２次元有限要素法」及び「5. ３

次元構造解析」より，防波壁（波返重力擁壁）の評価対象部位の発生応力度，発生ひず

み，すべり安全率及び発生変形量が許容限界を満足することを確認する。 

防波壁（波返重力擁壁）の強度評価においては，その構造を踏まえ，津波及び余震荷

重の作用方向や伝達過程を考慮し，評価対象部位を設定する。強度評価に用いる荷重及

び荷重の組合せは，津波に伴う荷重作用時（以下「津波時」という。）及び津波時荷重

と余震に伴う荷重作用時（以下「重畳時」という。）について行う。 

防波壁（波返重力擁壁）の強度評価は，設計基準対象施設として表 2.3－3 の防波壁

（波返重力擁壁）の評価項目に示すとおり，施設・地盤の健全性評価，基礎地盤の支持

性能評価及び施設の変形性評価を行う。 

施設・地盤の健全性評価，基礎地盤の支持性能評価及び施設の変形性評価を実施する

ことにより，構造強度を有すること及び止水性を損なわないことを確認する。 

防波壁（波返重力擁壁）の強度評価の検討フローを図 2.3－1 に示す。 

  

2.1.6－7
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表 2.3－1(1) 防波壁(波返重力擁壁)の各部位の役割 

部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

施

設

重力擁壁 
・止水目地及び漂流物対策工

を支持する。 

・止水目地及び漂流物対策工

を支持するとともに，遮水

性を保持する。

止水目地 
・重力擁壁間の変形に追従す

る。

・重力擁壁間の変形に追従

し，遮水性を保持する。

ケ－ソン
・重力擁壁を支持するととも

に，遮水性を保持する。

・重力擁壁を支持するととも

に，遮水性を保持する。

放水路 

ケーソン

頂版 

底版 

側壁 

・重力擁壁を支持するととも

に，遮水性を保持する。

・重力擁壁を支持するととも

に，遮水性を保持する。

隔壁 ・重力擁壁を支持する。 ・重力擁壁を支持する。

Ｈ形鋼 ・重力擁壁を支持する。 ・重力擁壁を支持する。

漂流物対策工＊ 

（鉄筋コンクリー

ト版）

・役割に期待しない（防波壁

の解析モデルに重量として

考慮し，防波壁（波返重力

擁壁）への影響を考慮す

る）。

・漂流物衝突荷重を分散して

防波壁（波返重力擁壁）に伝

達する。

・漂流物衝突荷重による防波

壁（波返重力擁壁）の局所的

な損傷を防止する。

地

盤

ＭＭＲ 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支

持する。

・基礎地盤のすべり安定性に

寄与する。

・ケ－ソン及び重力擁壁を支

持する。

・難透水性を保持する。

改良地盤⑥ 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支

持する。

・基礎地盤のすべり安定性に

寄与する。

・ケ－ソン及び重力擁壁を支

持する。

・難透水性を保持する。

岩盤 

・ケ－ソン及び重力擁壁を支

持する。

・基礎地盤のすべり安定性に

寄与する。

・ケ－ソン及び重力擁壁を支

持する。

注記＊：漂流物対策工は「2.1.8 漂流物対策工に関する補足説明」で説明する。 
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表 2.3－1(2) 防波壁(波返重力擁壁)の各部位の役割 

部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

地
盤

埋戻土， 

砂礫層 

・役割に期待しない（解析モ

デルに取り込み，防波壁へ

の相互作用を考慮する）。

・津波荷重に対して地盤反力

として寄与する。

消波ブロック ・役割に期待しない。 ・役割に期待しない。
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表 2.3－2(1) 防波壁(波返重力擁壁)の各部位の性能目標 

部位 

性能目標 

鉛直支持 
すべり安

定性 
耐震性 

耐津波性 

（透水性，難透水性） 

施

設

重力擁壁 

－ － 

構造部材の健全性を保持

するために，重力擁壁が

おおむね弾性状態にとど

まること。 

止水目地の支持機能を喪失

して重力擁壁間から有意な

漏えいを生じないために，重

力擁壁がおおむね弾性状態

にとどまること。 

止水目地 

重力擁壁間から有意な漏

えいを生じないために，

止水目地の変形性能を保

持すること。 

重力擁壁間から有意な漏え

いを生じないために，止水目

地の変形・遮水性能を保持す

ること。 

ケ－ソン 

構造部材の健全性を

保持するために，ケ

－ソンがおおむね弾

性状態にとどまるこ

と。 

構造部材の健全性を保

持し，有意な漏えいを

生じないために，ケ－

ソンがおおむね弾性状

態にとどまること。 

放
水
路
ケ
ー
ソ
ン 

頂版 

底版 

側壁 

構造部材の健全性を

保持するために，ケ

－ソンがおおむね弾

性状態にとどまるこ

と。 

構造部材の健全性を保

持し，有意な漏えいを

生じないために，ケ－

ソンがおおむね弾性状

態にとどまること。 

隔壁 
構造強度を有するこ

と。 

構造強 度を 有す るこ

と。 

Ｈ形鋼 

構造部材の健全性を保持

するために，Ｈ形鋼がお

おむね弾性状態にとどま

ること。 

構造部材の健全性を保持す

るために，Ｈ形鋼がおおむね

弾性状態にとどまること。 

2.1.6－10
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表 2.3－2(2) 防波壁(波返重力擁壁)の各部位の性能目標 

部位 

性能目標 

鉛直支持 
すべり 

安定性 
耐震性 

耐津波性 

（透水性，難透水性） 

施

設

漂流物対策工＊ 

（鉄筋コンク

リート版） 

－ － 

防波壁（波返重力擁壁）から

分離しないために，漂流物対

策工がおおむね弾性状態にと

どまること。 

漂流物衝突荷重を分散し

て，防波壁（波返重力擁

壁）に伝達するために，

鉄筋コンクリート版がせ

ん断破壊しないこと。 

地

盤

ＭＭＲ ケ－ソン及

び重力擁壁

を鉛直支持

するため，

十分な支持

力を保持す

ること。 

基礎地盤

のすべり

安定性を

確保する

ため，十分

なすべり

安全性を

保持する

こと。 

－ 

地盤中からの回り込みに

よる流入を防止（難透水

性を保持）するため，Ｍ

ＭＲ及び改良地盤⑥が破

壊しないこと。（内的安

定を保持） 

改良地盤⑥ 

岩盤 － 

注記＊：漂流物対策工は「2.1.8 漂流物対策工に関する補足説明」で説明する。 

2.1.6－11
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表 2.3－3(1) 防波壁(波返重力擁壁)の評価項目 

評価

方針 
評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構
造
強
度
を
有
す
る
こ
と 

施設・地

盤の健全

性 

重力擁壁 
発生する応力度（曲げ・軸力及びせん断力）が許

容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

ケ－ソン 
発生する応力度（曲げ・軸力及びせん断力）が許

容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

放水路 

ケーソン 

頂版 

底版 

側壁 

発生する応力度（曲げ・軸力及びせん断力）が許

容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

材料強度 

隔壁 
発生する応力度（曲げ・軸力及びせん断力）が許

容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

材料強度 

Ｈ形鋼 
発生する応力度（せん断力）が許容限界以下であ

ることを確認 

短期許容応力度 

ＭＭＲ 
すべり破壊しないこと（内的安定を保持）を確認 すべり安全率 

1.2以上 

改良地盤⑥ 
すべり破壊しないこと（内的安定を保持）を確認 すべり安全率 

1.2以上 

漂流物対策工＊1 

（鉄筋コンクリー

ト版） 

発生する応力（アンカーボルトの引張力及びせん

断力）が許容限界以下であることを確認 
短期許容応力度 

基礎地盤

の支持性

能 

基礎地盤 

発生する応力度（接地圧）が許容限界以下である

ことを確認 

極限支持力度＊2

支圧強度 

注記＊1：漂流物対策工は「2.1.8 漂流物対策工に関する補足説明」で説明する。 

  ＊2：妥当な安全余裕を考慮する。 

2.1.6－12
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表 2.3－3(2) 防波壁(波返重力擁壁)の評価項目 

評価

方針 
評価項目 部位 評価方法 許容限界 

止
水
性
を
損
な
わ
な
い
こ
と 

施設・地盤

の健全性 

重力擁壁 
発生する応力度（曲げ・軸力及びせん断力）が

許容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

ケ－ソン 
発生する応力度（曲げ・軸力及びせん断力）が

許容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

放水路 

ケーソン 

頂版 

底版 

側壁 

発生する応力度（曲げ・軸力及びせん断力）が

許容限界以下であることを確認 

短期許容応力度 

材料強度 

Ｈ形鋼 
発生する応力度（せん断力）が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

ＭＭＲ 
すべり破壊しないこと（内的安定を保持）を確

認 

すべり安全率 

1.2以上 

改良地盤⑥ 
すべり破壊しないこと（内的安定を保持）を確

認 

すべり安全率 

1.2以上 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する応力度（接地圧）が許容限界以下であ

ることを確認 

極限支持力度＊ 

支圧強度 

施設の 

変形性 
止水目地 

発生変形量が許容限界以下であることを確認 有意な漏えいが生

じないことを確認

した変形量 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。また，項目ごとに適用する規格・基準等を表 2.4

－1 に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編](土木学会，2002 年制定）

・耐津波設計に係る工認審査ガイド（平成 25 年 6 月 19 日，原管地発第 1306196 号） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（（社）日本道路協会，平成 14

年 3 月）

・防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局 平成 27 年 12 月）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 (日本電気協会）

・松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日，松江市規則第 234 号）

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）日本港湾協会，H19 年版））

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センタ－，平成 19 年 3 月）

・コンクリ－ト標準示方書[設計編]（土木学会，2012 年制定）

・コンクリート標準示方書[設計編]（土木学会，2017 年制定）
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48



 

表 2.4－1(1) 適用する規格・基準類 

項目 適用する規格・基準類 備考 

使用材料 

及び材料定数 

コンクリート標準示方書 [構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･同

解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

－ 

荷重及び荷重の 

組合せ 

コンクリート標準示方書 [構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月

31 日，松江市規則第 234 号） 

永久荷重＋偶発荷重＋従

たる変動荷重の適切な組

合せを検討 

許容

限界 

重力擁壁 
コンクリート標準示方書 [構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

曲げ・軸力照査及びせん

断力照査は，発生応力度

が，短期許容応力度以下

であることを確認 

ケーソン

コンクリート標準示方書 [構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４

６０１-1987(日本電気協会）

曲げ・軸力照査及びせん

断力照査は，発生応力度

が，許容応力度以下であ

ることを確認 

放水路 

ケーソン

コンクリート標準示方書 [構造性能照査

編](土木学会，2002 年制定） 

原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４

６０１-1987(日本電気協会）

コンクリ－ト標準示方書[設計編]（土木学

会，2012 年制定） 

コンクリート標準示方書[設計編]（土木学

会，2017 年制定） 

曲げ・軸力照査及びせん

断力照査は，発生応力度

が，許容応力度又は材料

強度以下であること又は

発生ひずみが許容ひずみ

以下であることを確認。

引張力照査は，材料強度

以下であることを確認 

Ｈ形鋼 
道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･同

解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

せん断力照査は，発生応

力度が，短期許容応力度

以下であることを確認 

ＭＭＲ 
耐津波設計に係る工認審査ガイド（平成 25

年 6 月 19 日，原管地発第 1306196 号） 

すべり安全率が 1.2 以上

であることを確認 
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表 2.4－1(2) 適用する規格・基準類 

項目 適用する規格・基準類 備考 

許容

限界 

改良地盤 

⑥ 

耐津波設計に係る工認審査ガイド（平成 25 年 6

月 19 日，原管地発第 1306196 号） 

すべり安全率が 1.2以

上であることを確認 

基礎地盤 

道路橋示方書（I 共通編・Ⅳ下部構造編）･同解

説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

コンクリート標準示方書[構造性能照査編](土

木学会，2002 年制定） 

支持力照査は，接地圧

が極限支持力度又は，

支圧強度以下である

ことを確認 

地震応答解析 

原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６

０１-1987(日本電気協会）

有限要素法による２

次元モデルを用いた

時刻歴非線形解析 

港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）日

本港湾協会，H19 年版） 

港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センタ

ー，平成 19 年 3 月） 

ジョイント要素の物

性値の設定 
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3. 強度評価

3.1 記号の定義 

強度評価に用いる記号を表 3.1－1 に示す。 

表 3.1－1(1) 強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｇ kN 固定荷重 

Ｐ kN/m 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 

Ｐt kN/m2 遡上津波荷重 

ＫSd － 余震荷重 

Ｐc kN/m 衝突荷重 

Ｐk kN/m2 風荷重 

Ｐs kN/m2 積雪荷重 

γｗ kN/m3 海水の単位体積重量 

ρ ton/m3 海水の密度 

σca N/mm2 コンクリートの許容曲げ圧縮応力度

τa1 N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度(面外)

σsa N/mm2 鉄筋の許容曲げ引張応力度 

τ1 N/mm2 コンクリートの許容せん断応力度(面内)

ftk N/mm2 コンクリートの引張強度

τHa N/mm2 Ｈ形鋼の許容せん断応力度 

δx mm 止水目地の x 方向の変位 

δy mm 止水目地の y 方向の変位 

δz mm 止水目地の z 方向の変位 

δx(T) mm 止水目地の x 方向の最大相対変位 

δy(T) mm 止水目地の y 方向の最大相対変位 

δz(T) mm 止水目地のｚ方向の最大相対変位 

P N/mm2 最大接地圧 

Pu N/mm2 極限支持力度又は支圧強度 
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表 3.1－1(2) 強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

M kN・m コンクリートに発生する曲げモーメント

N kN コンクリートに発生する軸力

Q kN コンクリートに発生するせん断応力

QH kN Ｈ形鋼に発生するせん断応力 

σc N/mm2 コンクリートに発生する曲げ圧縮応力度

σs N/mm2 鉄筋又はコンクリートに発生する曲げ引張応力度 

τc N/mm2 コンクリートに発生するせん断応力度

τH N/mm2 Ｈ形鋼に発生するせん断応力度 
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3.2 評価対象断面及び部位 

3.2.1 評価対象断面 

防波壁（波返重力擁壁）の評価対象断面は，設置変更許可段階における構造成

立性評価断面として選定した断面を基本としたうえで，「1.8 浸水防護施設の設

計における評価対象断面の選定について」で記載したとおり，強度評価において

は，構造的特徴，周辺地盤状況，地下水位，隣接構造物の有無及び間接支持され

る機器・配管系の有無が強度評価結果に及ぼす影響の観点から，強度評価上厳し

いと考えられる断面を評価対象断面として選定する。 

評価対象断面選定結果を表 3.2.1－1に，評価対象断面位置図を図 3.2.1－1に，

縦断面図を図 3.2.1－2 に，防波壁（波返重力擁壁）の各区分における横断面図を

図 3.2.1－3～図 3.2.1－8 に示す。また，評価対象断面における構造図を図 3.2.1

－9 に，概略配筋図を図 3.2.1－10 に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）のうちケーソンについては，位置によってケーソンの

構造が異なり，また重力擁壁については，既設の重力擁壁を巻き立てるように嵩

上げした区間と，新たに重力擁壁を構築した区間がある。重力擁壁及びケーソン

の構造種別を図 3.2.1－11 に示す。 

なお，防波壁（波返重力擁壁）のケーソンは，耐震・耐津波安全性を向上させ

るためにすべての中詰材を改良している。（「2.1.5 防波壁（波返重力擁壁）の

耐震性についての計算書に関する補足説明」の「参考資料 3」参照） 

評価対象断面選定の詳細については，「1.8 浸水防護施設の設計における評価

対象断面の選定について」の「1.8.2 防波壁」に示す。 

表 3.2.1－1 より評価対象断面を②－②断面，③－③断面，④－④断面，⑤－⑤

断面とするが，⑤－⑤断面は防波壁（波返重力擁壁）前面の敷地高さ（EL 7.5m）

が重畳時における津波水位（EL 4.9m）より高いため，重畳時の評価を実施しない。 

止水目地の変位について，法線方向の変位は余震荷重のみにより生じるが，余

震荷重は地震荷重に包絡されることから，保守的に地震時において変位が最大と

なる④－④断面に直交する縦断方向の断面である⑦－⑦断面を変形性評価の評価

対象断面に選定した。 

漂流物衝突荷重については，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度

計算の基本方針」の「4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界」及び「1.5 浸水

防護施設の評価における漂流物衝突荷重，風荷重及び積雪荷重の設定」に基づき，

「局所的な漂流物衝突荷重」より保守的である「施設全体に作用する津波漂流物

による衝突荷重」を設定することから「局所的な漂流物衝突荷重」については評

価対象断面の選定における観点に考慮しない。 

「施設全体に作用する津波漂流物による衝突荷重」については，防波壁（波返

重力擁壁）の施設延長約 7～17m の範囲においては 390～450kN/m（表 3.3.1－2 参
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図 3.2.1－3 横断面図（①－①断面） 

図 3.2.1－4 横断面図（②－②断面） 
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図 3.2.1－5 横断面図（③－③断面） 

図 3.2.1－6 断面面図（④－④断面） 

2.1.6－25

58



59



（単位：mm） 

図 3.2.1－9(1) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（正面図）（ケーソン設置部） 

（単位：mm） 

図 3.2.1－9(2) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（正面図）（岩盤直接支持部） 
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（単位：mm） 

図 3.2.1－9(3) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（断面図）（②－②断面） 

2.1.6－28

61



（
単

位
：

m
m
）

 

図
3
.
2
.
1
－

9
(
4
)
 

防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
の

ケ
ー

ソ
ン

構
造

図
（

断
面

図
）

 

2.1.6－29

62



（単位：mm） 

図 3.2.1－9(5) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（断面図）（③－③断面） 
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（単位：mm） 

図 3.2.1－9(7) 防波壁（波返重力擁壁）の構造図（断面図）（④－④断面） 
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（単位：mm） 

図 3.2.1－10(1) 防波壁（波返重力擁壁）の重力擁壁及びケーソンの概略配筋図 

（②－②断面）
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（単位：mm） 

図 3.2.1－10(2) 防波壁（波返重力擁壁）の重力擁壁の概略配筋図（③－③断面） 

（単位：mm） 

図 3.2.1－10(3) 防波壁（波返重力擁壁）の放水路ケーソンの概略配筋図（③－③断面） 
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（単位：mm） 

図 3.2.1－10(4) 防波壁（波返重力擁壁）の重力擁壁及びケーソンの概略配筋図 

（④－④断面）
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（単位：mm） 

図 3.2.1－10(5) 防波壁（波返重力擁壁）の重力擁壁の概略配筋図（⑤－⑤断面） 
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3.2.2 評価対象部位 

評価対象部位は，防波壁（波返重力擁壁）の構造的特徴や周辺状況の特徴を踏

まえて設定する。 

 

(1) 施設・地盤の健全性評価 

２次元有限要素法による施設・地盤の健全性評価に係る評価対象部位は，重力

擁壁，Ｈ形鋼，ＭＭＲ及び改良地盤⑥とする。 

３次元構造解析による施設の健全性評価に係る評価対象部位は，ケーソンの各

部材とする。 

 

(2) 施設の変形性評価 

２次元有限要素法による施設の変形性評価に係る評価対象部位は，構造物間に

設置する止水目地とする。 

 

(3) 基礎地盤の支持性能評価 

２次元有限要素法による基礎地盤の支持性能評価に係る評価対象部位は，防波

壁（波返重力擁壁）を支持する基礎地盤（ＭＭＲ，改良地盤⑥及び岩盤）とする。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度計算に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な

施設の強度計算の基本方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している荷重

及び荷重の組合せを踏まえて設定する。 

3.3.1 荷重 

強度評価には，以下の荷重を用いる。 

(1) 常時作用する荷重（Ｇ，Ｐ）

常時作用する荷重は，持続的に生じる荷重であり，固定荷重及び積載荷重とす

る。 

(2) 遡上津波荷重（Ｐｔ）

津波時においては，「日本海東縁部に想定される地震による津波（津波水位 EL

12.6m）」を，重畳時においては，「海域活断層から想定される地震による津波（津

波水位 EL 4.9m）」を遡上津波荷重として考慮する。なお，評価対象断面のうち

⑤－⑤断面は，防波壁（波返重力擁壁）が設置される敷地高さ（EL 7.5m）が重畳

時における津波水位（EL 4.9m）より高い位置に設置されるため，重畳時の評価を

実施しない。 

遡上津波荷重については，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計

算の基本方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」に基づき，敷地高以上では朝倉

式により，重力擁壁前面における津波水位と重力擁壁前面の地盤標高の差分の

1/2 倍を設計用浸水深とし，設計用浸水深の３倍の静水圧を考慮して算定する。

なお，「1.6 津波波圧の算定に用いた規格・基準類の適用性」のとおり，水理模

型実験，断面２次元津波シミュレーション及び３次元津波シミュレーションによ

り津波波圧を算定し，朝倉式により算定した津波波圧がこれらを包絡することを

確認している。 

敷地高以深では谷本式により，ケーソン前面における津波水位を考慮し，津波

水位と静水面の標高の 1/2 倍を入射津波高さと定義し，静水面上の波圧作用高さ

は入射津波高さの３倍，静水面における波圧は入射津波高さに相当する静水圧の

2.2 倍を考慮して算定する。津波時及び重畳時の遡上津波荷重を表 3.3.1－1 に示

す。 
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表 3.3.1－1 遡上津波荷重 

（②－②断面及び③－③断面，津波時，敷地高以上）

防波壁 

天端高 

（EL(m)） 

津波水位 

（EL(m)） 

防波壁前面の 

地盤高 

（EL(m)） 

設計用 

浸水深 

（m） 

防波壁前面の 

地盤高での波圧 

（kN/m2） 

15.0 12.6 6.5 3.05 92.42 

（④－④断面，津波時，敷地高以上）

防波壁 

天端高 

（EL(m)） 

津波水位 

（EL(m)） 

防波壁前面の 

地盤高 

（EL(m)） 

設計用 

浸水深 

（m） 

防波壁前面の 

地盤高での波圧 

（kN/m2） 

15.0 12.6 8.5 2.05 62.12 

（⑤－⑤断面，津波時，敷地高以上）

防波壁 

天端高 

（EL(m)） 

津波水位 

（EL(m)） 

防波壁前面の 

地盤高 

（EL(m)） 

設計用 

浸水深 

（m） 

防波壁前面の 

地盤高での波圧 

（kN/m2） 

15.0 12.6 7.5 2.55 77.27 

（②－②断面，③－③断面及び④－④断面，津波時，敷地高以深）

防波壁 

天端高 

（EL(m)） 

津波水位 

（EL(m)） 

海水位 

（EL(m)） 

海水位での波圧 

（kN/m2） 

15.0 12.6 0.58 133.54 

（②－②断面，③－③断面及び④－④断面，重畳時）

防波壁 

天端高 

（EL(m)） 

津波水位 

（EL(m)） 

海水位 

（EL(m)） 

海水位での波圧 

（kN/m2） 

15.0 4.9 0.58 48.00 
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(3) 余震荷重（Ｋsd）

②－②断面，③－③断面及び④－④断面は，余震荷重として弾性設計用地震動

Ｓｄ－Ｄによる地震力を考慮する。 

(4) 衝突荷重（Ｐc）

衝突荷重は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」

の「4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界」及び「1.5 浸水防護施設の評価

における漂流物衝突荷重，風荷重及び積雪荷重の設定」に基づき，施設全体に作

用する津波漂流物による衝突荷重を設定する。表 3.3.1－2 に示す評価対象構造物

に対する設計用衝突荷重より，図 3.3.1－1 のとおり評価対象断面の施設延長に応

じて線形補間した衝突荷重を設定する。 

表 3.3.1－2 評価対象構造物に対する設計用衝突荷重 

（「NS2-補-018-02 津波への配慮に関する説明書に係る補足説明資料 

4.5 漂流物による衝突荷重」参照） 

評価対象構造物の延長 ｍ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

衝突解析から算定される衝突荷重 kN 1,107 2,159 2,654 3,049 3,072 3,078 3,085 3,448 3,859 4,271 4,631 5,082

衝突解析から算定される衝突荷重を
評価対象構造物の延長で除した値

kN/m 1,107 1,080 885 762 614 513 441 431 429 427 421 424

1,200 1,100 890 770 620 520 450 440 430 430 430 430
(1,200) (2,200) (2,670) (3,080) (3,100) (3,120) (3,150) (3,520) (3,870) (4,300) (4,730) (5,160)

評価対象構造物の延長 ｍ 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

衝突解析から算定される衝突荷重 kN 5,529 5,816 6,263 6,544 6,776 6,921 7,013 7,045 7,263 7,355 7,387 7,395

衝突解析から算定される衝突荷重を
評価対象構造物の延長で除した値

kN/m 425 415 418 409 399 385 369 352 346 334 321 308

430 420 420 410 400 390 370 360 350 340 330 310
(5,590) (5,880) (6,300) (6,560) (6,800) (7,020) (7,030) (7,200) (7,350) (7,480) (7,590) (7,440)

設計用平均衝突荷重
（設計用平均衝突荷重×評価対象
 構造物の延長）

設計用平均衝突荷重
（設計用平均衝突荷重×評価対象
 構造物の延長）

kN/m
（kN）

kN/m
（kN）
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図 3.3.1－1 施設全体に作用する衝突荷重の載荷方法 
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(5) 風荷重（Ｐk）

風荷重については，平成 12 年 5 月 31 日建設省告示第１４５４号に定められた

松江市の設計基準風速 30m/s を使用する。浸水防護施設が設置される状況に応じ

て，建築基準法及び建設省告示第１４５４号に基づき，ガスト影響係数等を適切

に設定して算出する。 

(6) 積雪荷重（Ｐs）

積雪荷重は，発電所に最も近い気象官署である松江地方気象台（松江市）での

観測記録（1941～2018 年）より，観測史上１位の月最深積雪 100cm（1971 年 2 月

4 日）に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮した値を基本とし，積

雪量１cm ごとに 20N/㎡の積雪荷重が作用することを考慮し，各施設の積雪面積を

乗じて設定する。 
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3.4 許容限界 

許容限界は，「3.2 評価対象断面及び部位」にて設定した評価対象部位の応力や

変形の状態を考慮し，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方

針」にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

3.4.1 重力擁壁 

重力擁壁の許容限界は，「コンクリート標準示方書[構造性能照査編](土木学会，

2002 年制定）」（以下「コンクリート標準示方書(2002）」という。）に基づき，

表 3.4.1－1 に示す短期許容応力度とする。 

表 3.4.1－1 重力擁壁の許容限界 

種別 
許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊1 

（N/mm2） 

コンクリート

（f’ck=24N/mm2） 

許容曲げ圧縮応力度σca 9.0 13.5 

許容せん断応力度τa1
＊2 0.45 0.67 

コンクリート 許容せん断応力度τa1
＊3 0.43＊4 0.64 

鉄筋（SD345） 許容曲げ引張応力度σsa 196 294 

注記＊1：短期許容応力度は，「コンクリート標準示方書（2002）」より許容応 

力度に対して 1.5 倍の割増を考慮する。 

＊2：④－④断面及び⑤－⑤断面の評価に用いる。 

＊3：設計基準強度の異なるコンクリートが重力擁壁に混在している②－② 

断面及び③－③断面の評価に用いる。 

＊4：設計基準強度 21N/mm2 及び 24N/mm2 の各々の許容せん断応力度を用い， 

評価断面の面積按分により算定 
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3.4.2 ケーソン 

(1) ②－②断面及び④－④断面

ケーソンの曲げ軸力系の破壊及びせん断破壊（面外）に対する許容限界は「コ

ンクリート標準示方書（2002）」に基づき，表 3.4.2－1 に示す許容応力度とする。

せん断破壊（面内）に対する許容限界は，図 3.4.2－1 に示す「原子力発電所耐

震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987(日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６

０１-1987」という。）に規定されているスケルトンカーブの第１折点の許容せん

断応力度（面内）を許容限界とし，（式１）に基づき設定する。 

表 3.4.2－1 曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊（面外）に対する許容限界 

種別 
許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

コンクリート

（f’ck=24N/mm2） 

許容曲げ圧縮応力度σca 9.0 13.5 

許容せん断応力度τa1 0.45 0.67 

鉄筋（SD345） 許容曲げ引張応力度σsa 196 294 

注記＊：短期許容応力度は，「コンクリート標準示方書（2002）」より許容 

応力度に対して 1.5 倍の割増を考慮する。 
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(2) ③－③断面

放水路ケーソンの曲げ軸力系の破壊及びせん断破壊（面外）に対する許容限界

は，Ｈ形鋼を部材内に有する構造であるが，保守的に無筋コンクリートとみなし，

「コンクリート標準示方書（2002）」に基づき，表 3.4.2－2 及び表 3.4.2－3 に

示す応力度及び強度とする。せん断破壊（面内）に対する許容限界は，図 3.4.2

－1 に示す「ＪＥＡＧ４６０１-1987」に規定されているスケルトンカーブの第１

折点の許容せん断応力度（面内）を設定する。 

表 3.4.2－2 放水路ケーソンの許容限界（圧縮応力度及びせん断応力度） 

種別 
許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

コンクリート

（f’ck=24N/mm2） 

許容曲げ圧縮応力度σca 9.0 13.5 

許容せん断応力度（面外）τ a1 0.45 0.67 

注記＊：短期許容応力度は，「コンクリート標準示方書（2002）」より許容 

応力度に対して 1.5 倍の割増を考慮する。 

表 3.4.2－3 放水路ケーソンの許容限界（引張強度） 

種別 （引張）材料強度（N/mm2） 

コンクリート

（f’ck=24N/mm2） 
引張強度 ftk

＊ 1.91 

注記＊：「コンクリート標準示方書（2002）」よりコンクリートの 

設計基準強度 f’ck を用いて，算定式 0.23f’ck2/3 により算定 
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3.4.3 Ｈ形鋼 

Ｈ形鋼の許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（日

本道路協会，平成 14 年 3 月）」（以下「道路橋示方書(平成 14 年）」という。）

に基づき，表 3.4.3－1 に示す短期許容応力度とする。 

表 3.4.3－1 Ｈ形鋼の許容限界 

種別 
許容応力度 

（N/mm2） 

短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

Ｈ形鋼 

(SM490) 
許容せん断応力度τHa 105 157 

注記＊：短期許容応力度は，「コンクリート標準示方書（2002）」より許容 

応力度に対して 1.5 倍の割増を考慮する。 

3.4.4 ＭＭＲ 

ＭＭＲの許容限界は，「耐津波設計に係る工認審査ガイド（平成 25 年 6 月 19

日，原管地発第 1306196 号）」を準拠し，すべり安全率とする。表 3.4.4－1 にＭ

ＭＲの許容限界を示す。 

表 3.4.4－1 ＭＭＲの許容限界 

評価項目 許容限界 

すべり安全率 1.2 以上 

3.4.5 改良地盤⑥ 

改良地盤⑥の許容限界は，「耐津波設計に係る工認審査ガイド（平成 25 年 6

月 19 日，原管地発第 1306196 号）」を準拠し，すべり安全率とする。表 3.4.5－

1 に改良地盤⑥の許容限界を示す。 

表 3.4.5－1 改良地盤⑥の許容限界 

評価項目 許容限界 

すべり安全率 1.2 以上 
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3.4.6 止水目地 

止水目地（シートジョイント）の許容限界は，メーカ規格，漏水試験及び変形

試験より，有意な漏えいが生じないことを確認した変形量とする。評価対象断面

である④－④断面及び⑦－⑦断面位置における止水目地の変形量に対する許容限

界を表 3.4.6－1 に示す。 

表 3.4.6－1 止水目地（シートジョイント）の許容限界 

評価項目 許容限界（mm） 

変形量 1936 

3.4.7 基礎地盤 

基礎地盤のうち岩盤及び改良地盤⑥に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ

-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，岩盤は支持力試験，改良地

盤⑥は一軸圧縮試験により設定する。 

ＭＭＲに発生する接地圧に対する許容限界は，「コンクリート標準示方書（2002）」

に基づく，コンクリートの支圧強度とする。 

基礎地盤の許容限界を表 3.4.7－1 に示す。 

表 3.4.7－1 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 
岩盤 

CH 級 
9.8 

CM 級 

改良地盤⑥ 3.0 

支圧強度 ＭＭＲ 24.0 
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4. ２次元有限要素法

4.1 評価方法 

防波壁（波返重力擁壁）の強度評価は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の

強度計算の基本方針」の「5. 強度評価方法」に基づき設定する。 

4.1.1 津波時 

(1) 解析方法

津波時に発生する応力値は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」に基づく荷重を作

用させて２次元有限要素法により算定する。なお，衝突荷重は入力津波水位 EL 

11.9m に余裕を考慮した津波水位 EL 12.6m に作用させる。 

２次元静的有限要素法のうち有効応力解析に用いる解析コードは「ＦＬＩＰ」を

使用し，全応力解析では，「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。解析コードの検証及び妥当

性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

a. 応力解析手法

防波壁（波返重力擁壁）の津波時の解析は，地盤と構造物の相互作用を考慮で

きる連成系の解析を用いる。応力解析手法の選定フローを図 4.1.1－1 に示す。 

図 4.1.1－1 応力解析手法の選定フロー 
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b. 施設

重力擁壁は，平面ひずみ要素でモデル化する。なお，重力擁壁とケーソンについ

ては，「2.1.5 防波壁（波返重力擁壁）の耐震性についての計算書に関する補足説

明」の「参考資料６」で一体性を確認していることから，一体としてモデル化する。 

ケーソンは，構造部材を平面ひずみ要素でモデル化し，等価な剛性を有する２次

元等価剛性モデルとする。 

機器・配管荷重は解析モデルに付加質量として与えることで考慮する。 

漂流物対策工は重力擁壁，④－④断面については重力擁壁に加えケーソンに固定

して設置することから，漂流物対策工設置位置に漂流物対策工の重量を考慮する。 

c. 材料物性及び地盤物性のばらつき

以下の理由から，地盤物性のばらつきによる耐津波評価に対する照査値に与え

る影響が軽微であるため，地盤物性のばらつきは考慮しない。 

・「2.1.5 防波壁（波返重力擁壁）の耐震性についての計算書に関する補足

説明」において，埋戻土の物性（初期せん断弾性係数）のばらつきの影響

を考慮した耐震評価を実施した結果，照査値への影響が軽微であることを

確認している。 

・「2.1.5 防波壁（波返重力擁壁）の耐震性についての計算書に関する補足

説明」に示す耐震評価結果と耐津波評価結果を比較すると，耐震評価にお

ける照査値は耐津波評価の照査値をおおむね上回っている。また，耐津波

評価の照査値は，十分な裕度を有している。（耐津波評価結果は「4.3 評

価結果」参照） 

津波時解析における解析ケースの地盤物性を表 4.1.1－1 に示す。 

表 4.1.1－1 津波時解析における解析ケースの地盤物性 

解析ケース 

地盤物性 

埋戻土 

(Ｇ0：初期せん断弾性係数) 

岩盤 

（Ｇd：動せん断弾性係数） 

ケース①

（基本ケース） 
平均値 平均値 
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d. 応答解析の解析ケースの選定

津波時においては，「3.3.1 荷重」の遡上津波荷重に対し実施する。

津波時評価における応答解析の解析ケースを表 4.1.1－2 に示す。

表 4.1.1－2 津波時評価における応答解析の解析ケース 

解析ケース 
ケース①

基本ケース 

地盤物性 平均値 
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(2) 解析モデル及び諸元

防波壁（波返重力擁壁）の解析モデルを図 4.1.1－2，図 4.1.1－4，図 4.1.1－6，

図 4.1.1－8 及び図 4.1.1－10 に，地質断面図を図 4.1.1－3，図 4.1.1－5，図 4.1.1

－7 及び図 4.1.1－9 に示す。 

なお，③－③断面の解析モデル範囲において，３号機放水接合槽は耐震性を説明

しない構造物であるため，保守的に埋戻土としてモデル化する。また，放水路は耐

震性を説明しない構造物であるためモデル化せず，放水路の影響については，

「2.1.9 防波壁の設計・施工に関する補足説明」において説明する。⑤－⑤断面

の解析モデル範囲において，隣接するサイトバンカ建物は，地表面付近の岩盤上に

設置され，防波壁（波返重力擁壁）へ与える応答の影響は小さいことから隣接構造

物としてモデル化しない。 
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図 4.1.1－2 地震応答解析モデル（②－②断面） 

図 4.1.1－3 地質断面図（②－②断面） 
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図 4.1.1－4 地震応答解析モデル（③－③断面） 

図 4.1.1－5 地質断面図（③－③断面） 
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図 4.1.1－6 地震応答解析モデル（④－④断面） 

図 4.1.1－7 地質断面図（④－④断面） 
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図 4.1.1－10 地震応答解析モデル（⑦－⑦断面） 
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a. 解析領域

２次元解析モデルは，「2.1.5 防波壁（波返重力擁壁）の耐震性についての計

算書に関する補足説明」で使用した解析モデルのうち，検討対象構造物とその周

辺地盤をモデル化した不整形地盤で構成される。 

b. 境界条件

(a) 常時応力解析時

常時応力解析は，地盤や構造物の自重及び風荷重等の静的な荷重を載荷する

ことによる常時応力を算定するために行う。そこで，常時応力解析時の境界条

件は底面固定とし，側方は自重等による地盤の鉛直方向の変形を拘束しないよ

う鉛直ローラーとする。境界条件の概念図を図 4.1.1－11 に示す。 

図 4.1.1－11 常時応力解析における境界条件の概念図 
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(b) 応答解析時

津波時の２次元有限要素法は，津波荷重の静的な荷重を載荷することによる

応力を算定するために行う。図 4.1.1－12 のとおり，津波時の２次元有限要素

法における境界条件は底面固定及び水平固定とする。 

図 4.1.1－12 津波時における境界条件の概念図 

固定

固
定

固
定

構造物基礎幅Bの
２倍以上

構造物基礎幅B

構造物

構造物基礎幅Bの５倍以上

FEMモデル
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c. 構造物のモデル化

(a) 重力擁壁

重力擁壁は，線形の平面ひずみ要素でモデル化する。なお，重力擁壁とケ

ーソンについては，「2.1.5 防波壁（波返重力擁壁）の耐震性についての計

算書に関する補足説明」の「参考資料６」で一体性を確認していることか

ら，一体としてモデル化する。 

(b) ケーソン

防波壁（波返重力擁壁）のケーソンは，線形の平面ひずみ要素でモデル化す

る。ただし，ケーソンは側壁及び隔壁を有する箱型形状であることから，地震

応答解析モデルの平面ひずみ要素の設定については，３次元構造解析により側

壁及び隔壁の影響を考慮した等価な剛性となるように調整して設定を行う。ケ

ーソンの等価剛性の調整手順を以下に示す。 

３次元構造解析モデルのケーソンに水平荷重として単位荷重（100kN/m2）を

作用させ，ケーソン上端の奥行方向の平均的な水平変位を算定する。次に，地

震応答解析モデルにおいて，ケーソンに同じ単位荷重を作用させ，ケーソン上

端における変位が，３次元構造解析モデルで算定したケーソン上端の水平変位

と等しくなるようにケーソンの弾性係数を設定する。３次元構造解析モデルと

地震応答解析モデルの水平変位比較位置を図 4.1.1－13 に，剛性調整方法を図

4.1.1－14 に，剛性調整結果を表 4.1.1－3 に示す。なお，単位荷重を載荷させ

る３次元構造解析モデル及び地震応答解析モデルの底面の境界条件は，構造物

の変位に着目するため固定境界としている。 
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図 4.1.1－13 解析モデル水平変位比較位置図 

：剛性調整範囲（ケーソン）

：変位量着目位置

３次元構造解析モデル 地震応答解析モデル

注：重力擁壁を非表示
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d. 地盤のモデル化

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。

埋戻土，砂礫層及び改良地盤⑥は，地盤の非線形性を考慮するためマルチスプ

リング要素でモデル化し，地下水位以深の要素は間隙水要素を重ねて定義する。

動的変形特性は双曲線モデル(Ｈ－Ｄモデル)を用いる。そのうち，埋戻土及び砂

礫層は，液状化パラメータを設定することで，地震時の有効応力の変化に応じた

非線形せん断応力～せん断ひずみ関係を考慮する。 

また，防波壁（波返重力擁壁）の背面に位置する埋戻土（護岸背面）について

は，「港湾の施設の技術上の基準・同解説（（社）日本港湾協会，H19 年版）」

（以下「港湾基準」という。）（図 4.1.1－15 参照）に準拠し，重力擁壁の一部

として，線形の平面ひずみ要素でモデル化し，剛性は重力擁壁と同じ値を用い，

背後の埋戻土との境界にジョイント要素を設定する。 

図 4.1.1－15 埋戻土（護岸背面）のモデル化について（「港湾基準」抜粋） 
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e. ジョイント要素の設定

地盤と構造体の接合面の法線方向に対して引張荷重を与えると，地盤は構造体

から剥離する特徴がある。また，地盤と構造体の接合面のせん断方向に対して地

震時のせん断荷重を与え，せん断ひずみを増加させていくと，地盤及び構造体の

せん断応力は上限に達し，それ以上はせん断応力が増加しなくなる特徴がある。 

応答解析では，津波時における実挙動を正確に把握するために，地盤と構造体

の接合面にジョイント要素を設定し，津波時の地盤と構造体の接合面における剥

離及びすべりを考慮する。 

ジョイント要素は，地盤と構造体の接合面で法線方向及びせん断方向に対して

設定する。法線方向については，常時状態以上の引張荷重が生じた場合，剛性及

び応力をゼロとし，剥離を考慮する。せん断方向については，地盤と構造体の接

合面におけるせん断抵抗力以上のせん断荷重が生じた場合，せん断剛性をゼロと

し，すべりを考慮する。 

せん断強度τf は次式の Mohr－Coulomb 式により規定される。 

鉛直方向のジョイント要素の粘着力 c 及び内部摩擦角φは，「港湾基準」（図

4.1.1－16 参照）に準拠し，c=0，φ=15°に設定する。 

水平方向のジョイント要素の粘着力 c 及び内部摩擦角φは，「港湾構造物設計

事例集（沿岸技術研究センター，平成 19 年 3 月）」（以下「港湾構造物設計事

例集」という。）（図 4.1.1－17 参照）に準拠し，静止摩擦係数μから，ｃ=0，

φ=tan-1(μ)より設定する。静止摩擦係数μの値は，「港湾基準」（図 4.1.1－18

及び図 4.1.1－19 参照）に準拠し，隣り合う地盤等に応じた静止摩擦係数を用い

る。 

ジョイント要素の粘着力及び内部摩擦角を表 4.1.1－4 に，ジョイント要素の

配置を図 4.1.1－20 に示す。 

τf＝ｃ＋σ ’tanφ (1) 

ここで， 

τf：せん断強度 

ｃ ：粘着力 

φ ：内部摩擦角 
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図 4.1.1－16 ジョイント要素（鉛直方向）の物性値の設定根拠 

（「港湾基準」抜粋） 
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図 4.1.1－19 ジョイント要素（水平方向）の物性値設定に用いる 

静止摩擦係数（「港湾基準」抜粋） 
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(3) 使用材料及び材料の物性値

強度評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。使用材料を表 4.1.1

－6 に，材料の物性値を表 4.1.1－7 に示す。 

表 4.1.1－6 使用材料 

材料 仕様 

コンクリート

重力擁壁 

（基部コンクリート） 
18.0 N/mm2

重力擁壁 

（既設部分） 
21.0 N/mm2 

重力擁壁 

（新設部分） 

ケーソン

24.0 N/mm2 

鉄筋 SD345 

Ｈ形鋼 SM490 

表 4.1.1－7 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数

（N/mm2） 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 24.0＊1 2.5×104＊1 0.2＊1 

無筋コンクリート 22.6＊2 2.2×104＊1 0.2＊1 

注記＊1：コンクリート標準示方書(2002） 

＊2：港湾基準 
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(4) 地盤の物性値

地盤の物性値は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している

物性値及び「港湾基準」に基づき設定した物性値を用いる。地盤の解析用物性値を

表 4.1.1－8～表 4.1.1－13 に示す。 

表 4.1.1－8 地盤の解析用物性値（有効応力解析，液状化検討対象層） 

埋戻土 砂礫層 

物
理
特
性

密度 ρ＊1（g/cm3） 
2.11 

【2.00】 
2.05 

間隙率 n 0.45 0.45 

変
形
特
性

動せん断弾性係数  Gma
＊2（kN/m2） 154600 225400 

基準平均有効拘束圧 ρma
’ ＊2（kN/m2） 98.0 98.0 

ポアソン比 ν 0.33 0.33 

減衰定数の上限値  hmax 0.095 0.095 

強
度
特
性

粘着力 c’ （kN/m2） 0.00 0.00 

内部摩擦角 φ ’（°） 40.17 38.74 

液
状
化
特
性

変相角 φp（°） 28 28 

液状化パラメータ＊2 

S1 0.005 0.005 

w1 4.080 4.020 

P1 0.500 0.500 

P2 0.990 1.100 

C1 2.006 1.916 

注記＊1：括弧内【】の数字は地下水位以浅の数値を表す。 

＊2：動せん断弾性係数，基準平均有効拘束圧及び液状化パラメータは代表

的な数値を示す。 
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表 4.1.1－9 地盤の解析用物性値（有効応力解析，改良地盤⑥） 

対象施設 
防波壁 

（波返重力擁壁） 

物
理
特
性

密度 ρ（g/cm3） 2.05 

間隙率 n 0.45 

変
形
特
性

動せん断弾性係数  Gma（kN/m2） 360500 

基準平均有効拘束圧 ρma
’（kN/m2） 98.0 

ポアソン比 ν 0.33 

減衰定数の上限値  hmax 0.095 

強
度
特
性

粘着力 c’ （kN/m2） 1250 

内部摩擦角 φ ’（°） - 

表 4.1.1－10 地盤の解析用物性値（有効応力解析，埋戻土（護岸背面）） 

対象施設 
防波壁 

（波返重力擁壁） 

物
理
特
性

密度 ρ＊1（g/cm3） 
2.11 

【2.00】 

間隙率 n 0.45 

変
形
特
性

ヤング係数＊2 （N/mm2） 2.5×104 

ポアソン比 ν 0.20 

強
度
特
性

粘着力 c’ （kN/m2） - 

内部摩擦角 φ ’（°） - 

注記＊1：括弧内【】の数字は地下水位以浅の数値を表す。 

＊2：「港湾基準」を踏まえ，線形の平面ひずみ要素として，ヤン 

グ係数 2.5×104 N/mm2 を設定 
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表 4.1.1－11 地盤の解析用物性値 

（改良地盤⑥及びＭＭＲの残留強度及び引張強度） 

地盤 
残留強度 引張強度σt

（N/mm2） c’（N/mm2） φ ’（°） 

改良地盤⑥＊ 0.0 48.80 0.43 

ＭＭＲ 4.8 0.00 1.91 

注記＊：残留強度及び引張強度は「2.1.5 防波壁（波返重力擁壁）の耐震性

についての計算書に関する補足説明（参考資料２）」に従い設定する。 

表 4.1.1－12 地盤の解析用物性値 

（全応力解析（１，２号機エリア）） 

岩盤 3 速度層＊ 

P 波速度 Vp（m/s） 3600 

S 波速度 Vs（m/s） 1600 

単位体積重量 γ（kN/m3） 24.5 

動ポアソン比 νd 0.377 

減衰定数 h 0.030 

弾性係数 E（kN/m2） 17650000 

注記＊：⑤－⑤断面の岩盤の設定に用いる。 

表 4.1.1－13 地盤の解析用物性値 

（有効応力解析（３号機エリア）） 

岩盤②速度層 岩盤③速度層 岩盤④速度層 岩盤⑤速度層 

P 波速度 Vp（m/s） 1710 2270 3240 3860 

S 波速度 Vs（m/s） 620 960 1520 1900 

単位体積重量 γ（kN/m3） 23.3 23.4 24.5 25.2 

動ポアソン比 νd 0.42 0.39 0.36 0.34 

減衰定数 h 0.03 0.03 0.03 0.03 

弾性係数 E（kN/m2） 2601000 6188000 15690000 24860000 
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(5) 地下水位 

地下水位については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定す

る。設計地下水位を表 4.1.1－14 に示す。 

 

表 4.1.1－14 設計地下水位 

施設名称 設計地下水位 

防波壁（波返重力擁壁） 

（②－②断面，③－③断面，④－④断面，⑦－⑦断面） 
EL 8.5m＊ 

防波壁（波返重力擁壁） 

（⑤－⑤断面） 
EL 5.5m 

注記＊：地表面が EL 8.5m よりも低い地点については，地下水位を地表面とする。 
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重力擁壁の応力度算定には，解析コード「ＥＭＲＧＩＮＧ」を使用する。なお，

解析コードの検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

 

(a) 曲げ・軸力照査 

コンクリート及び鉄筋の発生応力度が許容限界以下であることを確認する。 

 

(b) せん断照査 

コンクリートの発生応力度が許容限界以下であることを確認する。 

 

b. Ｈ形鋼 

Ｈ形鋼の評価は，⑤－⑤断面において，擁壁下端に発生するせん断力から算定

されるせん断応力度が許容限界以下であることを確認する。Ｈ形鋼のせん断応力

度は，Ｈ形鋼の配置を踏まえ，フランジ部の断面積を用いて算定する。 

 

c. ＭＭＲ 

ＭＭＲの評価は，②－②断面，③－③断面及び④－④断面において，すべり線

上のすべり安全率が 1.2 以上であることを確認する。すべり安全率は，想定した

すべり線上の応力状態をもとに，すべり線上のせん断抵抗力の和をせん断力の和

で除した値を時々刻々求め，最小すべり安全率を算定する。 

ＭＭＲのすべり安全率の算定フローを図 4.1.1－24 に，想定すべり線を図

4.1.1－25 に示す。 

 

d. 改良地盤⑥ 

改良地盤⑥の評価は，②－②断面において，改良地盤⑥を通るすべり線上のす

べり安全率が 1.2 以上であることを確認する。すべり安全率は，想定したすべり

線上の応力状態をもとに，すべり線上のせん断抵抗力の和をせん断力の和で除し

た値を時々刻々求め，最小すべり安全率を算定する。 

改良地盤⑥のすべり安全率の算定フローを図 4.1.1－24 に，想定すべり線を

図 4.1.1－26 に示す。 
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図 4.1.1－24 すべり安全率算定のフロー 
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表 4.1.1－15 津波時に対する止水目地の変形量の算定方法 

δx，δz δy 

②－②断面

②－②断面の防波壁（波返重力擁

壁）天端とケーソン下端との相対

変位（δx 及びδz）の２倍 

－ 

（法線方向の相対変位は生じない

ため考慮しない。） 

③－③断面

③－③断面の防波壁（波返重力擁

壁）天端とケーソン下端との相対

変位（δx 及びδz）の２倍 

④－④断面

④－④断面の防波壁（波返重力擁

壁）天端とケーソン下端との相対

変位（δx 及びδz）の２倍 

⑤－⑤断面

⑤－⑤断面の防波壁（波返重力擁

壁）天端とケーソン下端との相対

変位（δx 及びδz）の２倍 

f. 基礎地盤

基礎地盤の支持性能評価においては，基礎地盤に生じる接地圧が許容限界以下

であることを確認する。 
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4.1.2 重畳時 

(1) 解析方法

重畳時に発生する応力値は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」に基づき，余震作用

時においては２次元動的有限要素法，津波作用時においては２次元静的有限要素法

によりそれぞれ算定し，余震に伴う最大応力値と津波に伴う応力値を足し合わせて

算定する。ただし，足し合わせにより余震作用時及び津波作用時の解析において実

施する常時応力解析による応力値が重複することから，足し合わせた応力値から常

時応力解析による応力値を差し引いて算定する。 

２次元有限要素法において，②－②断面，③－③断面及び④－④断面の解析方法

は有効応力解析とする。 

２次元有限要素法に用いる解析コードは，「ＦＬＩＰ」を使用し，解析コードの

検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の

概要」に示す。 

a. 地震応答解析手法

防波壁（波返重力擁壁）の地震応答解析は，地盤と構造物の動的相互作用を考

慮できる連成系の地震応答解析を用いて，基準地震動に基づき設定した水平地震

動と鉛直地震動の同時加振による逐次時間積分の時刻歴応答解析にて行う。 

地震応答解析手法の選定フローを図 4.1.2－1 に示す。 

図 4.1.2－1 地震応答解析手法の選定フロー 
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b. 応答解析手法

津波作用時の応答解析手法については，「4.1.1 津波時」と同様とする。

c. 施設

施設のモデル化については，「4.1.1 津波時」と同様とする。

d. 材料物性及び地盤物性のばらつき

材料物性及び地盤物性のばらつきについては，「4.1.1 津波時」と同様とす

る。 

e. 減衰定数

Rayleigh 減衰を考慮することとし，２次元有限要素法（有効応力解析）では剛

性比例型減衰（α=0，β=0.002）を考慮する。なお，係数βの設定については，

「ＦＬＩＰ 研究会 14 年間の検討成果のまとめ「理論編」」を基に設定している。 

f. 地震応答解析の解析ケースの選定

重畳時においては，Ⅵ-2-10-2-2-1「防波壁（波返重力擁壁）の地震応答計算

書」に基づき，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄに対して，ケース①（基本ケース）を

実施する。重畳時評価における地震応答解析の解析ケースを表 4.1.2－1に示す。 

表 4.1.2－1 重畳時評価における地震応答解析の解析ケース 

解析ケース 
ケース①

基本ケース 

地盤物性 平均値 

地震動（位相） Ｓｄ－Ｄ ＋＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，（＋＋）の左側は水平動，右側は鉛直動を表し， 

「－」は位相を反転させたケースを示す。 

g. 応力解析の解析ケースの選定

重畳時においては，「3.3.1 荷重」の遡上津波荷重に対し実施する。

重畳時評価における応答解析の解析ケースを表 4.1.2－2 に示す。
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表 4.1.2－2 重畳時評価における応答解析の解析ケース 

解析ケース 
ケース①

基本ケース 

地盤物性 平均値 
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a. ②－②断面

(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 4.1.2－3 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 4.1.2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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b. ③－③断面

(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 4.1.2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 4.1.2－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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c. ④－④断面

(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 4.1.2－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 4.1.2－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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(3) 解析モデル及び諸元

解析モデルについては，「4.1.1 津波時」と同様とする。

a. 解析領域

地震応答解析モデルは，境界条件が地盤及び構造物の応力状態に影響を及ぼさ

ないよう，十分広い領域とする。具体的には，「ＪＥＡＧ４６０１-1987」を参考

に，図 4.1.2－9 に示すとおりモデル幅を構造物基礎幅の５倍以上，構造物下端

からモデル下端までの高さを構造物基礎幅の２倍以上確保する。なお，対象断面

によって，地層形状に合わせてモデル化領域を調整する。 

地盤の要素分割については，波動をなめらかに表現するために，対象とする波

長の５分の１程度を考慮し，要素高さを１m 程度以下まで細分割して設定する。 

解析モデルの下端については，EL-50m までモデル化する。 

２次元地震応答解析モデルは，検討対象構造物とその周辺地盤をモデル化した

不整形地盤に加え，この不整形地盤の左右に広がる地盤をモデル化した自由地盤

で構成される。この自由地盤は，不整形地盤の左右端と同じ地質構成を有する一

次元地盤モデルである。２次元地震応答解析における自由地盤の常時応力解析か

ら不整形地盤の地震応答解析までのフローを図 4.1.2－10 に示す。 

図 4.1.2－9 モデル化範囲の考え方 
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図 4.1.2－10 自由地盤の常時応力解析から不整形地盤の地震応答解析までのフロー 

b. 境界条件

(a) 常時応力解析時

常時応力解析における境界条件については，「4.1.1 津波時」と同様とす

る。 

(b) 応力解析時

津波作用時の２次元有限要素法における境界条件については，「4.1.1 津

波時」と同様とする。 

③不整形地盤（２次元有限
要素法）の常時応力解析

不整形地盤（２次元有限要素法）
の地震応答解析

①自由地盤の常時応力解析

②自由地盤の地震応答解析
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c. 構造物のモデル化

構造物のモデル化については，「4.1.1 津波時」と同様とする。

d. 地盤のモデル化

地盤のモデル化については，「4.1.1 津波時」と同様とする。

e. ジョイント要素の設定

ジョイント要素の設定については，「4.1.1 津波時」と同様とする。

f. 海水のモデル化

海水のモデル化については，「4.1.1 津波時」と同様とする。

g. 使用材料及び材料の物性値

使用材料及び材料の物性値については，「4.1.1 津波時」と同様とする。

h. 地盤及び改良地盤の物性値

地盤及び改良地盤の物性値については，「4.1.1 津波時」と同様とする。

i. 地下水位

地下水位については，「4.1.1 津波時」と同様とする。
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(4) 評価方法

防波壁（波返重力擁壁）の強度評価は，地震応答解析に基づいて算定した発生応

力が「3.4 許容限界」で設定した許容限界を満足することを確認する。 

a. 重力擁壁

重力擁壁の照査については，「4.1.1 津波時」と同様とする。

b. 改良地盤

改良地盤の照査については，「4.1.1 津波時」と同様とする。

c. 止水目地

止水目地の重畳時の評価について，法線直交方向及び法線方向ともに，重畳時

による最大変位が許容限界以下であることを確認する。 

x 方向（法線直交方向）及び z 方向（深度方向）の変位は，図 4.1.2－12 に示

すとおり，防波壁（波返重力擁壁）における重畳時の変位量とし，保守的に各ブ

ロックの位相が逆になったことを考慮し，時刻歴最大の変位量を２倍したものを

算定する。 

y 方向（法線方向）の変位は，余震荷重のみによって生じるが，余震荷重は地

震荷重に包絡されることから，保守的に重畳時において変位が最大となる④－④

断面に直交する縦断方向の断面である⑦－⑦断面の相対変位を考慮する。隣接す

る防波壁（波返重力擁壁）の天端間の相対変位とする。 

止水目地の変形量の算定方法を表 4.1.2－3 に示す。 

x 方向（法線直交方向）の変位 δx：δx＝|δx(T)|×2 

y 方向（法線方向）の変位   δy：δy＝|δy(T)| 

z 方向（深度方向）の変位   δz：δz＝|δz(T)|×2 

ここで， 

δx(T)：x 方向の最大相対変位 

δy(T)：y 方向の最大相対変位 

δz(T)：z 方向の最大相対変位 

法線直交方向，法線方向及び深度方向の変位量を用い，下式のとおり合成方向

（3 方向合成）の変位量を求め，重畳時の止水目地の最大変位とする。 
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4.2 評価条件 

4.2.1 津波時 

「3. 強度評価」に用いる津波時の評価条件を表 4.2.1－1 に示す。 

表 4.2.1－1(1) 強度評価に用いる条件（②－②断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 565 kN 

固定荷重（ケーソン） 3237 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重（EL 6.5m） 92.42 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

Ｐc 衝突荷重 430 kN/m 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 

表 4.2.1－1(2) 強度評価に用いる条件（③－③断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 565 kN 

固定荷重（ケーソン） 1967 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重（EL 6.5m） 92.42 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

Ｐc 衝突荷重 450 kN/m 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 

2.1.6－109

142



表 4.2.1－1(3) 強度評価に用いる条件（④－④断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 491 kN 

固定荷重（ケーソン） 3542 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重（EL 8.5m） 62.12 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

Ｐc 衝突荷重 430 kN/m 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 

表 4.2.1－1(4) 強度評価に用いる条件（⑤－⑤断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 固定荷重（重力擁壁） 383 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重（EL 7.5m） 77.27 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 1.764 kN/m2 

Ｐc 衝突荷重 810 kN/m 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 
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4.2.2 重畳時 

「3. 強度評価」に用いる重畳時の評価条件を表 4.2.2－1 に示す。 

表 4.2.2－1(1) 強度評価に用いる条件（②－②断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 565 kN 

固定荷重（ケーソン） 3237 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重（EL 0.58m） 48.00 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 

表 4.2.2－1(2) 強度評価に用いる条件（③－③断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 565 kN 

固定荷重（ケーソン） 1967 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重（EL 0.58m） 48.00 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 
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表 4.2.2－1(3) 強度評価に用いる条件（④－④断面） 

記号 定義 数値 単位 

Ｇ 
固定荷重（重力擁壁） 491 kN 

固定荷重（ケーソン） 3542 kN 

Ｐ 積載荷重（機器荷重，漂流物対策工荷重） 250 kN/m 

Ｐt 遡上津波荷重（EL 0.58m） 48.00 kN/m2 

Ｐs 積雪荷重 0.7 kN/m2 

Ｐk 風荷重 2.117 kN/m2 

γｗ 海水の単位体積重量 10.1 kN/m3 

ρ 海水の密度 1.03 ton/m3 
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4.3 評価結果 

4.3.1 津波時 

(1) 重力擁壁

a. 重力擁壁の曲げ・軸力系破壊及びせん断破壊に対する照査

重力擁壁のコンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 4.3.1－1

に，重力擁壁の鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 4.3.1－2 に，重

力擁壁のコンクリートのせん断破壊に対する照査結果を表 4.3.1－3 にそれぞれ示

す。 

この結果から重力擁壁の発生応力度が許容限界以下であることを確認した。 

表 4.3.1－1(1) 重力擁壁のコンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

（②－②断面）

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2)

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

-5200 793 3.3 13.5 0.25 

表 4.3.1－1(2) 重力擁壁のコンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

（③－③断面）

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2)

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

-5182 846 3.1 13.5 0.24 

表 4.3.1－1(3) 重力擁壁のコンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

（④－④断面）

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2)

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

-3113 666 2.5 13.5 0.19 
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表 4.3.1－1(4) 重力擁壁のコンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

（⑤－⑤断面）

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2)

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

-4066 707 3.6 13.5 0.27 
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表 4.3.1－2(1)  重力擁壁の鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

（②－②断面）

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2)

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

-5200 793 123.2 294 0.42 

表 4.3.1－2(2)  重力擁壁の鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

（③－③断面）

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2)

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

-5182 846 105.9 294 0.36 

表 4.3.1－2(3)  重力擁壁の鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

（④－④断面）

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2)

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

-3113 666 89.2 294 0.31 

表 4.3.1－2(4)  重力擁壁の鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

（⑤－⑤断面）

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2)

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

-4066 707 135.7 294 0.47 
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表 4.3.1－3(1) 重力擁壁のコンクリートのせん断破壊に対する最大照査値 

（②－②断面）

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

1232 0.32 0.64 0.50 

表 4.3.1－3(2) 重力擁壁のコンクリートのせん断破壊に対する最大照査値 

（③－③断面）

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

1218 0.31 0.64 0.49 

表 4.3.1－3(3) 重力擁壁のコンクリートのせん断破壊に対する最大照査値 

（④－④断面）

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

1060 0.31 0.67 0.46 

表 4.3.1－3(4) 重力擁壁のコンクリートのせん断破壊に対する最大照査値 

（⑤－⑤断面）

発生断面力 せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 
せん断力 

Ｑ(kN) 

1128 0.42 0.67 0.63 
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(2) Ｈ形鋼

Ｈ形鋼のせん断破壊に対する照査値を表 4.3.1－4 に示す。この結果から，Ｈ形

鋼に発生する応力度が許容限界以下であることを確認した。 

表 4.3.1－4 Ｈ形鋼のせん断破壊に対する最大照査値（⑤－⑤断面） 

発生断面力 せん断 

応力度＊ 

H(N/mm2)

短期許容 

応力度 

Ha(N/mm2)

照査値 

H/Ha
せん断力 

QH(kN) 

1128 84.8 157 0.55 

注記＊：Ｈ形鋼のせん断応力度は，Ｈ形鋼の配置を踏まえ， 

フランジ部の断面積を用いて算定する。

(3) ＭＭＲ

②－②断面，③－③断面及び④－④断面において，ＭＭＲのすべり安全率による

評価を行った。 

ＭＭＲのすべり安全率による評価結果を表 4.3.1－5 に，最小すべり安全率とな

るすべり線及び局所安全係数分布図を図 4.3.1－1 に示す。 

この結果から，ＭＭＲの最小すべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

表 4.3.1－5(1) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（②－②断面） 

最小すべり安全率 

70.17 

表 4.3.1－5(2) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（③－③断面） 

最小すべり安全率 

100.00 

表 4.3.1－5(3) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（④－④断面） 

最小すべり安全率 

60.80 
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(5) 止水目地

止水目地の相対変位量に対する照査結果を表 4.3.1－7 に示す。

この結果から，相対変位量が許容限界以下であることを確認した。

表 4.3.1－7(1) 止水目地設置箇所の津波時相対変位量（②－②断面） 

方向 
津波時相対変位量 

（mm） 

許容限界 

（mm） 

δｘ：横断方向 37 － 

δｚ：鉛直方向 1 － 

合成方向 

（２方向合成） 
75 1936 

表 4.3.1－7(2) 止水目地設置箇所の津波時相対変位量（③－③断面） 

方向 
津波時相対変位量 

（mm） 

許容限界 

（mm） 

δｘ：横断方向 107 － 

δｚ：鉛直方向 1 － 

合成方向 

（２方向合成） 
215 1936 

表 4.3.1－7(3) 止水目地設置箇所の津波時相対変位量（④－④断面） 

方向 
津波時相対変位量 

（mm） 

許容限界 

（mm） 

δｘ：横断方向 19 － 

δｚ：鉛直方向 1 － 

合成方向 

（２方向合成） 
39 1936 
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表 4.3.1－7(4) 止水目地設置箇所の津波時相対変位量（⑤－⑤断面） 

方向 
津波時相対変位量 

（mm） 

許容限界 

（mm） 

δｘ：横断方向 3 － 

δｚ：鉛直方向 1 － 

合成方向 

（２方向合成） 
7 1936 
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(6) 基礎地盤

基礎地盤の支持性能評価結果を表 4.3.1－8 に，基礎地盤の接地圧分布図を図

4.3.1－3 に示す。 

この結果から，防波壁（波返重力擁壁）の基礎地盤に生じる最大接地圧が許容限

界以下であることを確認した。 

表 4.3.1－8(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

支圧強度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.9 24.0 0.04 

表 4.3.1－8(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，改良地盤⑥） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.2 3.0 0.08 

表 4.3.1－8(3) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.3 9.8 0.04 

表 4.3.1－8(4) 基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

支圧強度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.2 24.0 0.01 

表 4.3.1－8(5)  基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.7 9.8 0.07 
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表 4.3.1－8(6) 基礎地盤の支持性能評価結果（④－④断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

支圧強度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.7 24.0 0.03 

表 4.3.1－8(7) 基礎地盤の支持性能評価結果（④－④断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.5 9.8 0.05 

表 4.3.1－8(8) 基礎地盤の支持性能評価結果（⑤－⑤断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

1.5 9.8 0.16 
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図 4.3.1－3(1) 基礎地盤の接地圧分布図（②－②断面，ＭＭＲ） 

図 4.3.1－3(2) 基礎地盤の接地圧分布図（②－②断面，改良地盤⑥） 
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図 4.3.1－3(3) 基礎地盤の接地圧分布図（②－②断面，岩盤） 

図 4.3.1－3(4) 基礎地盤の接地圧分布図（③－③断面，ＭＭＲ） 
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4.3.2 重畳時 

(1) 重力擁壁

a. 重力擁壁の曲げ・軸力系破壊及びせん断破壊に対する照査

重力擁壁のコンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 4.3.2－1

に，重力擁壁の鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 4.3.2－2 に，重

力擁壁のコンクリートのせん断破壊に対する照査結果を表 4.3.2－3 にそれぞれ示

す。 

この結果から重力擁壁の発生応力度が許容限界以下であることを確認した。 

表 4.3.2－1(1)  重力擁壁のコンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

（②－②断面）

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

2791 965 1.9 13.5 0.15 

表 4.3.2－1(2)  重力擁壁のコンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

（③－③断面）

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

2848 1034 1.9 13.5 0.15 

表 4.3.2－1(3)  重力擁壁のコンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

（④－④断面）

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

2495 1083 2.1 13.5 0.16 
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表 4.3.2－2(1)  重力擁壁の鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

（②－②断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

2791 965 61.8 294 0.21 

 

表 4.3.2－2(2)  重力擁壁の鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

（③－③断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

2848 1034 57.3 294 0.20 

 

表 4.3.2－2(3)  重力擁壁の鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

（④－④断面） 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN･m) 

軸力 

N(kN) 

2495 1083 62.5 294 0.22 
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表 4.3.2－3(1)  重力擁壁のコンクリートのせん断破壊に対する最大照査値 

（②－②断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

c(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

a1(N/mm2) 

照査値 

c/a1 
せん断力 

Q(kN) 

610 0.16 0.64 0.25 

 

表 4.3.2－3(2)  重力擁壁のコンクリートのせん断破壊に対する最大照査値 

（③－③断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

c(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

a1(N/mm2) 

照査値 

c/a1 
せん断力 

Q(kN) 

506 0.13 0.64 0.21 

 

表 4.3.2－3(3)  重力擁壁のコンクリートのせん断破壊に対する最大照査値 

（④－④断面） 

発生断面力 せん断 

応力度 

c(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

a1(N/mm2) 

照査値 

c/a1 
せん断力 

Q(kN) 

461 0.13 0.67 0.20 
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(2) ＭＭＲ

ＭＭＲのすべり安全率による評価結果を表 4.3.2－4 に，最小すべり安全率とな

る時刻における局所安全係数分布図を図 4.3.2－1 に示す。 

これらの結果から，ＭＭＲの最小すべり安全率が 1.2 以上あることを確認した。 

表 4.3.2－4(1) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（②－②断面） 

最小すべり安全率 

15.86 

表 4.3.2－4(2) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（③－③断面） 

最小すべり安全率 

29.49 

表 4.3.2－4(3) ＭＭＲのすべり安全率評価結果（④－④断面） 

最小すべり安全率 

13.73 

2.1.6－133

166



167



168



169



170



 

(4) 止水目地 

止水目地の相対変位量に対する照査結果を表 4.3.2－6 に示す。 

止水目地の相対変位量に対する照査を行った結果，相対変位量が許容限界以下で

あることを確認した。 

 

表 4.3.2－6(1) 止水目地設置個所の重畳時変位量(②－②断面) 

方向 
津波時相対変位量 

（mm） 

許容限界 

（mm） 

δx：横断方向 54 － 

δy：縦断方向 58＊ － 

δz：鉛直方向 1 － 

合成方向 

（３方向合成） 
123 1936 

注記＊：法線方向の変位が最大となる基準地震動Ｓｓにおける 

⑦－⑦断面の天端の最大変位量 

 

表 4.3.2－6(2) 止水目地設置個所の重畳時変位量(③－③断面) 

方向 
津波時相対変位量 

（mm） 

許容限界 

（mm） 

δx：横断方向 22 － 

δy：縦断方向 58＊ － 

δz：鉛直方向 1 － 

合成方向 

（３方向合成） 
73 1936 

注記＊：法線方向の変位が最大となる基準地震動Ｓｓにおける 

⑦－⑦断面の天端の最大変位量 
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表 4.3.2－6(3) 止水目地設置個所の重畳時変位量(④－④断面) 

方向 
津波時相対変位量 

（mm） 

許容限界 

（mm） 

δx：横断方向 67 － 

δy：縦断方向 58＊ － 

δz：鉛直方向 1 － 

合成方向 

（３方向合成） 
147 1936 

注記＊：法線方向の変位が最大となる基準地震動Ｓｓにおける 

⑦－⑦断面の天端の最大変位量 
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(5) 基礎地盤

基礎地盤の支持性能評価結果を表 4.3.2－7 に，基礎地盤の接地圧分布図を図

4.3.2－3 に示す。 

防波壁（波返重力擁壁）の基礎地盤に生じる最大接地圧が許容限界以下であるこ

とを確認した。 

表 4.3.2－7(1) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

支圧強度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

1.2 24.0 0.06 

表 4.3.2－7(2) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，改良地盤⑥） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

1.5 3.0 0.49 

表 4.3.2－7(3) 基礎地盤の支持性能評価結果（②－②断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.9 9.8 0.09 

表 4.3.2－7(4) 基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

支圧強度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

0.5 24.0 0.03 

表 4.3.2－7(5) 基礎地盤の支持性能評価結果（③－③断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

1.1 9.8 0.11 
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表 4.3.2－7(6) 基礎地盤の支持性能評価結果（④－④断面，ＭＭＲ） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

支圧強度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

1.5 24.0 0.07 

 

表 4.3.2－7(7) 基礎地盤の支持性能評価結果（④－④断面，岩盤） 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

1.3 9.8 0.14 

 

 

 

図 4.3.2－3(1) 基礎地盤の接地圧分布図（②－②断面，ＭＭＲ） 
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図 4.3.2－3(2) 基礎地盤の接地圧分布図（②－②断面，改良地盤⑥） 

 

 

図 4.3.2－3(3)  基礎地盤の接地圧分布図（②－②断面，岩盤） 
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図 4.3.2－3(4) 基礎地盤の接地圧分布図（③－③断面，ＭＭＲ） 

図 4.3.2－3(5) 基礎地盤の接地圧分布図（③－③断面，岩盤） 
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5. ３次元構造解析

5.1 解析方法 

防波壁（波返重力擁壁）のうちケーソンは，複数の隔壁を有しており，その影響を

考慮する必要があることから，３次元構造解析により強度評価を行う。 

３次元構造解析には，解析コード「ＦＩＮＡＳ/ＳＴＡＲ」を用いる。なお，解析

コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ

ード）の概要」に示す。 

３次元構造解析は，常時応力解析を行い，そのうえで津波時又は重畳時における解

析を行う。 

津波時における３次元構造解析の作用荷重は，常時荷重として水圧，土圧並びに風

荷重・積雪荷重を入力し，津波時の荷重として「日本海東縁部に想定される地震によ

る津波（津波水位 EL 12.6m）」の遡上津波荷重及び衝突荷重を３次元構造解析モデル

に入力することで，ケーソンの強度評価を実施する。 

重畳時における３次元構造解析の作用荷重は，常時荷重として水圧，土圧並びに風

荷重・積雪荷重を入力し，重畳時の荷重として「海域活断層から想定される地震によ

る津波（津波水位 EL 4.9m）」による遡上津波荷重，余震荷重による土圧及び慣性力

を３次元構造解析モデルに入力する。 

３次元構造解析の結果，許容限界を超える場合においては，応力度の平均化を実施

し，評価を行う。評価フローを図 5.1.1－1 に示す。 
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図 5.1.1－1 ケーソンの評価フロー図 

5.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」に基づき設定する。 

5.3 解析モデル及び諸元 

5.3.1 構造物のモデル化 

(1) ②－②断面及び④－④断面

３次元構造解析モデルにおいて，ケーソンは線形シェル要素でモデル化し，重

力擁壁及び中詰材（中詰コンクリート又は中詰材改良体）については線形ソリッ

ド要素でモデル化する。使用要素一覧を表 5.3.1－1 に,３次元構造解析モデルを

図 5.3.1－1 及び図 5.3.1－2 に，境界条件を表 5.3.1－2 に示す。 

表 5.3.1－1 使用要素一覧 

部位  使用要素  

ケーソン 線形シェル要素  

重力擁壁  

中詰材  
線形ソリッド要素  

地盤  地盤ばね  

2.1.6－146

179



180



181



表 5.3.1－2 境界条件 

部材・材料 境界条件 

底版 地盤ばね 

前壁 
拘束なし 

後壁 

側壁 拘束なし 

中詰材 
前壁，側壁，後壁，隔

壁及び底版と節点共有 

重力擁壁 各部材と節点共有 
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(2) ③－③断面

②－②断面及び④－④断面の壁部材の部材厚と比較し，③－③断面の部材厚が

大きいことから，③－③断面については，線形ソリッド要素でモデル化する。な

お，部材内にＨ形鋼が含まれているが，保守的にＨ形鋼を考慮せず，各部材を無

筋コンクリートとして評価を実施する。使用要素一覧を表 5.3.1－3 に，３次元構

造解析モデルを図 5.3.1－3 に，境界条件を表 5.3.1－4 に示す。 

表 5.3.1－3 使用要素一覧 

部位  使用要素  

重力擁壁  

放水路ケーソン  
線形ソリッド要素  

地盤  地盤ばね  

図 5.3.1－3 ３次元構造解析モデル（③－③断面） 
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表 5.3.1－4 境界条件 

部材 境界条件 

底版 地盤ばね 

側壁 
拘束なし 

隔壁 

頂版 重力擁壁と節点共有 

重力擁壁 各部材と節点共有 
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5.3.2 地盤ばね 

ケーソン底面に水平方向及び鉛直方向の地盤ばねを設定し，ケーソンに作用す

る地盤抵抗を表現する。地盤ばねの設定には，ケーソン直下のＭＭＲの物性値を

用いる。 

ケーソン底面に設定する地盤ばねは，「道路橋示方書(平成 14 年）」に基づき

設定し，構造物間の剥離を考慮できる非線形ばねで設定する。ケーソン底面に設

定する地盤ばねを表 5.3.2－1 に示す。 

放水路ケーソンにおいても，同様に設定する。  

表 5.3.2－1 ケーソン底面に設定する地盤ばね 

ケーソン底面

常時 
鉛直 

地盤ばね 
水平 

津波時 

重畳時 

鉛直 
地盤ばね 

水平 
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(1) 鉛直方向

a．常時 

「道路橋示方書(平成 14 年）」に基づき，鉛直方向の地盤ばねを設定する。 

𝑘𝑣 = 𝑘𝑣0 (
𝐵𝑣
0.3

)
−
3
4

𝑘𝑣0 =
1

0.3
𝛼𝐸0 

𝐵𝑣 = √𝐴𝑣 

ここで， 

𝑘𝑣：鉛直方向地盤反力係数（kN/m3）

𝑘𝑣0：平板載荷試験の値に相当する鉛直方向地盤反力係数（kN/m3）

𝛼：地盤反力係数の推定に用いる係数（常時：4，図 5.3.2－1 参照） 

𝐸0：地盤の変形係数（kN/m2）

𝐵𝑣：基礎の換算載荷幅（m） 

𝐴𝑣：鉛直方向の載荷面積（m2）

図 5.3.2－1 変形係数𝐸0とα 

（「道路橋示方書(平成 14 年）」に加筆） 

b．津波時及び重畳時 

5.3.2(1)a.と同様に鉛直方向の地盤ばねを設定する。なお，地盤反力係数の推

定に用いる係数αは 8 とする。 
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(2) 水平方向

a．常時 

「道路橋示方書(平成 14 年）」に基づき，水平方向の地盤ばねを設定する。 

𝑘𝑠 = 0.3𝑘𝑣 

ここで， 

𝑘𝑠：基礎底面の水平方向せん断地盤反力係数（常時）（kN/m3）

b．津波時及び重畳時 

5.3.2(2)a.と同様に水平方向の地盤ばねを設定する。なお，基礎底面の水平方

向せん断地盤反力係数は地震時のものを用いる。 
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5.3.3 使用材料及び材料の物性値 

強度評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。 

(1) ケーソン及び放水路ケーソン

ケーソン及び放水路ケーソンの使用材料を表 5.3.3－1 に，材料の物性値を表

5.3.3－2 に示す。 

表 5.3.3－1 使用材料 

材料 諸元 

コンクリート

重力擁壁 

（基部コンクリート） 
18.0 N/mm2 

重力擁壁 

ケーソン

放水路ケーソン 

24.0 N/mm2 

鉄筋 SD345 

表 5.3.3－2 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数

（N/mm2） 
ポアソン比 

コンクリート

重力擁壁 

（基部コンクリート） 
22.6*1 2.2×104*2 0.2*2

重力擁壁 

ケーソン

放水路ケーソン 

24.0*2 2.5×104*2 0.2*2

注記＊1：港湾基準 

＊2：コンクリート標準示方書（2002） 

(2) 重力擁壁

重力擁壁の使用材料は，「4.1.1(3) 使用材料及び材料の物性値」を基に設定

する。 
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(3) 中詰材 

a．中詰コンクリート 

中詰コンクリートの使用材料を表 5.3.3－3 に，材料の物性値を表 5.3.3－4

に示す。 

 

表 5.3.3－3 使用材料 

材料 諸元 

コンクリート 18.0 N/mm2 

 

表 5.3.3－4 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

コンクリート 22.6*1 2.2×104*2 0.2*2 

注記＊1：港湾基準 

＊2：コンクリート標準示方書（2002） 

 

b．中詰材改良体（銅水砕スラグ） 

中詰材改良体（銅水砕スラグ）の物性値は，「2.1.5 防波壁（波返重力擁壁）

の耐震性についての計算書に関する補足説明（参考資料 3）」に示す原位置での

ＰＳ検層結果及び室内試験結果を用いて設定する。材料の物性値を表 5.3.3－5

に示す。 

 

表 5.3.3－5 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

中詰材改良体 

（銅水砕スラグ） 

EL-5.5m 以浅 
22.6 

8.8×103 
0.33 

EL-5.5m 以深 1.2×104 
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c．中詰材改良体（砂） 

中詰材改良体（砂）の物性値は，「2.1.5 防波壁（波返重力擁壁）の耐震性

についての計算書に関する補足説明（参考資料 3）」に示す原位置でのＰＳ検層

結果及び室内試験結果を用いて設定する。材料の物性値を表 5.3.3－6 に示す。 

表 5.3.3－6 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数

（N/mm2） 
ポアソン比 

中詰材改良体 

（砂） 

EL-5.5m 以浅 
20.0 

7.8×103 
0.33 

EL-5.5m 以深 1.1×104 

5.3.4 地下水位 

設計用地下水位は，「4.1.1(5) 地下水位」を基に設定する。 
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5.3.5 照査時刻の設定 

ケーソン及び放水路ケーソンの健全性評価のうち，重畳時においては構造的特

徴を踏まえ，損傷モードごと及び部材ごとに評価が厳しくなる時刻を地震応答解

析の結果から選定する。防波壁（波返重力擁壁）の照査時刻の考え方を表 5.3.5

－1 に，３次元構造解析を実施する照査時刻を表 5.3.5－2 に示す。 

表 5.3.5－1 照査時刻の考え方 

(1) 時刻１の選定理由

ケーソンは箱型構造であることから，ケーソン全体の変形に伴い，各部材にお

ける曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊が生じることが想定されるため，変形量

に着目し，ケーソン全体における層間変位が最大となる時刻を選定する。 

(2) 時刻２の選定理由

余震時により，各部材における曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊が生じるこ

とが想定されるため，重力擁壁を含めた防波壁全体に作用する水平荷重に着目し，

総水平荷重が最大となる時刻を選定する。 

照査時刻 損傷モード 着目部位 荷重抽出時刻

時刻１
曲げ・軸力系の破壊

及び
せん断破壊

ケーソン頂底版間で変位が
最大となる時刻

時刻２
曲げ・軸力系の破壊

及び
せん断破壊

総水平荷重が最大となる時刻
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表 5.3.5－2 ３次元構造解析を実施する照査時刻 

断面 地震動 
時刻 

（s） 

②－②断面 

Ｓｄ－Ｄ 

（＋＋） 

34.41s 

23.92s 

③－③断面 
14.67s 

28.09s 

④－④断面 
13.03s 

19.01s 
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5.3.6 入力値の設定 

(1) 津波時

３次元構造解析における入力値の一覧を表 5.3.6－1 に，３次元構造解析への入

力イメージを図 5.3.6－1 に，３次元構造解析のフローを図 5.3.6－2 に示す。 

表 5.3.6－1 入力値の一覧（津波時） 

入力値 算定方法 載荷位置 

土圧 
２次元有限要素法に

よる常時応力解析 
作用位置 

水圧 公式 作用位置 

風荷重・積雪荷重 公式 作用位置 

衝突荷重 衝突解析＊ 作用位置 

遡上津波荷重 公式 作用位置 

注記＊：衝突解析の算定の方法については，「NS2-補-018-02 津

波への配慮に関する説明書に係る補足説明資料」に示す。 

図 5.3.6－1 ３次元構造解析への入力イメージ（津波時） 
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a. 常時荷重

(a) 自重

重力擁壁及びケーソンの各部材については，各部材の体積にコンクリート

の密度を乗じて設定し，中詰材については，体積に各中詰材の密度を乗じて

設定する。 

漂流物対策工は，設置位置に漂流物対策工の単位体積重量を考慮する。 

(b) 静止土圧及び静水圧

静止土圧及び静水圧を躯体に作用させる。静止土圧は，２次元有限要素法

による常時応力解析より算出された土圧を用いる。静水圧は公式により算定

し，その算定にあたっては，海水の密度 1.03g/cm3 を考慮する。 

b. 津波時荷重

(a) 遡上津波荷重

遡上津波荷重は，表 5.3.6－1 に示すとおり公式により算定する。遡上津

波荷重として「日本海東縁部に想定される地震による津波（津波水位 EL 

12.6m）」を考慮し，躯体側面に作用させる。 

(b) 衝突荷重

衝突荷重を重力擁壁に作用させる。衝突荷重は，表 3.3.1－3 に示す設定

値を用いる。 

(c) 風荷重及び積雪荷重

風荷重及び積雪荷重は，表 5.3.6－1 に示すとおり公式により算定する。

風荷重は重力擁壁及びケーソン側面に，積雪荷重は重力擁壁に作用させる。 

2.1.6－162

195



 

 

 

(2) 重畳時 

３次元構造解析の入力値のうち，慣性力及び土圧は「5.3.5 照査時刻の設定」に

て選定した照査時刻において，地震応答解析から応答値を抽出する。入力値の一覧

を表 5.3.6－2 に，３次元構造解析への入力イメージを図 5.3.6－3 に，３次元構造

解析のフローを図 5.3.6－4 に示す。 

 

表 5.3.6－2 入力値の一覧（重畳時） 

入力値 算定方法 
２次元有限要素法 

から抽出する応答値 
載荷位置 

土圧 
２次元有限要素法に

よる常時応力解析 
土圧 作用位置 

水圧 公式 － 作用位置 

風荷重・積雪荷重 公式 － 作用位置 

遡上津波荷重 公式 － 作用位置 

慣性力 
躯体の慣性力 地震応答解析 応答加速度 躯体全体 

機器荷重の慣性力 地震応答解析 応答加速度 設置位置 

 

 

図 5.3.6－3 ３次元構造解析への入力イメージ（重畳時）  
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a. 常時荷重

常時荷重は「(1) 津波時」と同様とする。 

b. 重畳時荷重

(a) 慣性力

躯体の慣性力は，地震応答解析モデルにおけるケーソン及び重力擁壁の各

節点，各照査時刻における応答加速度から算定する。応答加速度の抽出位置

を図 5.3.6－5 に示す。 

水平方向及び鉛直方向の加速度の抽出は，抽出位置の全節点とする。 

算定した慣性力は，防波壁（波返重力擁壁）の３次元構造解析モデルに水

平方向及び鉛直方向に同時に入力する。入力する慣性力は，各照査時刻にお

ける水平方向及び鉛直方向の応答加速度の正負の方向とする。 

(b) 動水圧

躯体に作用する動水圧は，抽出する加速度を踏まえ，Westergaard の式に

より算定し，その算定にあたっては，海水の密度 1.03g/cm3 を考慮する。 

(c) 動土圧及び過剰間隙水圧

躯体に作用する動土圧及び過剰間隙水圧は，各地盤要素，各照査時刻にお

ける地震時荷重から算定する。動土圧及び過剰間隙水圧の抽出位置を図

5.3.6－6 に示す。 

抽出した水平及び鉛直方向の動土圧及び過剰間隙水圧の抽出は，防波壁

（波返重力擁壁）の３次元構造解析モデルに水平方向及び鉛直方向に同時に

入力する。 
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(d) 遡上津波荷重

遡上津波荷重は，表 5.3.6－2 に示すとおり公式により算定する。遡上津

波荷重として，「海域活断層から想定される地震による津波（津波水位 EL 

4.9m）」を考慮し，躯体側面に作用させる。 

(e) 風荷重及び積雪荷重

風荷重及び積雪荷重は，「(1) 津波時」と同様とする。
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5.4 評価対象部位 

３次元構造解析による施設の健全性評価に係る評価対象部位は，ケーソンの各部材

とする。 

5.5 許容限界 

許容限界は，「3.4 許容限界」と同様とする。 
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5.6 評価方法 

(1) ②－②断面及び④－④断面

３次元構造解析より得られた曲げモーメント及び軸力より算定される曲げ圧縮応

力度，曲げ引張応力度及びせん断力より算定されるせん断応力度が「5.5 許容限界」

で設定した許容限界以下であることを確認する。 

各要素の応力の方向を図 5.6－1 に示す。 

応力度算定には，解析コード「ＥＭＲＧＩＮＧ」を使用する。なお，解析コード

の検証，妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）

の概要」に示す。 

図 5.6－1 シェル要素における断面力の方向 

(2) ③－③断面

３次元構造解析に基づいて算定した圧縮応力度，引張応力度及びせん断応力度

が「5.5 許容限界」で設定した許容限界以下であることを確認する。 

各要素の応力の方向を図 5.6－2 に示す。 

図 5.6－2 ソリッド要素における応力の方向 

Ｍｘ，Ｍｙ：曲げモーメント

Ｑｘ，Ｑｙ：せん断力

Ｎｘ，Ｎｙ：軸力

Ｎｘｙ：せん断力（面内）
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b. 構造部材の健全性に対する評価結果 

②－②断面及び④－④断面において，ケーソンのコンクリート及び鉄筋の曲

げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対する照査を行った。 

コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 5.7.1－1 に，鉄筋の

曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 5.7.1－2 に，コンクリートのせん断破

壊（面外）に対する照査結果を表 5.7.1－3 に，コンクリートのせん断破壊（面内）

に対する照査結果を表 5.7.1－4 に示す。 

この結果から，ケーソンのコンクリートにおける発生応力度が，構造部材の健

全性に対する許容限界以下であることを確認した。 
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表 5.7.1－1(1) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 53 -56 1.2 13.5 0.09 

フーチング 37 11 0.3 13.5 0.03 

前壁 -4 -6 0.2 13.5 0.02 

後壁 -2 780 1.5 13.5 0.12 

側壁① 12 634 1.5 13.5 0.12 

側壁② 12 634 1.5 13.5 0.12 

隔壁① 1 -23 0.5 13.5 0.04 

隔壁② 1 -8 0.6 13.5 0.05 

隔壁③ 0 264 0.9 13.5 0.07 

隔壁④ 0 365 1.3 13.5 0.10 

隔壁⑤ 0 371 1.3 13.5 0.10 

隔壁⑥ 0 365 1.3 13.5 0.10 

表 5.7.1－1(2) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値

（④－④断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 47 -40 0.7 13.5 0.06 

前壁 13 20 0.4 13.5 0.03 

後壁 0 601 1.2 13.5 0.10 

側壁① 17 453 1.3 13.5 0.10 

側壁② 17 453 1.3 13.5 0.10 

隔壁① 0 161 0.6 13.5 0.05 

隔壁② 1 229 0.9 13.5 0.07 

隔壁③ 0 314 1.0 13.5 0.08 

隔壁④ 0 322 1.0 13.5 0.08 

隔壁⑤ 0 314 1.0 13.5 0.08 
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表 5.7.1－2(1) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 53 -56 85.5 294 0.30 

フーチング 51 -107 39.7 294 0.14 

前壁 2 -184 63.3 294 0.22 

後壁 4 -110 36.3 294 0.13 

側壁① 1 -169 73.5 294 0.25 

側壁② 1 -169 73.5 294 0.25 

隔壁① 0 -35 28.0 294 0.10 

隔壁② 0 -57 48.6 294 0.17 

隔壁③ 0 -72 57.5 294 0.20 

隔壁④ 0 -57 23.6 294 0.09 

隔壁⑤ 0 -52 21.3 294 0.08 

隔壁⑥ 0 -57 23.6 294 0.09 

表 5.7.1－2(2) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 47 -43 46.7 294 0.16 

前壁 7 -93 35.9 294 0.13 

後壁 6 -117 41.0 294 0.14 

側壁① 1 -29 10.0 294 0.04 

側壁② 1 -29 10.0 294 0.04 

隔壁① 0 -63 40.7 294 0.14 

隔壁② 0 -75 47.1 294 0.17 

隔壁③ 0 -4 1.1 294 0.01 

隔壁④ 0 -1 0.3 294 0.01 

隔壁⑤ 0 -4 1.1 294 0.01 
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表 5.7.1－3(1) コンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査における最大照査値 

（②－②断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 
せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τal 
せん断力 

Q(kN) 

底版 55 0.12 0.67 0.19 

フーチング 61 0.08 0.67 0.12 

前壁 10 0.02 0.67 0.04 

後壁 15 0.04 0.67 0.07 

側壁① 29 0.07 0.67 0.11 

側壁② 29 0.07 0.67 0.11 

隔壁① 3 0.03 0.67 0.05 

隔壁② 7 0.06 0.67 0.10 

隔壁③ 3 0.03 0.67 0.04 

隔壁④ 3 0.02 0.67 0.04 

隔壁⑤ 0 0.00 0.67 0.00 

隔壁⑥ 3 0.02 0.67 0.04 

表 5.7.1－3(2) コンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査における最大照査値 

（④－④断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 
せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τal 
せん断力 

Q(kN) 

底版 51 0.11 0.67 0.17 

前壁 23 0.06 0.67 0.09 

後壁 24 0.06 0.67 0.09 

側壁① 17 0.05 0.67 0.07 

側壁② 17 0.05 0.67 0.07 

隔壁① 4 0.03 0.67 0.06 

隔壁② 3 0.03 0.67 0.04 

隔壁③ 2 0.02 0.67 0.04 

隔壁④ 0 0.00 0.67 0.01 

隔壁⑤ 2 0.02 0.67 0.04 
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表 5.7.1－4(1) コンクリートせん断破壊（面内）に対する照査における最大照査値 

（②－②断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 せん断 

応力度 

（面内） 

τc(N/mm2) 

許容せん断 

応力度 

（面内） 

τ1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ1 
せん断力 

Q(kN) 

底版 46 0.08 1.51 0.06 

フーチング 140 0.14 1.51 0.10 

前壁 15 0.03 1.51 0.02 

後壁 173 0.35 1.99 0.18 

側壁① 159 0.32 1.52 0.21 

側壁② 159 0.32 1.52 0.21 

隔壁① 16 0.06 1.51 0.05 

隔壁② 47 0.19 1.73 0.11 

隔壁③ 77 0.31 1.93 0.16 

隔壁④ 76 0.31 1.56 0.20 

隔壁⑤ 78 0.31 1.57 0.20 

隔壁⑥ 76 0.31 1.56 0.20 

表 5.7.1－4(2) コンクリートのせん断破壊（面内）に対する照査における最大照査値 

（④－④断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 せん断 

応力度 

（面内） 

τc(N/mm2) 

許容せん断 

応力度 

（面内） 

τ1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ1 
せん断力 

Q(kN) 

底版 68 0.11 1.51 0.08 

前壁 27 0.05 1.54 0.04 

後壁 96 0.19 1.89 0.11 

側壁① 83 0.17 1.60 0.11 

側壁② 83 0.17 1.60 0.11 

隔壁① 53 0.21 1.78 0.12 

隔壁② 75 0.30 1.87 0.17 

隔壁③ 42 0.17 1.62 0.11 

隔壁④ 41 0.16 1.62 0.11 

隔壁⑤ 42 0.17 1.62 0.11 
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b. 構造部材の健全性に対する評価結果

③－③断面において，放水路ケーソンのコンクリートの圧縮応力度，引張応力

度及びせん断応力度に対する照査を行った。 

コンクリートの圧縮応力度に対する照査結果を表 5.7.1－5 に，コンクリート

の引張応力度に対する照査結果を表 5.7.1－6 に，コンクリートのせん断応力度

に対する照査結果を表 5.7.1－7 及び表 5.7.1－8 に示す。 

この結果から，放水路ケーソンのコンクリートにおける発生応力度が，構造部

材の健全性に対する許容限界以下であることを確認した。 
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表 5.7.1－5 コンクリートの圧縮応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象部材 

発生応力 圧縮強度 

（許容限界） 

f'ak(N/mm2) 

照査値 

σc/f'ak 
圧縮応力度 

σc(N/mm2) 

底版① -2.6 13.5 0.20 

底版② -2.6 13.5 0.20 

側壁① -4.2 13.5 0.32 

側壁② -4.2 13.5 0.32 

隔壁 -5.6 13.5 0.42 

頂版① -1.5 13.5 0.12 

頂版② -1.5 13.5 0.12 

表 5.7.1－6 コンクリートの引張応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象部材 

発生応力 引張強度 

（許容限界） 

ftk(N/mm2) 

照査値 

σs/ftk 
引張応力度 

σS(N/mm2) 

底版① 0.50 1.91 0.27 

底版② 0.50 1.91 0.27 

側壁① 0.64 1.91 0.34 

側壁② 0.64 1.91 0.34 

隔壁 1.17 1.91 0.62 

頂版① 0.68 1.91 0.36 

頂版② 0.68 1.91 0.36 

表 5.7.1－7 コンクリートのせん断応力度（面外）に対する照査における最大照査値 

評価対象部材 

発生応力 せん断強度 

（許容限界） 

a1(N/mm2)

照査値 

c/a1
せん断応力度 

τc(N/mm2) 

底版① 0.41 0.67 0.61 

底版② 0.41 0.67 0.61 

側壁① 0.47 0.67 0.70 

側壁② 0.47 0.67 0.70 

隔壁 0.00 0.67 0.00 

頂版① 0.65 0.67 0.98 

頂版② 0.65 0.67 0.98 
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表 5.7.1－8 コンクリートのせん断応力度（面内）に対する照査における最大照査値 

評価対象部材 

発生応力 せん断強度 

（許容限界） 

1(N/mm2)

照査値 

c/1
せん断応力度 

τc(N/mm2) 

底版① 0.53 1.51 0.36 

底版② 0.53 1.51 0.36 

側壁① 0.81 1.51 0.54 

側壁② 0.81 1.51 0.54 

隔壁 0.80 1.51 0.54 

頂版① 0.15 1.51 0.10 

頂版② 0.15 1.51 0.10 
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b. 構造部材の健全性に対する評価結果

②－②断面及び④－④断面において，ケーソンのコンクリート及び鉄筋の曲

げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対する照査を行った。 

コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 5.7.2－1 に，鉄筋

の曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 5.7.2－2 に，コンクリートのせん

断破壊（面外）に対する照査結果を表 5.7.2－3 に，コンクリートのせん断破壊

（面内）に対する照査結果を表 5.7.2－4 に示す。 

この結果から，ケーソンのコンクリート及び鉄筋における発生応力度が，構造

部材の健全性に対する許容限界（短期許容応力度）以下であることを確認した。 
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表 5.7.2－1(1) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 45 -48 1.0 13.5 0.08 

フーチング 25 -15 0.2 13.5 0.02 

前壁 1 525 1.0 13.5 0.08 

後壁 4 567 1.2 13.5 0.10 

側壁① 15 439 1.2 13.5 0.09 

側壁② 15 439 1.2 13.5 0.09 

隔壁① 3 208 1.0 13.5 0.08 

隔壁② 5 222 1.2 13.5 0.09 

隔壁③ 4 224 1.2 13.5 0.09 

隔壁④ 2 255 1.1 13.5 0.08 

隔壁⑤ 0 290 1.0 13.5 0.08 

隔壁⑥ 2 255 1.1 13.5 0.08 

表 5.7.2－1(2) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値

（④－④断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 73 53 1.4 13.5 0.11 

前壁 8 874 2.0 13.5 0.15 

後壁 28 822 2.2 13.5 0.17 

側壁① 29 787 2.2 13.5 0.17 

側壁② 29 787 2.2 13.5 0.17 

隔壁① 6 396 1.9 13.5 0.14 

隔壁② 5 381 1.8 13.5 0.14 

隔壁③ 2 483 1.8 13.5 0.14 

隔壁④ 0 483 1.6 13.5 0.12 

隔壁⑤ 2 483 1.8 13.5 0.14 
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表 5.7.2－2(1) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 45 -48 72.4 294 0.25 

フーチング -3 -218 36.9 294 0.13 

前壁 1 -78 25.5 294 0.09 

後壁 5 -98 33.7 294 0.12 

側壁① -2 -63 31.4 294 0.11 

側壁② -2 -63 31.4 294 0.11 

隔壁① 0 -38 30.6 294 0.11 

隔壁② 0 -57 44.8 294 0.16 

隔壁③ 0 -63 50.3 294 0.18 

隔壁④ 0 -13 5.6 294 0.02 

隔壁⑤ 0 -12 5.1 294 0.02 

隔壁⑥ 0 -13 5.6 294 0.02 

 

 

表 5.7.2－2(2) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面） 

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

Mmax(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 77 -47 72.0 294 0.25 

前壁 0 -122 41.1 294 0.14 

後壁 6 -147 49.0 294 0.17 

側壁① 2 -50 18.1 294 0.07 

側壁② 2 -50 18.1 294 0.07 

隔壁① 0 -95 58.7 294 0.20 

隔壁② 0 -95 58.8 294 0.20 

隔壁③ 0 -28 17.9 294 0.07 

隔壁④ 0 -33 20.3 294 0.07 

隔壁⑤ 0 -28 17.9 294 0.07 
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表 5.7.2－3(1) コンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査における最大照査値 

（②－②断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 
せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 せん断力 

Q(kN) 

底版 46 0.10 0.67 0.16 

フーチング 44 0.05 0.67 0.09 

前壁 24 0.07 0.67 0.11 

後壁 40 0.10 0.67 0.15 

側壁① 25 0.06 0.67 0.09 

側壁② 25 0.06 0.67 0.09 

隔壁① 2 0.02 0.67 0.03 

隔壁② 5 0.05 0.67 0.07 

隔壁③ 5 0.04 0.67 0.07 

隔壁④ 2 0.02 0.67 0.04 

隔壁⑤ 0 0.00 0.67 0.00 

隔壁⑥ 2 0.02 0.67 0.04 

表 5.7.2－3(2) コンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査における最大照査値 

（④－④断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 
せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τa1 せん断力 

Q(kN) 

底版 77 0.17 0.67 0.26 

前壁 36 0.09 0.67 0.14 

後壁 37 0.09 0.67 0.14 

側壁① 26 0.07 0.67 0.10 

側壁② 26 0.07 0.67 0.10 

隔壁① 8 0.07 0.67 0.11 

隔壁② 7 0.06 0.67 0.10 

隔壁③ 3 0.03 0.67 0.05 

隔壁④ 0 0.00 0.67 0.01 

隔壁⑤ 3 0.03 0.67 0.05 
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表 5.7.2－4(1) コンクリートのせん断破壊（面内）に対する照査における最大照査値 

（②－②断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 せん断 

応力度 

（面内） 

τc(N/mm2) 

許容せん断 

応力度 

（面内） 

τ1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ1 
せん断力 

Q(kN) 

底版 122 0.20 1.51 0.14 

フーチング 128 0.13 1.51 0.09 

前壁 53 0.11 1.84 0.06 

後壁 147 0.29 1.93 0.16 

側壁① 199 0.40 1.80 0.23 

側壁② 199 0.40 1.80 0.23 

隔壁① 40 0.16 1.85 0.09 

隔壁② 63 0.25 1.89 0.14 

隔壁③ 69 0.27 1.89 0.15 

隔壁④ 105 0.42 1.82 0.23 

隔壁⑤ 102 0.41 1.82 0.23 

隔壁⑥ 105 0.42 1.82 0.23 

表 5.7.2－4(2) コンクリートのせん断破壊（面内）に対する照査における最大照査値 

（④－④断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 せん断 

応力度 

（面内） 

τc(N/mm2) 

許容せん断 

応力度 

（面内） 

τ1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ1 
せん断力 

Q(kN) 

底版 162 0.27 1.51 0.18 

前壁 135 0.27 2.09 0.13 

後壁 152 0.30 2.15 0.15 

側壁① 251 0.50 2.00 0.26 

側壁② 251 0.50 2.00 0.26 

隔壁① 106 0.42 2.11 0.21 

隔壁② 110 0.44 2.06 0.22 

隔壁③ 148 0.59 2.02 0.30 

隔壁④ 149 0.60 2.01 0.30 

隔壁⑤ 148 0.59 2.02 0.30 
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表 5.7.2－5 コンクリートの圧縮応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象 

部材 

発生応力 
圧縮強度 

f'ak(N/mm2) 

照査値 

σc/f'ak 
圧縮応力度 

σc(N/mm2) 

底版① -2.0 13.5 0.15 

底版② -2.0 13.5 0.15 

側壁① -3.4 13.5 0.26 

側壁② -3.4 13.5 0.26 

隔壁 -4.6 13.5 0.34 

頂版① -1.4 13.5 0.11 

頂版② -1.4 13.5 0.11 

表 5.7.2－6 コンクリートの引張応力度に対する照査における最大照査値 

評価対象 

部材 

発生応力 
引張強度 

ftk(N/mm2) 

照査値 

σs/ftk 
引張応力度 

σS(N/mm2) 

底版① 0.47 1.91 0.25 

底版② 0.47 1.91 0.25 

側壁① 0.57 1.91 0.30 

側壁② 0.57 1.91 0.30 

隔壁 1.13 1.91 0.60 

頂版① 0.67 1.91 0.35 

頂版② 0.67 1.91 0.35 

表 5.7.2－7 コンクリートのせん断応力度（面外）に対する照査における最大照査値 

評価対象 

部材 

発生応力 
せん断強度 

a1(N/mm2)

照査値 

c/a1
せん断応力度 

τc(N/mm2) 

底版① 0.34 0.67 0.51 

底版② 0.34 0.67 0.51 

側壁① 0.43 0.67 0.65 

側壁② 0.43 0.67 0.65 

隔壁 0.00 0.67 0.00 

頂版① 0.61 0.67 0.91 

頂版② 0.61 0.67 0.91 
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表 5.7.2－8 コンクリートのせん断応力度（面内）に対する照査における最大照査値 

評価対象 

部材 

発生応力 
せん断強度 

1(N/mm2)

照査値 

c/1
せん断応力度 

τc(N/mm2) 

底版① 0.33 1.51 0.22 

底版② 0.33 1.51 0.22 

側壁① 0.55 1.51 0.37 

側壁② 0.55 1.51 0.37 

隔壁 0.56 1.51 0.38 

頂版① 0.24 1.51 0.16 

頂版② 0.24 1.51 0.16 
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3. 許容限界を超える部材

③－③断面の放水路ケーソンについて，津波時及び重畳時に対する強度評価の結果，発

生する応力度が許容限界を上回る要素が一部存在する。発生するせん断応力度（面外）が

許容限界を超える部材と最大照査値を表 3－1 及び表 3－2 に示す。 

表 3－1 津波時におけるせん断応力度（面外）が許容限界を超える部材と最大照査値 

（③－③断面）

評価対象

部材 

せん断 

応力度 

τc（N/mm2） 

許容応力度 

τa1 

（N/mm2） 

照査値 

τc／τa1 

底版① 1.17 0.67 1.76 

底版② 1.17 0.67 1.76 

隔壁 0.93 0.67 1.39 

表 3－2 重畳時におけるせん断応力度（面外）が許容限界を超える部材と最大照査値 

（③－③断面）

評価対象

部材 

せん断 

応力度 

τc（N/mm2） 

許容応力度 

τa1 

（N/mm2） 

照査値 

τc／τa1 

底版① 0.87 0.67 1.31 

底版② 0.87 0.67 1.31 

隔壁 0.75 0.67 1.12 
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4. 応力度の平均化の考え方

4.1 平均化範囲及び位置 

要素分割について，「2. ③－③断面のモデル化方針」のとおり，「土木学会マニ

ュアル」で断面高さ又は有効高さの 1.0 倍程度とするのが良いと記載されていること

から，応力度の平均化の範囲は，部材厚の 1.0 倍以内で実施することとする。 

応力度の平均化は，評価対象部材のうち最大応力度が発生している要素を対象と

し，当該要素と隣接する要素について平均化を実施する。 

4.2 平均化の考え方 

応力度の平均化は，許容限界を超えている当該要素に隣接する要素を対象と行う。平

均化した応力度は，当該要素の発生応力度と隣接する要素の発生応力度に対し，各要素

の面積に応じた加重平均として算出する。図 4－1 に平均化の概要図を示す。 

図 4－1 応力度平均化の概念図（せん断応力度（面外）） 

（参考）1－3
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5. せん断応力度（面外）の平均化後の照査結果

「4.2 平均化の考え方」に基づき算出した発生する応力度の平均化後の照査値を表 5

－1 及び表 5－2 に，平均化の概要図を図 5－1 に示す。この結果から，応力度平均化後の

照査値が許容限界を満足することを確認した。 

表 5－1 津波時における応力度平均度化後の応力度及び照査値（せん断応力度（面外）） 

評価対

象部位 

平均化 

要素数 

（個） 

発生応力度＊ 

（N/mm2） 

許容応力度 

（N/mm2） 
照査値＊ 

底版① 75 
0.41 

（1.17） 
0.67 

0.61 

（1.76） 

底版② 75 
0.41 

（1.17） 
0.67 

0.61 

（1.76） 

隔壁 12 
0.00 

（0.93） 
0.67 

0.00 

（1.39） 

注記＊：括弧内（ ）の値は平均化前の結果を表す。 

表 5－2 重畳時における応力度平均度化後の応力度及び照査値（せん断応力度（面外）） 

評価対

象部位 

平均化 

要素数 

（個） 

発生応力度＊ 

（N/mm2） 

許容応力度 

（N/mm2） 
照査値＊ 

底版① 75 
0.34 

（0.87） 
0.67 

0.51 

（1.31） 

底版② 75 
0.34 

（0.87） 
0.67 

0.51 

（1.31） 

隔壁 12 
0.00 

（0.75） 
0.67 

0.00 

（1.12） 

注記＊：括弧内（ ）の値は平均化前の結果を表す。 
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図 5－1 平均化の概要図（せん断応力度（面外），底版①） 

（底版②は底版①と分布状況が左右対称で同様であるため省略） 
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（参考資料２）ケーソンの漂流物衝突における強度評価 

1. 概要

防波壁（波返重力擁壁）は，津波時において，津波水位 EL 12.6m の位置に漂流物が衝

突するときの評価を実施しているが，津波水位より低い位置で漂流物が防波壁（波返重力

擁壁）に衝突することが想定されるため，ケーソンに漂流物が衝突した場合においても，

発生応力度が許容限界以下であることを確認する。 

2. 評価内容

ケーソンの３次元構造解析の評価については，漂流物衝突荷重の衝突位置以外は「5.

３次元構造解析」と同様とする。 

衝突荷重は「3.3 荷重及び荷重の組合せ」と同様，「施設全体に作用する津波漂流物に

よる衝突荷重」を設定するが，③－③断面は厚さ 0.7m の隔壁を有しているため，「局所的

な漂流物衝突荷重」も設定した。 

漂流物衝突荷重の衝突位置は，ケーソンの前壁の評価結果が最も厳しくなると想定され

るケーソン中央付近に作用させる。 

防波壁（波返重力擁壁）に作用する衝突荷重は，④－④断面はケーソン前面に漂流物対

策工を設置しているため，漂流物対策工による荷重分散を考慮し，高さ方向２m の荷重分

散を考慮した衝突荷重をケーソンに作用させる。②－②断面及び③－③断面はケーソン前

面に漂流物対策工を設置していないため，荷重分散は考慮しない。なお，③－③断面はケ

ーソンの幅 17m のうち開口部を除く     で荷重を負担するケース（ケース１）と，隔壁の

みに衝突するケース（ケース２）の２ケース実施する。ケーソンに作用する衝突荷重作用

図を図 2－1 に，評価対象構造物に対する設計用衝突荷重を表 2－1 に，衝突荷重を表 2－2

に，３次元構造解析の荷重作用のイメージを図 2－2 に示す。 
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②－②断面 ③－③断面

④－④断面

図 2－1 ケーソンに作用する衝突荷重作用図 
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表 2－1 評価対象構造物に対する設計用衝突荷重 

（「NS2-補-018-02 津波への配慮に関する説明書に係る補足説明資料 

4.5 漂流物による衝突荷重」参照） 

表 2－2 衝突荷重 

項目 ②－②断面
③－③断面

（ケース１）

③－③断面

（ケース２）
④－④断面

ブロック延長（m） 19.90 17.00 0.70 18.95 

衝突荷重（kN/m2） 360＊1 1,030＊2 1,720＊3 185＊4 

注記＊1：按分した衝突荷重 

＊2：ケーソンの幅 17m のうち開口部を除く  で荷重を負担した衝突荷重 

（              ≒1,030kN/m2） 

＊3：ケーソンの隔壁 0.7m で荷重を負担した衝突荷重 

（1,200kN÷0.7m2≒1,720kN/m2） 

＊4：荷重分散を考慮した衝突荷重（7,008kN(按分)÷37.9m2≒185kN/m2） 
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図 2－2(1) ３次元構造解析の荷重作用イメージ（②－②断面及び④－④断面） 

図 2－2(2) ３次元構造解析の荷重作用イメージ（③－③断面：ケース１） 
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図 2－2(3) ３次元構造解析の荷重作用イメージ（③－③断面：ケース２） 
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b. 構造部材の健全性に対する評価結果

②－②断面及び④－④断面において，ケーソンのコンクリート及び鉄筋の曲げ・

軸力系の破壊及びせん断破壊に対する照査を行った。 

コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 3－1 に，鉄筋の曲げ・

軸力系の破壊に対する照査結果を表 3－2 に，コンクリートのせん断破壊（面外）

に対する照査結果を表 3－3 に，コンクリートのせん断破壊（面内）に対する照査

結果を表 3－4 に示す。 

この結果から，ケーソンのコンクリートにおける発生応力度が，構造部材の健全

性に対する許容限界以下であることを確認した。 
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表 3－1(1) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 41 -45 0.9 13.5 0.07 

フーチング 38 -78 0.2 13.5 0.02 

前壁 -7 3 0.3 13.5 0.03 

後壁 8 462 1.1 13.5 0.09 

側壁① 14 401 1.1 13.5 0.09 

側壁② 14 401 1.1 13.5 0.09 

隔壁① 1 -27 0.6 13.5 0.05 

隔壁② 1 155 0.6 13.5 0.05 

隔壁③ 0 227 0.8 13.5 0.06 

隔壁④ 0 272 1.0 13.5 0.08 

隔壁⑤ 0 277 1.0 13.5 0.08 

隔壁⑥ 0 272 1.0 13.5 0.08 

表 3－1(2) コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値

（④－④断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ圧縮 

応力度 

σc (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σca(N/mm2) 

照査値 

σc/σca 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 37 -36 0.5 13.5 0.05 

前壁 18 107 0.6 13.5 0.05 

後壁 1 440 0.9 13.5 0.07 

側壁① 13 336 0.9 13.5 0.07 

側壁② 13 336 0.9 13.5 0.07 

隔壁① 0 188 0.7 13.5 0.05 

隔壁② 1 206 0.8 13.5 0.06 

隔壁③ 0 237 0.8 13.5 0.06 

隔壁④ 0 244 0.8 13.5 0.06 

隔壁⑤ 0 237 0.8 13.5 0.06 
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表 3－2(1) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（②－②断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 41 -45 67.4 294 0.23 

フーチング 39 -81 30.1 294 0.11 

前壁 1 -59 24.7 294 0.09 

後壁 5 -102 35.4 294 0.13 

側壁① 1 -44 17.9 294 0.07 

側壁② 1 -44 17.9 294 0.07 

隔壁① 0 -42 34.4 294 0.12 

隔壁② 0 -57 47.4 294 0.17 

隔壁③ 0 -68 54.0 294 0.19 

隔壁④ 0 -2 1.4 294 0.01 

隔壁⑤ 0 -1 0.5 294 0.01 

隔壁⑥ 0 -2 1.4 294 0.01 

表 3－2(2) 鉄筋の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（④－④断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 曲げ引張 

応力度 

σs (N/mm2) 

短期許容 

応力度 

σsa(N/mm2) 

照査値 

σs/σsa 
曲げモーメント 

M(kN・m) 

軸力 

N(kN) 

底版 37 -39 37.9 294 0.13 

前壁 10 -109 44.7 294 0.16 

後壁 7 -117 41.6 294 0.15 

側壁① 7 52 0.8 294 0.01 

側壁② 7 52 0.8 294 0.01 

隔壁① 0 -71 44.5 294 0.16 

隔壁② 0 -75 46.3 294 0.16 

隔壁③ 0 35 0.0 294 0.00 

隔壁④ 0 36 0.0 294 0.00 

隔壁⑤ 0 35 0.0 294 0.00 
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表 3－3(1) コンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査における最大照査値 

（②－②断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 
せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τal 
せん断力 

Q(kN) 

底版 43 0.10 0.67 0.15 

フーチング 44 0.05 0.67 0.09 

前壁 15 0.04 0.67 0.07 

後壁 38 0.10 0.67 0.16 

側壁① 22 0.05 0.67 0.08 

側壁② 22 0.05 0.67 0.08 

隔壁① 3 0.03 0.67 0.05 

隔壁② 4 0.03 0.67 0.06 

隔壁③ 3 0.02 0.67 0.04 

隔壁④ 2 0.02 0.67 0.03 

隔壁⑤ 0 0.00 0.67 0.00 

隔壁⑥ 2 0.02 0.67 0.03 

表 3－3(2) コンクリートのせん断破壊（面外）に対する照査における最大照査値 

（④－④断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 
せん断 

応力度 

τc(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τa1(N/mm2) 

照査値 

τc/τal 
せん断力 

Q(kN) 

底版 41 0.09 0.67 0.14 

前壁 36 0.08 0.67 0.13 

後壁 21 0.05 0.67 0.08 

側壁① 16 0.04 0.67 0.07 

側壁② 16 0.04 0.67 0.07 

隔壁① 1 0.01 0.67 0.02 

隔壁② 2 0.01 0.67 0.03 

隔壁③ 2 0.02 0.67 0.03 

隔壁④ 0 0.00 0.67 0.01 

隔壁⑤ 2 0.02 0.67 0.03 
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表 3－4(1) コンクリートせん断破壊（面内）に対する照査における最大照査値 

（②－②断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 せん断 

応力度 

（面内） 

τc(N/mm2) 

許容せん断 

応力度 

（面内） 

τ1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ1 
せん断力 

Q(kN) 

底版 29 0.05 1.51 0.04 

フーチング 108 0.11 1.51 0.08 

前壁 11 0.02 1.51 0.02 

後壁 133 0.27 1.80 0.15 

側壁① 90 0.18 1.57 0.12 

側壁② 90 0.18 1.57 0.12 

隔壁① 21 0.08 1.63 0.06 

隔壁② 50 0.20 1.77 0.12 

隔壁③ 68 0.27 1.88 0.15 

隔壁④ 42 0.17 1.62 0.11 

隔壁⑤ 44 0.17 1.64 0.11 

隔壁⑥ 42 0.17 1.62 0.11 

表 3－4(2) コンクリートのせん断破壊（面内）に対する照査における最大照査値 

（④－④断面）

評価対象 

部材 

発生断面力 せん断 

応力度 

（面内） 

τc(N/mm2) 

許容せん断 

応力度 

（面内） 

τ1(N/mm2) 

照査値 

τc/τ1 
せん断力 

Q(kN) 

底版 65 0.11 1.51 0.08 

前壁 46 0.09 1.64 0.06 

後壁 72 0.14 1.79 0.09 

側壁① 49 0.10 1.81 0.06 

側壁② 49 0.10 1.81 0.06 

隔壁① 60 0.24 1.82 0.14 

隔壁② 70 0.28 1.83 0.16 

隔壁③ 47 0.19 1.67 0.12 

隔壁④ 46 0.18 1.67 0.11 

隔壁⑤ 47 0.19 1.67 0.12 
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b. 構造部材の健全性に対する評価結果

③－③断面において，放水路ケーソンのコンクリートの圧縮応力度，引張応力

度及びせん断応力度に対する照査を行った。 

ケース１及びケース２ついて，コンクリートの圧縮応力度に対する照査結果を

表 3－5 に，コンクリートの引張応力度に対する照査結果を表 3－6 に，コンクリ

ートのせん断破壊（面外）に対する照査結果を表 3－7 に，コンクリートのせん断

破壊（面内）に対する照査結果を表 3－8 に示す。 

この結果から，放水路ケーソンのコンクリートにおける発生応力度が，構造部

材の健全性に対する許容限界以下であることを確認した。 
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表 3－5(1) コンクリートの圧縮応力度に対する照査における最大照査値 

（ケース１）

評価対象部材 

発生応力 圧縮強度 

（許容限界） 

f'ak(N/mm2) 

照査値 

σc/f'ak 
圧縮応力度 

σc(N/mm2) 

底版① -1.7 13.5 0.13 

底版② -1.7 13.5 0.13 

側壁① -2.5 13.5 0.19 

側壁② -2.5 13.5 0.19 

隔壁 -3.4 13.5 0.26 

頂版① -1.0 13.5 0.08 

頂版② -1.0 13.5 0.08 

表 3－5(2) コンクリートの圧縮応力度に対する照査における最大照査値 

（ケース２）

評価対象部材 

発生応力 圧縮強度 

（許容限界） 

f'ak(N/mm2) 

照査値 

σc/f'ak 
圧縮応力度 

σc(N/mm2) 

底版① -1.6 13.5 0.12 

底版② -1.6 13.5 0.12 

側壁① -2.4 13.5 0.18 

側壁② -2.4 13.5 0.18 

隔壁 -3.2 13.5 0.24 

頂版① -1.0 13.5 0.08 

頂版② -1.0 13.5 0.08 

（参考）2－15

244
－



表 3－6(1) コンクリートの引張応力度に対する照査における最大照査値 

（ケース１）

評価対象部材 

発生応力 引張強度 

（許容限界） 

ftk(N/mm2) 

照査値 

σs/ftk 
引張応力度 

σS(N/mm2) 

底版① 0.54 1.91 0.29 

底版② 0.54 1.91 0.29 

側壁① 0.45 1.91 0.24 

側壁② 0.45 1.91 0.24 

隔壁 0.86 1.91 0.46 

頂版① 0.48 1.91 0.26 

頂版② 0.48 1.91 0.26 

表 3－6(2) コンクリートの引張応力度に対する照査における最大照査値 

（ケース２）

評価対象部材 

発生応力 引張強度 

（許容限界） 

ftk(N/mm2) 

照査値 

σs/ftk 
引張応力度 

σS(N/mm2) 

底版① 0.57 1.91 0.31 

底版② 0.57 1.91 0.31 

側壁① 0.35 1.91 0.19 

側壁② 0.35 1.91 0.19 

隔壁 0.73 1.91 0.39 

頂版① 0.49 1.91 0.26 

頂版② 0.49 1.91 0.26 
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表 3－7(1) コンクリートのせん断応力度（面外）に対する照査における最大照査値 

（ケース１）

評価対象部材 

発生応力 せん断強度 

（許容限界） 

a1(N/mm2)

照査値＊ 

c/a1
せん断応力度＊ 

τc(N/mm2) 

底版① 
0.29 

（0.80） 
0.67 

0.43 

（1.19） 

底版② 
0.29 

（0.80） 
0.67 

0.43 

（1.19） 

側壁① 0.30 0.67 0.45 

側壁② 0.30 0.67 0.45 

隔壁 0.59 0.67 0.88 

頂版① 0.41 0.67 0.62 

頂版② 0.41 0.67 0.62 

注記＊：括弧内（ ）の値は平均化前の結果を表す。 

表 3－7(2) コンクリートのせん断応力度（面外）に対する照査における最大照査値 

（ケース２）

評価対象部材 

発生応力 せん断強度 

（許容限界） 

a1(N/mm2)

照査値＊ 

c/a1
せん断応力度＊ 

τc(N/mm2) 

底版① 
0.28 

（0.77） 
0.67 

0.42 

（1.15） 

底版② 
0.28 

（0.77） 
0.67 

0.42 

（1.15） 

側壁① 0.30 0.67 0.45 

側壁② 0.30 0.67 0.45 

隔壁 0.56 0.67 0.84 

頂版① 0.42 0.67 0.63 

頂版② 0.42 0.67 0.63 

注記＊：括弧内（ ）の値は平均化前の結果を表す。 
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表 3－8(1) コンクリートのせん断応力度（面内）に対する照査における最大照査値 

（ケース１）

評価対象部材 

発生応力 せん断強度 

（許容限界） 

1(N/mm2)

照査値 

c/1
せん断応力度 

τc(N/mm2) 

底版① 0.38 1.51 0.26 

底版② 0.38 1.51 0.26 

側壁① 0.42 1.51 0.28 

側壁② 0.42 1.51 0.28 

隔壁 0.46 1.51 0.31 

頂版① 0.09 1.51 0.06 

頂版② 0.09 1.51 0.06 

表 3－8(2) コンクリートのせん断応力度（面内）に対する照査における最大照査値 

（ケース２）

評価対象部材 

発生応力 せん断強度 

（許容限界） 

1(N/mm2)

照査値 

c/1
せん断応力度 

τc(N/mm2) 

底版① 0.35 1.51 0.24 

底版② 0.35 1.51 0.24 

側壁① 0.35 1.51 0.24 

側壁② 0.35 1.51 0.24 

隔壁 0.50 1.51 0.34 

頂版① 0.10 1.51 0.07 

頂版② 0.10 1.51 0.07 
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（参考資料３） 重畳時の解析方法の妥当性 

1. 概要

重畳時は，津波と余震が同時に防波壁（波返重力擁壁）に作用する事象である。その

ため，重畳時に発生する応力値は，「4.1.2 重畳時」に示す解析方法のとおり，余震作

用時と津波作用時においてそれぞれ算定し，余震に伴う最大応力値と津波に伴う応力値

を足し合わせたうえで，重複している常時応力解析による応力値を差し引いて算定して

いる。（以下「基本ケース」という。） 

一方で，重畳時の現象を踏まえると，津波が作用する前に余震が作用し始めているこ

とから，津波が作用する時点で余震に伴う地盤のひずみが既に発生しており，地盤の非

線形性から地盤剛性が低下していることが想定される。 

そこで本資料では，余震に伴い地盤剛性が低下した状態で津波が作用することを想定

した解析（以下「ステップ解析」という。）による影響検討を実施する。 

2. 評価内容

評価対象断面については，重畳時において実施している②－②断面，③－③断面及び

④－④断面のうち，「4.3.2 重畳時」に示すとおり，基本ケースにおいて重力擁壁の照

査値が最も大きい②－②断面を選定する。 

解析方法については，解析ステップ以外は「4.1.2 重畳時」と同様とする。 

解析ステップは，初めに余震作用時の地震応答解析を実施し，余震に伴う最大応力発

生時の応力状態を初期状態として津波作用時の応答解析を実施する。これにより，

「4.1.2 重畳時」と同様に，余震に伴う最大応力発生時に津波が同時作用するととも

に，余震に伴い地盤剛性が低下した状態で津波を作用させることができる。 

3. 評価結果

照査値が最大となる重力擁壁のコンクリートのせん断破壊に対する照査値を表 3－1 に

示す。 

重力擁壁のコンクリートのせん断破壊の照査（②－②断面）において，基本ケースに

対してステップ解析の照査値が変わらないことを確認した。 
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表 3－1 重力擁壁のコンクリートのせん断破壊に対する最大照査値 

（②－②断面）

解析ケース 

発生断面力 

せん断応力度 

c(N/mm2)

短期許容応力度 

a1(N/mm2)

照査値 

c/a1せん断力 

Q(kN) 

基本ケース 
「4.3.2 重畳時」

にて評価済み 
610 0.16 0.64 0.25 

ステップ解析 604 0.16 0.64 0.25 
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2. 浸水防護施設に関する補足資料

2.1 防波壁に関する補足説明

2.1.7 防波壁の止水目地に関する補足説明 
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1. 概要及び評価方針 

1.1 概要 

防波壁は，構造上の境界部及び構造物間に生じる相対変位に対して有意な漏えいを生

じない変形に留まる止水目地を設置することにより，有意な漏えいを生じない性能を保

持する設計としている。 

止水目地が地震時，津波時及び重畳時において構造物間の変位に対し有意な漏えいを

生じない変形に留まること，津波による波圧に対し有意な漏えいを生じない変形に留ま

ること及び止水目地から有意な漏えいが生じないことを性能確認試験等により確認す

る。また，長期的な経年劣化に対して，有意な性能低下が生じないことを確認する。 

止水目地は，防波壁の構造上の境界部及び構造物間に生じる相対変位の大きさに応じ

て，止水目地（ゴムジョイント）及び止水目地（シートジョイント）を使い分ける。 

止水目地は防波壁の地震応答解析による変位に応じ，防波壁（逆Ｔ擁壁）の一部に止

水目地（ゴムジョイント）を設置し，その他の範囲においては止水目地（シートジョイ

ント）を設置する。 

止水目地の設置箇所を図 1.1－1 に，止水目地の詳細図を図 1.1－2 に，止水目地の種類

ごとの設置箇所を表 1.1－1 に示す。 

防波壁の構造物間に生じる相対変位量については，「2.1.1 防波壁（多重鋼管杭式

擁壁）の耐震性についての計算書に関する補足説明」，「2.1.2 防波壁（多重鋼管杭

式擁壁）の強度計算書に関する補足説明」，「2.1.3 防波壁（逆Ｔ擁壁）の耐震性につ

いての計算書に関する補足説明」，「2.1.4 防波壁（逆Ｔ擁壁）の強度計算書に関す

る補足説明」，「2.1.5 防波壁（波返重力擁壁）の耐震性についての計算書に関する

補足説明」及び「2.1.6 防波壁（波返重力擁壁）の強度計算書に関する補足説明」に

示す。 

  

251
2.1.7－1



図 1.1－1(1) 止水目地設置箇所 

図 1.1－1(2) 止水目地設置箇所（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）） 
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図 1.1－1(3) 止水目地設置箇所（防波壁（逆Ｔ擁壁）） 

 

 

図 1.1－1(4) 止水目地設置箇所（防波壁（波返重力擁壁）） 
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図 1.1－2(1) 止水目地（ゴムジョイント）詳細図 

 

 

図 1.1－2(2) 止水目地（シートジョイント①）詳細図 

 

 

図 1.1－2(3) 止水目地（シートジョイント②）詳細図 
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表 1.1－1 止水目地設置箇所一覧 

止水目地の種類 止水目地の仕様 設置箇所 

ゴムジョイント 
厚み：12mm 

主材料：クロロプレンゴム 
防波壁（逆Ｔ擁壁） 

シートジョイント① 

シート全長：1720mm 

厚み：10mm 

主材料：クロロプレンゴム 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

シートジョイント② 

シート全長：2100mm 

厚み：10mm 

主材料：クロロプレンゴム 

防波壁（逆Ｔ擁壁） 

防波壁（波返重力擁壁） 
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1.2 評価方針 

止水目地の評価方針として，地震時，津波時及び重畳時における変位に対し有意な漏

えいを生じない変形に留まることを確認する。また，津波時及び重畳時における波圧に

対して有意な漏えいを生じない変形に留まること，及び止水目地から有意な漏えいが生

じないことを確認する。さらに，長期的な経年劣化に対して，有意な性能低下が生じな

いことを確認する。 

防波壁の相対変位について，止水目地の性能確認試験等においては，法線直交方向の相対

変位については「ずれ」，法線方向の相対変位については「目開き」，深度方向の相対変位

は「段差」として表記する。変位方向のイメージを図 1.2－1 に示す。 

止水目地（ゴムジョイント）及び止水目地（シートジョイント）の評価フローを図 1.2－

2 及び図 1.2－3 に，止水目地の確認項目及び評価方法を表 1.2－1 及び表 1.2－2 に示す。 

 

 

図 1.2－1 止水目地の変位方向のイメージ図 

 

  

段差：深度方向相対変位

法線

防波壁

防波壁

〔陸側〕

ずれ：法線直交方向相対変位

目開き：法線方向相対変位 〔海側〕

止水目地
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図 1.2－2 止水目地（ゴムジョイント）の評価フロー  
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表 1.2－1 止水目地（ゴムジョイント）の確認項目及び評価方法 

 

 

  

地震時 津波時 重畳時＊2

変形に対して有意な漏え
いを生じない変形に留ま
ることの確認

【変形量評価】
・地震時の変形量がゴムジョ
　イントの許容限界以下であ

　ることを確認＊1

【変形試験】
・最大変位となる地震時の変形
  量を上回る変位を考慮した変
  形試験を実施し，破損がない
  ことを確認

【変形量評価】
・津波時の変形量がゴムジョ
　イントの許容限界以下であ

　ることを確認＊1 －

（検討対象外）

波圧に対して有意な漏え
いを生じないことの確認

－

（地震時は要求されないため対
象外）

【変形・耐圧試験】
・津波波圧を負荷するのと同
　時に，津波時の変形量を上
　回る変位を考慮した変形・
　耐圧試験を実施し，破損及
　び漏えいがないことを確認
・試験時に取付部及びアンカー
　ボルトの耐圧性を確認

－

（検討対象外）

経年劣化に対して有意な
性能低下が生じないこと
の確認

確認項目
止水目地（ゴムジョイント）の評価方法

【耐候性試験】
・経年劣化に対する耐候性を確認

注記＊1：「2.1.3　防波壁（逆Ｔ擁壁）の耐震性についての計算書に関する補足説明」及び「2.1.4　防波壁（逆Ｔ擁壁）
　　　  　の強度計算書に関する補足説明」において確認する。

　　＊2：止水目地（ゴムジョイント）は重畳時の津波高さEL 4.9m以上の高さに設置するため，重畳時の検討は実施
　　　　 しない。
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図 1.2－3 止水目地（シートジョイント）の評価フロー 
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表 1.2－2 止水目地（シートジョイント）の確認項目及び評価方法 

 

 

  

地震時 津波時 重畳時
＊2

変形に対して有意な漏え
いを生じない変形に留ま
ることの確認

【変形量評価】
・地震時の変形量がシート
　ジョイントの許容限界以下

　であることを確認＊1

【変形量評価】
・津波時の変形量がシート
　ジョイントの許容限界以下

　であることを確認＊1

【変形量評価】
・重畳時の変形量がシート
　ジョイントの許容限界以下

　であることを確認＊1

波圧に対して有意な漏え
いを生じないことの確認

－

（地震時は要求されないため対
象外）

【引張試験】
・シートジョイントの引張強
　度が，津波時の津波波圧に
　より生じる引張応力を上回
　ることを確認
【耐圧試験】
・津波波圧を上回る水圧を負
　荷した耐圧試験を実施し，
　破損及び漏えいがないこと
　を確認
【取付部及びアンカーボルト
　の耐圧性評価】
・津波波圧に対する取付部及
　びアンカーボルトの耐圧性
　を確認

【引張試験】
・シートジョイントの引張強
　度が，重畳時の津波波圧に
　より生じる引張応力を上回
　ることを確認
【耐圧試験】
・津波波圧を上回る水圧を負
　荷した耐圧試験を実施し，
　破損及び漏えいがないこと
　を確認
【取付部及びアンカーボルト
　の耐圧性評価】
・津波波圧による取付部及び
　アンカーボルトの耐圧性を
　確認

経年劣化に対して有意な
性能低下が生じないこと
の確認

【耐候性試験】
・経年劣化に対する耐候性を確認

注記＊1：「2.1.1　防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の耐震性についての計算書に関する補足説明」，「2.1.2　防波壁（多重
　　　　　鋼管杭式擁壁）の強度計算書に関する補足説明」，「2.1.3　防波壁（逆Ｔ擁壁）の耐震性についての計算書に
　　　　　関する補足説明」，「2.1.4　防波壁（逆Ｔ擁壁）の強度計算書に関する補足説明」，「2.1.5　防波壁（波返
　　　　　重力擁壁）の耐震性についての計算書に関する補足説明」及び「2.1.6　防波壁（波返重力擁壁）の強度計算書
　　　　　に関する補足説明」において確認する。

　　＊2：止水目地（シートジョイント）は重畳時の津波高さEL 4.9m以下の高さに設置する箇所があるため，重畳時の
 　　　　検討を実施する。

確認項目
止水目地（シートジョイント）の評価方法
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1.3 止水目地の変位量における許容限界の設定 

止水目地は，地震時，津波時及び重畳時における防波壁の変位に対して有意な漏えい

が生じない変形に留まる必要があるため，止水目地（ゴムジョイント）又は止水目地（シ

ートジョイント）の長さに十分な余裕を確保する。表 1.3－1 に止水目地の変位量の許容

限界，図 1.3－1 に止水目地の変位量の許容限界概念図を示す。 

 

表 1.3－1 止水目地の変位量の許容限界 

止水目地 設置箇所 許容限界 

ゴムジョイント 防波壁（逆Ｔ擁壁） 許容変位 449mm 

シートジョイント① 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 許容変位 1580mm 

シートジョイント② 
防波壁（波返重力擁壁） 

許容変位 1936mm 
防波壁（逆Ｔ擁壁） 

 

 

図 1.3－1(1) 止水目地（ゴムジョイント）の変位量の許容限界概念図 

  

許容変位：449mm
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図 1.3－1(2) 止水目地（シートジョイント①）の変位量の許容限界概念図 

 

 

図 1.3－1(3) 止水目地（シートジョイント②）の変位量の許容限界概念図 

 

許容変位：1580mm

許容変位：1936mm
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2. 評価方法及び評価結果 

2.1 止水目地（ゴムジョイント） 

2.1.1 止水目地（ゴムジョイント）の変形量評価 

止水目地（ゴムジョイント）の変形量評価については，止水目地（ゴムジョイ

ント）の設置箇所において，地震時及び津波時による構造物間の相対変位に対し

有意な漏えいを生じない変形に留まることを確認する。 

評価結果については，「2.1.3 防波壁（逆Ｔ擁壁）の耐震性についての計算書

に関する補足説明」及び「2.1.4 防波壁（逆Ｔ擁壁）の強度計算書に関する補足

説明」にて地震時及び津波時の相対変位量が止水目地の変位の許容限界以下であ

ることを確認している。 

 

2.1.2 止水目地（ゴムジョイント）の変形試験 

(1) 試験概要 

止水目地（ゴムジョイント）の変形試験においては，止水目地（ゴムジョイント）

の設置箇所について地震時及び津波時における変位量を上回る試験変位量を作用さ

せて，有意な漏えいを生じない変形に留まることを確認する。 

止水目地（ゴムジョイント）の変形試験では，地震時及び津波時の構造物間の相対

変位を考慮し，これらのうち最大となる地震時の相対変位量に対して行う。 

止水目地（ゴムジョイント）は，図 2.1－1 に示すとおり，設置範囲において折曲

り部を有するため，折曲り部を模擬した試験機（図 2.1－2）によって，止水目地に３

軸方向変位（ずれ，目開き及び段差）を加えることにより，変形試験を実施する。変

形試験のフローを図 2.1－3 に示す。 

 

 

図 2.1－1 防波壁（逆Ｔ擁壁）における止水目地（ゴムジョイント）設置状況イメージ図  
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（試験機写真） 

 

（試験機構造図） 

図 2.1－2 止水目地（ゴムジョイント）における試験機概要図  
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図 2.1－3  止水目地（ゴムジョイント）の変形試験のフロー 

 

(2) 試験条件 

止水目地（ゴムジョイント）の変形試験については，地震時及び津波時の最大

変位量を上回る試験変位量を加え，止水目地の破損がないことを確認する。な

お，取付部及びアンカーボルトについても防波壁に設置する止水目地（ゴムジョ

イント）と同等のアンカーボルトのピッチ及び仕様で設置する。 

試験変位量については，止水目地（ゴムジョイント）を設置する防波壁（逆 T

擁壁）における変位を参照して設定する。表 2.1－1 に，防波壁（逆Ｔ擁壁）にお

ける地震時の相対変位量及びそれを踏まえた変形試験の試験変位量を示す。 

 

表 2.1－1 止水目地（ゴムジョイント）の変形試験における試験変位量 

項目 

地震時の 

相対変位量＊ 

(mm) 

試験 

変位量 

(mm) 

ずれ量 141 200 

目開き量 3 145 

段差量 24 100 

合成変位量 143 267 

注記＊：相対変位量の算定位置及び算定結果については，「2.1.3 防波壁（逆Ｔ擁壁） 

の耐震性についての計算書に関する補足説明資料」に示す。 

  

止水目地（ゴムジョイント）セット

試験変位量（３軸方向変位）設定

有意な漏えいが生じない変形に
留まることの確認
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(3) 試験結果 

図 2.1－4～図 2.1－7 に止水目地（ゴムジョイント）の変形試験状況写真を，表

2.1－2 に止水目地（ゴムジョイント）の変形試験結果を示す。地震時の相対変位量

を上回る試験条件として設定した試験変位量以上の変位に対して，止水目地（ゴム

ジョイント）の破損はなく，有意な漏えいが生じない変形に留まることを確認した。 

 

  

  

ずれ量確認 

（試験変位量 200mm，測定値 300（変位後）-90(変位前)＝210mm） 

図 2.1－4 止水目地（ゴムジョイント）変形試験 3 軸方向変位確認 

  

ずれ変位後
300mm

ずれ変位前
90mm

ずれ変位後
300mm
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目開き量確認 

（試験変位量 145mm,測定値 427(変位後)-280（変位前）=147mm） 

図 2.1－5 止水目地（ゴムジョイント）変形試験 3 軸方向変位確認 

 

 

  

段差量確認 

（試験変位量：100mm,測定値：102mm） 

図 2.1－6 止水目地（ゴムジョイント）変形試験 3 軸方向変位確認 

  

目開き変位前
280mm

目開き変位後
427mm

段差102mm
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図 2.1－7 止水目地（ゴムジョイント）変形試験 変位後破損無し確認 

 

 

表 2.1－2 止水目地（ゴムジョイント）の変形試験結果 

試験項目 試験変位量 測定値 破損 

変形試験 

ずれ量 mm 200 210 

無 目開き量 mm 145 147 

段差量 mm 100 102 
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2.1.3 止水目地（ゴムジョイント）の変形・耐圧試験 

(1) 試験概要 

止水目地（ゴムジョイント）の変形・耐圧試験においては，止水目地（ゴムジ

ョイント）の設置箇所において，津波時による変位に対して有意な漏えいを生じ

ない変形に留まること及び止水目地から有意な漏えいが生じないことを確認する

ため，変形試験と同様の試験機を用いて，津波時における変位量を上回る試験変

位量を作用させるとともに，津波時の最大波圧を上回る試験水圧を作用させた変

形・耐圧試験を実施し，止水目地（ゴムジョイント）に破損及び漏えいが生じな

いことを確認する。 

取付部及びアンカーボルトについては，現地に設置する止水目地（ゴムジョイ

ント）と同等のアンカーボルトのピッチ及び仕様で設置することで，本試験によ

り止水目地（ゴムジョイント）の取付部及びアンカーボルトの耐圧性，健全性を

確認する。止水ジョイント（ゴムジョイント）の変形・耐圧試験のフローを図 2.1

－8 に示す。 

 

 

図 2.1－8 止水目地（ゴムジョイント）の変形・耐圧試験のフロー 

  

止水目地（ゴムジョイント）セット

試験変位量（３軸方向変位）設定

注水・試験水圧まで加圧

有意な漏えいが生じない変形に
留まること及び有意な漏えいが

生じないことの確認

60分間保持
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(2) 試験条件 

止水目地（ゴムジョイント）の変形・耐圧試験の条件として設定する試験水圧

及び試験変位量については，津波時の最大波圧を踏まえて設定する。 

 

a. 試験水圧 

止水目地（ゴムジョイント）に考慮する津波波圧は，朝倉式により各施設の設

置位置における設置地盤高さを考慮し，津波の水位と各施設の敷地高さの差分の

1/2 倍を浸水深として，浸水深の 3 倍で作用する水圧として算定する。津波時の最

大波圧は，津波高さを EL 12.6m，地盤高さを EL 8.5m として算定する。 

変形・耐圧試験における試験水圧は，津波時の最大波圧を踏まえ，保守的に設

定する。 

止水目地（ゴムジョイント）を設置する防波壁（逆Ｔ擁壁）における津波時の最

大波圧の算定イメージを図 2.1－9 に，止水目地（ゴムジョイント）の変形・耐圧

試験における試験水圧を表 2.1－3 に示す。 

 

図 2.1－9 津波時の最大波圧の算定イメージ図（防波壁（逆Ｔ擁壁）） 

 

表 2.1－3 止水目地（ゴムジョイント）の変形・耐圧試験における試験水圧 

津波時の最大波圧

(MPa) 

試験水圧 

(MPa) 

0.07 0.11 

 

  

←海 陸→

埋戻土

岩盤

EL 15m

EL 8.5m

▽ EL 12.6m

津波波圧

最大津波波圧算定位置
EL 8.0m
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b. 試験変位量 

止水目地（ゴムジョイント）設置箇所である防波壁（逆Ｔ擁壁）における津波時

の相対変位量を踏まえた変形・耐圧試験の試験変位量を表 2.1－4 に示す。 

 

表 2.1－4 止水目地（ゴムジョイント）の変形・耐圧試験における試験変位量 

項目 

津波時の 

相対変位量＊ 

(mm) 

試験 

変位量 

(mm) 

ずれ量 12 100 

目開き量 0 145 

段差量 0 100 

合成変位量 12 203 

注記＊：相対変位量の算定位置及び算定結果については，「2.1.4 防波壁（逆Ｔ擁壁） 

の強度計算書に関する補足説明資料」に示す。 

 

c. 試験条件まとめ 

止水目地（ゴムジョイント）の変形・耐圧試験における試験条件を表 2.1－5 に示

す。水圧保持時間は津波波圧の作用時間に対して保守的に 60 分とした。 

 

表 2.1－5 止水目地（ゴムジョイント）の変形・耐圧試験条件 

試験項目 試験条件 

変形・ 

耐圧試験 

試験水圧 MPa 0.11 

水圧保持時間 分 60 

ずれ量 mm 100 

目開き量 mm 145 

段差量 mm 100 
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(2) 試験結果 

図 2.1－10～図 2.1－13 に止水目地（ゴムジョイント）の変形・耐圧試験状況写

真を，表 2.1－6 に止水目地（ゴムジョイント）の変形・耐圧試験結果を示す。 

試験水圧及び試験変位量に対して，止水目地の破損はなく，漏えいが生じないこ

とから，津波による波圧に対して有意な漏えいを生じない変形に留まること及び止

水目地から有意な漏えいが生じないことを確認した。 

また，変形・耐圧試験において漏えいが生じなかったことから，止水目地（ゴム

ジョイント）の取付部及びアンカーボルトについては，耐圧性及び健全性を有する

ことを確認した。 

 

 

図 2.1－10 止水目地（ゴムジョイント）変形・耐圧試験 変位後状況 

 

  

ずれ量・段差量確認 

(ずれ量：試験変位量 100mm，測定値 101mm／段差量：試験変位量 100mm，測定値 103mm) 

図 2.1－11 止水目地（ゴムジョイント）変形・耐圧試験 ３軸方向変位確認 

  

段差
103mm

ずれ
101mm

段差
103mm

ずれ
101mm
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目開き量確認 

（試験変位量 145mm，測定値 425(変位後)－280(変位前)＝145mm） 

図 2.1－12 止水目地（ゴムジョイント）変形・耐圧試験 ３軸方向変位確認 

 

    

60 分間保持後水圧確認，漏えいなし確認 

図 2.1－13 止水目地（ゴムジョイント）変形・耐圧試験 試験完了確認 

 

表 2.1－6 止水目地（ゴムジョイント）の変形・耐圧試験結果 

試験項目 試験条件 測定値 
試験結果 

破損 漏えい 

引張・ 

耐圧試験 

水圧 MPa 0.11 0.11 

無 無 

水圧保持時間 分 60 66 

ずれ量 mm 100 101 

目開き量 mm 145 145 

段差量 mm 100 103 

 

 

  

アンカー間隔
変位前280mm

アンカー間隔
変位後425mm
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2.1.4 止水目地（ゴムジョイント）の耐候性試験 

(1) 試験概要 

止水目地（ゴムジョイント）が長期的な経年劣化に対いて有意な性能低下が生じ

ないことを確認するため，止水目地（ゴムジョイント）の主材料であるクロロプレ

ンゴムの耐候性試験を実施する。耐候性試験においては，熱老化による伸び性能の

低下を指標とし，耐候性能を確認する。耐候性試験は加熱温度 70℃，100℃，120℃

の３種類でゴムの伸び残存率と加熱時間の関係を測定する。 

 

(2) 試験結果 

耐候性試験の結果を図 2.1―14 に示す。耐候性試験結果をもとに，残存率が 90％，

80％，70％，60％，50％となる日数と温度の関係をグラフ化したものを図 2.1－15

に示す。図 2.1－15 から，20℃，30℃，40℃における残存率と日数の関係を読み取

り，図 2.1－16 に示す。露出部使用環境の平均気温を 30℃としても，初期伸び率の

残存率 50％を確保できる耐用年数は 38 年と推定できる。 

以上より耐用年数期間においては十分な耐候性を有していることを確認した。 

 

図 2.1－14 ゴム材料の耐圧試験結果（ゴムの伸び残存率）  
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図 2.1－15 ゴム材料の残存率に応じた温度と日数の関係 
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図 2.1－16 止水目地（ゴムジョイント）の耐候年数推定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38年

凡例

イ：屋外使用（秋田県）12年経過 ：屋外使用（北海道）12.5年経過

：埋没使用（岐阜県）13年経過

：埋没使用（埼玉県）19年経過

：屋外使用（東京都）46年経過

ロ

ハ 二

ホ
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2.2 止水目地（シートジョイント） 

2.2.1 止水目地（シートジョイント）の変形量評価 

止水目地（シートジョイント）の変形量評価については，止水目地（シートジ

ョイント）の設置箇所において，地震時，津波時及び重畳時による構造物間の相

対変位に対し有意な漏えいを生じない変形に留まることを確認する。 

評価結果については，「2.1.1 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の耐震性について

の計算書に関する補足説明」，「2.1.2 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の強度計算

書に関する補足説明」，「2.1.3 防波壁（逆Ｔ擁壁）の耐震性についての計算書

に関する補足説明」，「2.1.4 防波壁（逆Ｔ擁壁）の強度計算書に関する補足説

明」，「2.1.5 防波壁（波返重力擁壁）の耐震性についての計算書に関する補足

説明」及び「2.1.6 防波壁（波返重力擁壁）の強度計算書に関する補足説明」に

て地震時，津波時及び重畳時の相対変位量が止水目地の変位の許容限界以下であ

ることを確認している。 

 

2.2.2 止水目地（シートジョイント）の引張試験 

(1) 試験概要 

止水目地（シートジョイント）が，津波時及び重畳時における相対変位量を上

回る試験変位量が生じた状態において，津波時及び重畳時における最大波圧を上

回る設計用水圧が作用した際にシートジョイントに発生する引張応力を算定し，

引張試験により，算定した引張応力以上の引張強度を有することを確認する。 

止水目地（シートジョイント）の引張試験は，JIS K 6251（加硫ゴム及び熱可塑

性ゴム―引張特性の求め方）に準じ，止水目地（シートジョイント）に使用して

いるクロロプレンゴムの試験片を製作し，試験機により切断されるまで引張荷重

を加え，引張強度を確認する。 

   

 

図 2.2－1 シートジョイントの引張試験概要図  

引張力

引張力

クロロプレンゴム
試験片

（引張試験機概要図） （ダンベル状３号形試験片寸法図） 

5mm

100mm

2
5
m

m
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(2) 試験条件 

止水目地（シートジョイント）の引張試験の条件として設定する引張応力につい

ては，以下に示す設計用水圧及び設計用変位量を踏まえて設定する。 

 

a. 設計用水圧 

止水目地（シートジョイント）に考慮する津波時の最大波圧は，止水目地（シー

トジョイント）の設置位置が最も低い防波壁（多重鋼管杭式擁壁）から算定する。

津波時の最大波圧は，谷本式により止水目地（ゴムジョイント）の設置高さを考

慮し，津波高さの 1/2 を入射津波高さと定義し，静水面上の波圧作用高さは入射

津波高さの 3 倍とし，静水面における波圧は入射津波高さに相当する静水圧の 2.2

倍として算定する。津波高さは EL 12.6m，地盤高さは EL 2.2m として算定する。 

引張応力算定に用いる設計用水圧は，津波時の最大波圧を踏まえ，保守的に設

定する。 

防波壁に設置する止水目地における津波時の最大波圧の算定イメージを図 2.2

－2 に，止水目地（シートジョイント）の引張応力算定に用いる設計用水圧設計用

水圧を表 2.2－1 に示す。 

 

図 2.2－2 津波時の最大波圧イメージ図 

 

表 2.2－1 シートジョイントの引張応力算定に用いる設計用水圧 

津波時の最大波圧 

(MPa) 

設計用水圧 

(MPa) 

0.13 0.17 

  

←海 陸→

鋼管杭（多重管）

EL 8.5m

▽H.W.L.

津波波圧

▽ EL 12.6m

埋戻土

岩盤

EL 15m

▽EL 2.2m
最大津波波圧算定位置
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b. 設計用変位量 

引張応力算定に用いる設計用変位量は，止水目地（シートジョイント）設置箇

所である防波壁における津波時及び重畳時の相対変位量を上回る値を設定する。

引張応力算定に用いる設計用変位量を表 2.2－2 に示す。 

 

表 2.2－2 シートジョイントの引張試験における設計用変位量 

項目 相対変位量＊ 

設計用 

変位量 

(mm) 

防波壁種別 多重鋼管杭式擁壁 逆Ｔ擁壁 波返重力擁壁 

止水目地 

種別 
シートジョイント① シートジョイント② 

シートジョイント① 

シートジョイント② 

考慮する 

事象 

津波時 

(mm) 

重畳時 

(mm) 

津波時 

(mm) 

重畳時 

(mm) 

津波時 

(mm) 

重畳時 

(mm) 

ずれ量 214 327 13 ― 213 134 400 

目開き量 0 3 0 ― 0 58 200 

段差量 0 6 1 ― 1 1 100 

合成 

変位量 
214 327 13 ― 213 146 459 

注記＊：相対変位量の算定位置及び算定結果ついては，「2.1.1 防波壁（多重鋼管杭式擁

壁）の耐震性についての計算書に関する補足説明資料」，「2.1.2 防波壁（多重鋼

管杭式擁壁）の強度計算書に関する補足説明資料」，「2.1.3 防波壁（逆Ｔ擁壁）

の耐震性についての計算書に関する補足説明資料」，「2.1.4 防波壁（逆Ｔ擁壁）

の強度計算書に関する補足説明資料」，「2.1.5 防波壁（波返重力擁壁）の耐震性

についての計算書に関する補足説明資料」及び「2.1.6 防波壁（波返重力擁壁）

の強度計算書に関する補足説明資料」に示す。 
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c. 引張応力 

シートジョイントの引張応力については，設計用変位が生じたうえで設計用水圧

が作用した状態において，シートジョイントが展張された状態を考慮して，「機械

工学便覧（日本機械学会編，1987）」に記載される内圧を受ける薄肉円筒の円周応

力の計算式により算定する。止水目地（シートジョイント）の展張形状イメージ

図を図 2.2－3 に示す。 

 

F=P×R/t ・・・・・・・・（1）式 

ここに， 

F：シートジョイントに発生する引張応力（N/mm2） 

P：シートジョイントの設計用水圧 0.17(MPa) 

R：シートジョイント展張時の半径（mm） 

t：シートジョイントの厚み 10(mm） 

 

             

図 2.2－3 止水目地（シートジョイント）の展張形状イメージ図 

  

引張応力Ｆ

水圧Ｐ

水圧Ｐ

引張応力Ｆ

ず
れ
量

目開き・段差量

シートジョイントの厚みt

280
2.1.7－30



 

表 2.2－2 に示すシートジョイントの設計用変位量を踏まえた止水目地（シート

ジョイント①）及び止水目地（シートジョイント②）の展張形状図を図 2.2－4 に

示す。 

 

(a)シートジョイント①         (b)シートジョイント②     

図 2.2－4 止水目地（シートジョイント）の展張形状図 
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図 2.2－4 の R(シートジョイント展張時の半径)を踏まえ，(1)式よりシートジョ

イント①及びシートジョイント②に発生する引張応力を算定する。 

 

(a) シートジョイント①に発生する引張応力 

F=P×R／t 

 =0.17×344.5÷10 

 =5.9(MPa) 

 

(b) シートジョイント②に発生する引張応力 

F=P×R／t 

 =0.17×387.5÷10 

 =6.6(MPa) 

 

(c) 引張試験で確認する引張強度 

シートジョイントに発生する引張応力は 5.9MPa，6.6MPa となるため，引張試験

においては保守的にシートジョイントの引張強度が 6.6MPa 以上であることを確認

する。シートジョイントの引張試験において確認する引張強度を表 2.2－3に示す。 

 

表 2.2－3 シートジョイントの引張試験で確認する引張強度 

項目 

シートジョイントに 

発生する引張応力 

(MPa) 

引張試験で確認する 

引張強度 

(MPa) 

シートジョイント① 5.9 
6.6 

シートジョイント② 6.6 
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(2) 試験結果 

図 2.2－5 に試験状況写真を，表 2.2－4 に試験結果を示す。津波時及び重畳時

における最大波圧が作用した際にシートジョイントに発生する引張応力を算定し

た引張応力以上の引張強度を有することを確認した。 

 

 

試験前       試験後 

図 2.2－5 止水目地（シートジョイント）引張試験状況及び試験片写真 

 

表 2.2－4 止水目地（シートジョイント）の引張試験結果 

番号 

引張試験で

確認する 

引張強度 

(MPa) 

試験結果 

引張荷重 

(N) 

厚み 

(mm) 

幅 

(mm) 

引張強度 

(MPa) 

① 

6.6 

185.50 2.02 5.00 18.36 

18.58 

（平均値） 

② 190.50 2.05 5.00 18.58 

③ 187.20 2.00 5.00 18.72 
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2.2.3 止水目地（シートジョイント）の耐圧試験 

(1) 試験概要 

止水目地（シートジョイント）を設置する防波壁において，津波時及び重畳時

において，止水目地から有意な漏えいが生じないことを確認するため，津波時の

最大波圧を上回る試験水圧を作用させた耐圧試験を実施し，止水目地の破損及び

漏えいが生じないことを確認する。 

止水目地（シートジョイント）の耐圧試験は，直径 300mm の筒状に製作した止水

目地（シートジョイント）を円筒状鋼管に取り付け，両端部を固定した状態で，鋼

管と止水目地（シートジョイント）の間に水圧を与える。試験機概要図及び供試体

断面図を図 2.2－6 に示す。 

 

 

図 2.2－6 止水目地（シートジョイント）の耐圧試験機概要図及び供試体断面図 
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(2) 試験条件 

止水目地（シートジョイント）の耐圧試験においては「2.2.1 止水目地（シート

ジョイント）の引張試験」で算定した津波時の最大波圧を踏まえ，保守的に試験水

圧を設定した。水圧保持時間は津波波圧の作用時間に対して保守的に 60分とした。

シートジョイントの耐圧試験に用いる試験水圧を表 2.2－5 に示す。 

 

表 2.2－5 シートジョイントの耐圧試験における試験水圧 

津波時の最大波圧

(MPa) 

試験水圧 

(MPa) 

0.13 0.70 

 

(3) 試験結果 

図 2.2－7 に止水目地（シートジョイント）の耐圧試験状況を，表 2.2－6 に止

水目地（シートジョイント）の耐圧試験結果を示す。試験水圧に対して，止水目

地の破損はなく，漏えいが生じないことから，止水目地から有意な漏えいが生じ

ないことを確認した。 

 

  

図 2.2－7 止水目地（シートジョイント）の耐圧試験状況（加圧後状況） 

 

表 2.2－6 止水目地（シートジョイント）の耐圧試験結果 

試験項目 試験条件 測定値 
試験結果 

破損 漏えい 

耐圧試験 
試験水圧 MPa 0.70 0.70 

無 無 
水圧保持時間 分 60 66 
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2.2.4 止水目地（シートジョイント）の取付部の耐圧性確認 

止水目地（シートジョイント）は，防波壁に押え板を介してアンカーボルトで締

め付けてシートジョイントを固定している。止水目地（シートジョイント）を設置

する防波壁において，取付部の取付け面圧が，津波時の波圧を下回った場合，止水

性が保持できなくことが懸念される。止水目地から有意な漏えいが生じないために，

取付部の取付け面圧が，津波時の最大波圧を上回ることを確認する。 

取付部の耐圧性評価に用いる設計用水圧には，津波時の最大波圧を上回るものと

して，「2.2.1 シートジョイントの引張試験」における設計用水圧を用いる。 

 

(1) 止水目地（シートジョイント①）の取付部の耐圧性 

止水目地（シートジョイント①）の取付部の構造図を図 2.2－8 に示す。 

 

 

図 2.2－8 止水目地（シートジョイント①）の取付部の構造図 
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押え板の締め付け面圧は，締め付け後の経時による応力緩和を考慮したアンカ

ーボルトの軸力を押え板とシートジョイントの接触面積で除して算定する。 

 

a. アンカーボルトの軸力 

アンカーボルトの軸力は，締め付けトルクを用いて下式により算定する。 

Ff ＝ T/(k×d) 

ここで，Ff ：アンカーボルトの軸力 (N) 

T ：締め付けトルク 130.0(N･m) 

k ：トルク係数 0.3 

d ：アンカーボルトの呼び径 0.02(m) 

 

アンカーボルトの軸力は，以下の通りである。 

Ff ＝ 130/（0.3×0.02）＝ 21667 N 

 

b. 応力緩和後のアンカーボルトの軸力 

応力緩和後のアンカーボルトの軸力は，経時により応力が 23％低下するとし，

下式により算定する。 

F＝Ff・α 

ここで，F ：応力緩和後のアンカーボルトの軸力 (N) 

Ff ：アンカーボルトの軸力 21667(N)  

α：応力緩和係数 0.77（メーカー規準） 

 

応力緩和後のアンカーボルトの軸力は，以下の通りである。 

F ＝ Ff・α＝21667×0.77 ＝ 16683(N) 

 

c. 取付部（押え板）の締め付け面圧 

取付部（押え板）の締め付け面圧は，下式により算定する。 

P0 ＝ F /（w・L） 

ここで，P0：取付部（押え板）の締め付け面圧（N/mm2＝MPa） 

F：応力緩和後のアンカーボルトの軸力 16883(N) 

w：押え板の接触幅 70(mm) 

L：ボルトピッチ 200(mm)  

 

取付部（押え板）の締め付け面圧は，以下の通りである。 

P0 ＝ 16883 /（70×200）＝ 1.19（N/mm2） 
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d. 耐圧性確認結果 

止水目地（シートジョイント①）における取付部は，表 2.2－7 のとおり耐圧

性を有することを確認した。 

 

表 2.2－7 止水目地（シートジョイント①）の取付部の耐圧性確認結果 

設計用水圧 

(MPa) 

取付部（押え板）の締め付け面圧 

(MPa) 

0.17 1.19 

 

(2) 止水目地（シートジョイント②）の取付部の耐圧性 

図 2.2－9 に止水目地（シートジョイント②）の取付部の構造図を示す。 

 

 

図 2.2－9 止水目地（シートジョイント②）の取付部の構造図 
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a. アンカーボルトの軸力 

アンカーボルトの軸力は，締め付けトルクを用いて下式により算定する。 

Ff ＝ T/(k×d) 

ここで，Ff：アンカーボルトの軸力(N) 

T ：締め付けトルク 190.0 (N・m) 

K ：トルク係数 0.3 

d ：ボルトの呼び径 0.024 (m) 

 

アンカーボルトの軸力は，以下の通りである。 

Ff ＝ 190/（0.3×0.024） 

＝ 26389 (N) 

 

b. 応力緩和後のアンカーボルトの軸力 

応力緩和後のアンカーボルトの軸力は，経時により応力が 23％低下するとし，

下式により算定する。 

F ＝ Ff・α 

ここで，F ：応力緩和後のアンカーボルトの軸力 (N) 

Ff：アンカーボルトに生じる軸力 26389 (N)  

α：応力緩和係数 0.77（メーカー規準） 

 

応力緩和後のアンカーボルトの軸力は，以下の通りである。 

F ＝ Ff・α 

＝ 26388×0.77＝20319 (N) 

 

c. 取付部（押え板）の締め付け面圧 

取付部（押え板）の締め付け面圧は，下式により算定する。 

P0 ＝ F /（w・L） 

ここで，P0：取付部（押え板）の締め付け面圧（N/mm2＝MPa） 

F：応力緩和後のボルトの軸力 20319(N) 

w：押さえ板の接触幅 82(mm) 

L：ボルトピッチ 200(mm)  

 

取付部（押え板）の締め付け面圧は，以下の通りである。 

P0 ＝ 20319 /（82×200）＝ 1.24（N/mm2） 
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d. 耐圧性確認結果 

止水目地（シートジョイント②）における取付部は，表 2.2－8 のとおり耐圧

性を有することを確認した。 

 

表 2.2－8 止水目地（シートジョイント②）の取付部の耐圧性確認結果 

設計用水圧 

(MPa) 

取付部（押え板）の締め付け面圧 

(MPa) 

0.17 1.24 

 

以上より，止水目地（シートジョイント①）及び止水目地（シートジョイント

②）の取付部においては，押え板の締め付け面圧が津波時の最大波圧を上回る設

計用水圧以上の圧力で締付けられていることから，止水目地の取付部から有意な

漏えいが生じないことを確認した。 
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2.2.5 止水目地（シートジョイント）のアンカーボルトの耐圧性確認 

(1) 概要 

止水目地（シートジョイント）は，防波壁に押え板を介してアンカーボルトで締

め付けてシートジョイントを固定している。止水目地（シートジョイント）におい

て，アンカーボルトの引張耐力が，津波時の波圧によって発生する引張力を下回っ

た場合，アンカーボルトが引き抜けて止水性が保持できなくことが懸念される。そ

のため，アンカーボルトの引張耐力が，津波時及び重畳時における相対変位量を上

回る試験変位量が生じた状態において，津波時及び重畳時における最大波圧を上回

る設計用水圧によって発生する引張力以上であることを確認することにより，アン

カーボルトの耐圧性を確認する。 

アンカーボルトの耐圧性の確認にあたっては，「2.2.1 止水目地（シートジョイ

ント）の引張試験」で設定したシートジョイントの設計用水圧 0.17MPa により発生

する引張力を上回ることを確認する。 

アンカーボルトの引張耐力は，「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建

築学会，2010 年 11 月）」（以下「各種合成構造設計指針」という。）に基づき算

定する。アンカーボルトの仕様及び許容限界を表 2.2－9 に示す。 

 

表 2.2－9 アンカーボルトの仕様及び許容限界 

評価対象部位 使用材料 
引張耐力＊ 

（kN/本） 

アンカーボルト 

止水目地 

（シートジョイント①） 

SUS304 

（D20） 
42.9 

止水目地 

（シートジョイント②） 

SSS304 

（D24） 
52.2 

注記＊：アンカーボルトの許容限界の設定については，参考資料２に示す。 
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(2) アンカーボルトの耐圧性 

止水目地（シートジョイント）のアンカーボルトに作用する引張力のイメージ

図を図 2.2－10 に示す。 

アンカーボルト１本あたりに作用する引張力は，「2.2.1 止水目地（シートジ

ョイント）の引張試験」で設定したシートジョイントの設計用水圧によって生じ

るシートジョイントに作用する引張力から算定する。 

アンカーボルト１本あたりに作用する引張力は以下の（2）式で求める。（3）

式中の R（シートジョイント展張時の半径）は「2.2.1 止水目地（シートジョイ

ント）の引張試験」で求めたものを代入する。 

 

fa = F×L/2 ・・・・・・・・（2）式 

ここに，fa：アンカーボルト１本あたりに作用する引張力（N） 

F ：シートジョイントに作用する引張力（N/mm） 

F = P×R  ・・・・・・・・・（3）式 

P：設計水圧（0.17MPa=0.17N/mm2） 

R：シートジョイント展張時の半径（mm） 

L ：ボルトピッチ 200(mm） 

 

 

図 2.2－10 止水目地（シートジョイント）のアンカーボルトに作用する 

引張力のイメージ図 
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a. 止水目地（シートジョイント①）のアンカーボルトに作用する力 

f = 0.17×344.5×200／2 = 5856.5N = 5.9kN 

 

b. 止水目地（シートジョイント②）のアンカーボルトに作用する力 

f = 0.17×387.5×200／2 = 6587.5N = 6.6kN 

 

(3) 耐圧性確認結果 

止水目地（シートジョイント）におけるアンカーボルトは，表 2.2－10 のとお

り耐圧性を有することを確認した。 

 

表 2.2－10 アンカーボルトの照査結果 

評価対象 引張力（kN） 引張耐力（kN） 照査値 

シートジョイント① 5.9 42.9 0.14 

シートジョイント② 6.6 52.2 0.13 

 

 

2.2.6 止水目地（シートジョイント）の耐候性試験 

止水目地（シートジョイント）の主材料は止水目地（ゴムジョイント）と同様

にクロロプレンゴムであり，止水目地（シートジョイント）の耐候性は「2.1.2 

ゴムジョイントの耐候性試験」で示したとおりとなる。 

 

293
2.1.7－43



（参考資料１） 異種構造境界部，隅角部及び屈曲部の相対変位量について 

1. 概要

防波壁の構造上の境界部には，地震時，津波時及び重畳時の荷重に伴う部材間の変位に

追従する止水目地を設置し，有意な漏えいを生じない性能を保持する設計としている。 

本資料では，防波壁の異種構造境界部，隅角部及び屈曲部において地震時，津波時及び

重畳時の最大変位量を設定し，それに対する相対変位量が止水目地の許容限界以下である

ことを確認する。 

また，「2.1.7 防波壁の止水目地に関する補足説明」では止水目地の性能確認として

評価結果を示したが，その条件とした試験変位量が防波壁の異種構造部，隅角部及び屈曲

部における地震時，津波時及び重畳時の最大変位量を上回っていることを確認する。 

2. 設置位置

防波壁の異種構造境界部，隅角部及び屈曲部の位置図を図 2－1 に，図 2－1 中の番号に

対応した一覧表を表 2－1 に示す。 

図 2－1 防波壁目地の異種構造境界部，隅角部及び屈曲部の位置図 
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表 2－1 防波壁目地の異種構造境界部，隅角部及び屈曲部の一覧表 

番号 種別 番号 種別 

① 隅角部（波返重力擁壁）  ⑧ 異種構造境界部（逆Ｔ擁壁/多重鋼管杭式擁壁） 

② 異種構造境界部（多重鋼管杭式擁壁/波返重力擁壁） ⑨ 屈曲部（逆Ｔ擁壁） 

③ 隅角部（多重鋼管杭式擁壁）  ⑩ 隅角部（逆Ｔ擁壁） 

④ 屈曲部（多重鋼管杭式擁壁）  ⑪ 異種構造境界部（波返重力擁壁/逆Ｔ擁壁） 

⑤ 屈曲部（多重鋼管杭式擁壁）  ⑫ 隅角部（波返重力擁壁）  

⑥ 隅角部（多重鋼管杭式擁壁）  ⑬ 屈曲部（波返重力擁壁）  

⑦ 屈曲部（多重鋼管杭式擁壁）  ⑭ 隅角部（波返重力擁壁）  
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3. 異種構造境界部，隅角部及び屈曲部の相対変位量 

3.1 異種構造境界部の相対変位量 

異なる構造形式の防波壁が隣接している場合は，各方向の最大変位量を足し合わせて，

異種構造構造部の相対変形量を算定する。異種構造部の相対変位量算出の概念図を図 3

－1 に示す。 

 

ｘ方向の相対変位量δx’： 

δx’＝δx1＋δx2 

ｙ方向の相対変位量δy’： 

δy’＝δy1＋δy2 

ｚ方向の相対変位量δz’： 

δz’＝δz1＋δz2 

ここで 

δx1,δx2：各防波壁構造の x 方向（法線直交方向）の最大変位量 

δy1,δy2：各防波壁構造の y 方向（法線方向）の最大変位量 

δz1,δz2：各防波壁構造の z 方向（鉛直方向）の最大変位量 

合成方向変位量（３方向合成）δ=√𝛿𝑥′2＋𝛿𝑦′2＋𝛿𝑧′2 

 

 

図 3－1 異種構造境界部の相対変位量算出の概念図 
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3.2 隅角部の相対変位量 

隅角部は，防波壁の法線方向が直角に曲がることから，法線方向の変位量と法線直交

方向の変位量を足し合わせて，隅角部の最大相対変位量を算定する。隅角部の相対変位

量算出の概念図を図 3－2 に示す。 

 

ｘ方向の相対変位量δx’： 

δx’＝δx1＋δx2 

ｙ方向の相対変位量δy’： 

δy’＝δy1＋δy2 

ｚ方向の相対変位量δz’： 

δz’＝δz1＋δz2 

ここで 

δx1,δx2：各防波壁の x 方向（法線直交方向）の最大変位量＊ 

δy1,δy2：各防波壁の y 方向（法線方向）の最大変位量＊ 

δz1,δz2：各防波壁の z 方向（鉛直方向）の最大変位量 

注記＊：防波壁の隅角部ではブロックが直角に並んでおり，法線に直交する防波 

壁の変位量はｘ・ｙの値を反転する。 

合成方向変位量（３方向合成）δ=√𝛿𝑥′2＋𝛿𝑦′2＋𝛿𝑧′2 

 

 

図 3－2 隅角部の相対変位量算出の概念図 
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3.3 屈曲部の相対変位量 

屈曲部においては，角度を考慮した法線方向の変位量と法線直交方向の変位量を足し

合わせて，屈曲部の最大相対変位量を算定する。屈曲部の相対変位量算出の概念図を図

3－3 に示す。 

 

ｘ方向の相対変位量δx’： 

δx’＝δx1＋abs{-δx2×cosθ+δy2×sinθ} 

ｙ方向の相対変位量δy’： 

δy’＝δy1＋abs{δx2×sinθ+δy2×cosθ} 

ｚ方向の相対変位量δz’： 

δz’＝δz1＋δz2 

ここで 

δx1,δx2：各防波壁構造のｘ方向（法線直交方向）の最大変位量 

δy1,δy2：各防波壁構造の y 方向（法線方向）の最大変位量 

δz1,δz2：各防波壁構造の z 方向（鉛直方向）の最大変位量 

合成方向変位量（３方向合成）δ=√𝛿𝑥′2＋𝛿𝑦′2＋𝛿𝑧′2 

 

 

図 3－3 屈曲部の相対変位量算出の概念図 
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4. 評価結果 

4.1 異種構造境界部 

(1) 地震時 

地震時における異種構造境界部の相対変位量を表 4－1 に示す。地震時における異

種構造部の相対変位量は，異種構造境界部に設置する止水目地（シートジョイント）

の許容限界以下であることを確認した。 

 

表 4－1 異種構造境界部の地震時の相対変位量 

番号 
角度 

(°) 

解析値 

許容限界 

(mm) 
δx’ 

(mm) 

δy’ 

(mm) 

δz’ 

(mm) 

相対 

変位量

(mm) 

② ― 794 69 55 798 1936 

⑧ 132 410 377 26 557 1580 

⑪ ― 378 62 55 387 1936 

 

(2) 津波時 

津波時における異種構造境界部の相対変位量を表 4－2 に示す。津波時における異

種構造境界部の相対変位量は，異種構造境界部に設置する止水目地（シートジョイン

ト）の許容限界以下であること及び止水目地（シートジョイント）の性能確認試験等

に用いる設計変位量（2.2.2(2) 試験条件に記載）以下であることを確認した。 

 

表 4－2 異種構造部の津波時の相対変位量 

番号 
角度 

(°) 

解析値 

許容限界 

(mm) 
δx’ 

(mm) 

δy’ 

(mm) 

δz’ 

(mm) 

相対 

変位量

(mm) 

② ― 213 0 1 213 1936 

⑧ 132 77 79 0 111 1580 

⑪ ― 113 0 1 113 1936 
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(3) 重畳時 

重畳時における異種構造境界部の相対変位量を表 4－3 に示す。重畳時における異

種構造境界部の相対変位量は，異種構造境界部に設置する止水目地（シートジョイン

ト）の許容限界以下であること及び止水目地（シートジョイント）の性能確認試験等

に用いる設計変位量（2.2.2(2) 試験条件に記載）以下であることを確認した。 

 

表 4－3 異種構造部の重畳時の相対変位量 

番号 
角度 

(°) 

解析値 

許容限界 

(mm) 
δx’ 

(mm) 

δy’ 

(mm) 

δz’ 

(mm) 

相対 

変位量

(mm) 

② ― 230 61 4 238 1936 

⑧ 132 112 123 3 166 1580 

⑪ ― 67 58 1 89 1936 

 

  

300
（参考）1－7



 

4.2 隅角部及び屈曲部 

(1) 地震時 

地震時における隅角部及び屈曲部の相対変位量を表 4－4 に示す。地震時における

隅角部及び屈曲部の相対変位量は，隅角部及び屈曲部に設置する止水目地の許容限界

以下であることを確認した。 

 

表 4－4 隅角部及び屈曲部の地震時の相対変位量 

番号 
角度 

(°) 

解析値 

許容限界 

(mm) 
δx’ 

(mm) 

δy’ 

(mm) 

δz’ 

(mm) 

相対 

変位量

(mm) 

① 140 566 295 82 644 1936 

③ 90 505 505 28 714 1580 

④ 140 879 336 28 942 1580 

⑤ 130 553 396 28 680 1580 

⑥ 90 505 505 28 714 1580 

⑦ 138 554 350 28 655 1580 

⑨ 135 123 56 24 137 449 

⑩ 90 82 82 28 119 1936 

⑫ 90 358 358 82 512 1936 

⑬ 147 582 270 82 647 1936 

⑭ 90 358 358 82 512 1936 
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(2) 津波時 

津波時における隅角部及び屈曲部の相対変位量を表 4－5 に示す。津波時における

隅角部及び屈曲部の相対変位量は，隅角部及び屈曲部に設置する止水目地の許容限界

以下であること，止水目地（ゴムジョイント）の変形・耐圧試験の試験変位量（2.1.3(2) 

試験条件に記載）以下であること，及び止水目地（シートジョイント）の性能確認試

験等に用いる設計変位量（2.2.2(2) 試験条件に記載）以下であることを確認した。 

 

表 4－5 隅角部及び屈曲部の津波時の相対変位量 

番号 
角度 

(°) 

解析値 

許容限界 

(mm) 
δx’ 

(mm) 

δy’ 

(mm) 

δz’ 

(mm) 

相対 

変位量

(mm) 

① 140 188 68 1 200 1936 

③ 90 107 107 0 151 1580 

④ 140 189 69 0 201 1580 

⑤ 130 111 82 0 138 1580 

⑥ 90 107 107 0 151 1580 

⑦ 138 111 72 0 132 1580 

⑨ 135 10 4 0 11 449 

⑩ 90 7 7 1 9 1936 

⑫ 90 107 107 1 151 1936 

⑬ 147 196 58 1 204 1936 

⑭ 90 107 107 1 151 1936 
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(3) 重畳時 

重畳時における隅角部及び屈曲部の相対変位量を表 4－6 に示す。重畳時における

隅角部及び屈曲部の相対変位量は，隅角部及び屈曲部に設置する止水目地の許容限界

以下であること，止水目地（ゴムジョイント）の変形・耐圧試験の試験変位量（2.1.3(2) 

試験条件に記載）以下であること，及び止水目地（シートジョイント）の性能確認試

験等に用いる設計変位量（2.2.2(2) 試験条件に記載）以下であることを確認した。 

 

表 4－6 隅角部及び屈曲部の重畳時の最大相対変位量 

番号 
角度 

(°) 

解析値 

許容限界 

(mm) 
δx’ 

(mm) 

δy’ 

(mm) 

δz’ 

(mm) 

最大相対 

変位量

(mm) 

① 140 156 145 1 213 1936 

③ 90 166 166 6 235 1580 

④ 140 290 110 6 311 1580 

⑤ 130 166 130 6 210 1580 

⑥ 90 166 166 6 235 1580 

⑦ 138 165 115 6 201 1580 

⑨ 135 ― ― ― ― 449 

⑩ 90 ― ― ― ― 1936 

⑫ 90 125 125 1 177 1936 

⑬ 147 155 143 1 211 1936 

⑭ 90 125 125 1 177 1936 

注記：番号⑧及び⑨は防波壁（逆Ｔ擁壁）に位置しており，重畳時の津波高さ以上の 

位置に設置するため，重畳時の検討は実施しない。 
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（参考資料２） アンカーボルトの許容限界について 

1. 許容限界の設定方法

防波壁に設置する止水目地（シートジョイント）に用いるアンカーボルトの仕様を表

1－1 に示す。 

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針」の接着系アンカーボルトの設計

に基づいて設定する。 

表 1－1 止水目地に用いるアンカーボルト 

設置箇所 
アンカーボルト

仕様 

止水目地 

シートジョイント①
SUS304 

（M20） 

シートジョイント②
SUS304 

（M24） 
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1.1 許容引張力ｐa の算定 

接着系アンカーボルト１本当たりの許容引張力ｐa は，以下で算定されるアンカーボ

ルトの降伏により決まる場合のアンカーボルト１本当たりの許容引張力ｐa1，コーン状

破壊により決まる場合のアンカーボルト 1 本当たりの許容引張力ｐa2，及びアンカーボ

ルトの付着力により決まる場合のアンカーボルト１本当たりの許容引張力ｐa3のうち小

さい値とする。 
 

ｐa1＝φ1・sσpa・scａ 

ｐa2＝φ2・cσt・Ａc 

ｐa3＝φ3・τa・π・ｄa・ｌce 

τa ＝α1・α2・α3・τbavg 

αn ＝0.5(ｃn/ｌe)＋0.5 

Ａc ＝π・ｌe・(ｌe＋ｄa) 

 

ただし，(ｃn/ｌe)≧1.0 の場合は(ｃn/ｌe)＝1.0，ｌe≧10ｄa の場合はｌe＝10ｄa

とする。 

ここで，  ｐ a1    ：接着系アンカーボルトの降伏により決まる場合のアン  

カールト１本当たりの許容引張力（ kN）  

ｐa2    ：定着したコンクリート躯体のコーン状破壊により決まる場  

合の接着系アンカーボルト 1 本当たりの許容引張力（kN） 

    ｐa3    ：接着系アンカーボルトの付着力により決まる場合のアンカ

ーボルト１本当たりの許容引張力（kN） 

     φ1，φ2，φ3 ：低減係数で表 1－2 の値のうち，「短期荷重用」を 

用いる 

sσpa   ：接着系アンカーボルトの規格降伏点強度（N/mm2） 

scａ     ：接着系アンカーボルトの断面積（mm2） 

cσt     ：コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度で，0.31√Fc 

とする。（N/mm2） 

Ｆc    ：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

Ａc    ：コーン状破壊面の有効水平投影面積（mm2） 

ｄa     ：接着系アンカーボルトの径（mm） 

ｌce     ：接着系アンカーボルトの強度算定用埋込み長さで， 

ｌce＝ｌe－2ｄa とする（mm） 

ｌe    ：接着系アンカーボルトの有効埋込み長さ（mm） 

τa     ：接着系アンカーボルトの引張力に対する付着強度（N/mm2） 

αn      ：付着強度の低減係数（ｎ＝1,2,3） 

     τbavg    ：接着系アンカーボルトの基本平均付着強度で表 1－3 から

「カプセル方式（有機系）－普通コンクリート」の値を用

いる（N/mm2） 

ｃn      ：へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 で 

      ｃn＝ａn/2（n＝1～3）とする（mm） 
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表 1－2 低減係数 

 φ1 φ2 φ3 

長期荷重用 2/3 1/3 1/3 

短期荷重用 1.0 2/3 2/3 

 

 

表 1－3 接着系アンカーボルトの基本平均付着強度 

 
カプセル方式 注入方式 

有機系 無機系 有機系 

普通コンクリート 10√Fc/21 5√Fc/21 7√Fc/21 

軽量コンクリート 8√Fc/21 4√Fc/21 5.6√Fc/21 
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2. 評価条件 

アンカーボルトの許容限界の評価に用いる入力値を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1(1) アンカーボルトの許容限界の評価に用いる入力値 

（シートジョイント①） 

記号 単位 定義 入力値 

φ1 － 低減係数 1 

sσpa N/mm2 接着系アンカーボルトの規格降伏点強度 205 

scａ mm2 接着系アンカーボルトの断面積 245 

φ2 － 低減係数 2/3 

cσt N/mm2 コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度 1.52 

Ａc mm2 コーン状破壊面の有効水平投影面積 66850 

φ3 － 低減係数 2/3 

τa N/mm2 接着系アンカーボルトの引張力に対する付着強度 8.55 

ｄa mm 接着系アンカーボルトの径 20 

ｌce mm 接着系アンカーボルトの強度算定用埋込み長さ 120 

ｌe mm 接着系アンカーボルトの有効埋込み長さ 160 

α1 － 付着強度の低減係数 0.98 

α2 － 付着強度の低減係数 0.81 

α3 － 付着強度の低減係数 1 

τbavg N/mm2 接着系アンカーボルトの基本平均付着強度 10.69 

Ｆc N/mm2 コンクリートの設計基準強度 24 

ｃ1 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 155 

ｃ2 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 100 

ｃ3 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 － 
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表 2－1(2) アンカーボルトの許容限界の評価に用いる入力値 

（シートジョイント②） 

記号 単位 定義 入力値 

φ1 － 低減係数 1 

sσpa N/mm2 接着系アンカーボルトの規格降伏点強度 205 

scａ mm2 接着系アンカーボルトの断面積 353 

φ2 － 低減係数 2/3 

cσt N/mm2 コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度 1.52 

Ａc mm2 コーン状破壊面の有効水平投影面積 70901 

φ3 － 低減係数 2/3 

τa N/mm2 接着系アンカーボルトの引張力に対する付着強度 7.53 

ｄa mm 接着系アンカーボルトの径 24 

ｌce mm 接着系アンカーボルトの強度算定用埋込み長さ 138 

ｌe mm 接着系アンカーボルトの有効埋込み長さ 186 

α1 － 付着強度の低減係数 0.92 

α2 － 付着強度の低減係数 0.77 

α3 － 付着強度の低減係数 1 

τbavg N/mm2 接着系アンカーボルトの基本平均付着強度 10.69 

Ｆc N/mm2 コンクリートの設計基準強度 24 

ｃ1 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 155 

ｃ2 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 100 

ｃ3 mm へりあき寸法，又は，アンカーボルトピッチ a の 1/2 － 
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3. 許容限界の計算 

「 1.1 許容引張力ｐ a の算定」で表される許容限界の評価式に，表 2－ 1 のア

ンカーボルトの許容限界の評価に用いる入力値を代入して ,算定した各アンカ

ーボルトの許容限界値を算定する。  

 

接着系アンカーボルトの降伏により決まる場合のアンカーボルト１本当たりの許容

引張力ｐa1 を以下に示す。 

 

【シートジョイント①】 

ｐa1＝φ1・sσpa・scａ 

    ＝1・205・245 

    ＝50.2（kN） 

 

【シートジョイント②】 

ｐa1＝φ1・sσpa・scａ 

    ＝1・205・353 

    ＝72.3（kN） 

 

 

 

接着系アンカーボルトのコーン状破壊により決まる場合のアンカーボルト１本当た

りの許容引張力ｐa2 を以下に示す。 

 

【シートジョイント①】 

ｐa2＝φ2・cσt・Ａc 

    ＝(2/3)・1.52・66850 

    ＝67.6（kN） 

 

【シートジョイント②】 

ｐa2＝φ2・cσt・Ａc 

    ＝(2/3)・1.52・70901 

    ＝71.7（kN） 
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接着系アンカーボルトの付着力により決まる場合のアンカーボルト１本当たりの許

容引張力ｐa3を以下に示す。 

 

【シートジョイント①】 

ｐa3＝φ3・τa・π・ｄa・ｌce 

    ＝(2/3)・8.55・3.14・20・120 

    ＝42.9（kN） 

 

【シートジョイント②】 

ｐa3＝φ3・τa・π・ｄa・ｌce 

    ＝(2/3)・7.53・3.14・24・138 

    ＝52.2（kN） 

 

 

4. アンカーボルトの許容限界 

「3. 許容限界の計算」で算定したアンカーボルトの許容限界値のうち最小値を止水

目地の評価におけるアンカーボルトの許容限界として設定する。アンカーボルトの許容

限界を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 アンカーボルトの許容限界 

評価対象部位 使用材料 

許容引張力 

(kN/本) 

【最小値のケース】 

アンカー 

ボルト 

シートジョイント① 
SUS304 

（M20） 

42.9 

【ｐa3】 

シートジョイント② 
SUS304 

（M24） 

52.2 

【ｐa3】 
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